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はじめに 

本市では、国の障がい福祉に関する動向を踏まえ、令和２年度に

「袖ケ浦市障がい者福祉基本計画（第３期）」を一部見直すとと

もに、「袖ケ浦市障がい福祉計画（第６期）」「袖ケ浦市障がい

児福祉計画（第２期）」を策定し、３つの計画を「そでがうら・

ふれあいプラン」として一体的に取りまとめ、計画的な障がい福

祉施策の推進に努めてきたところです。 

近年、障がいのある人を取り巻く環境は大きな転換期を迎え、国

は「障害者基本計画」を策定し、障がいの有無に関わらず、すべ 

ての人が相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現に向けた施策の方

向性を明示するとともに、社会福祉法や障害者総合支援法、障害者差別解消法などの

改正等が行われました。 

一方で、新型コロナウイルス感染症の拡大は市民生活に大きな変化をもたらし、障

がいのある人の生活にも大きな影響を与え、その影響は現在も続いています。このこ

とにより、障害福祉サービスの必要性や重要性が、改めて認識されているところです。 

このような状況を踏まえ、障がいの有無によって分け隔てなく、すべての人が協力

し尊重し合える共生社会の実現に向けて、令和６年度から令和11年度までの６年間を

計画期間とする「袖ケ浦市障がい者福祉基本計画（第４期）」、令和６年度から令和

８年度までの３年間を計画期間とする「袖ケ浦市障がい福祉計画（第７期）」及び

「袖ケ浦市障がい児福祉計画（第３期）」の３つの計画をまとめた「そでがうら・ふ

れあいプラン」を策定いたしました。 

本市といたしましては、「障がいのある人が、安心して、その人らしい生活をおく

れるまちづくり」を基本理念とし、その実現に向けて、本計画を推進してまいります。

計画の推進にあたっては、市民の皆様や関係団体等と連携を図っていくことが必要と

なりますので、皆様の一層のご理解とご協力をお願い申し上げます。 

最後に、計画の策定にあたり、ご意見をいただきました地域総合支援協議会の皆様

をはじめ、市民の皆様、関係機関・団体等の皆様に心からお礼申し上げます。 

 

令和６年３月 

     袖ケ浦市長 粕谷 智浩  
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この計画書の中で、「障害」と「障がい」の２通りの表現を用いていますが、障がい者

の「害」という漢字には、不快に感じる方もいるため、法的に定められているもの（法律
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第１章 計画の目的と性格 

  

第１節 計画策定の背景と目的 

１ 計画策定の背景 

平成28年の「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害者差別解消法）」施

行以来、障がい者を取り巻く状況は少しずつ変化しています。 

 

国では、平成30年に「障害者基本計画(第４次)」を策定し、障がい者があらゆる活動に

参加できるように援助を行うとともに社会的な障壁を除去するために取り組むべき障害者

施策の基本的な方向を示しました。 

同年４月、及び令和３年改正の「社会福祉法」では、障がい者・高齢者・子どもなどす

べての人々が地域、暮らし、生きがいをともに創り、高め合うことができる「地域共生社

会」の実現に向けた取組を進めることや、「地域共生社会」の実現に向けた具体的な取組と

して、市町村において地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する包括的な支援

体制を構築すること等が盛り込まれました。 

その他にも、令和３年には障がい者に対する「合理的配慮」の提供を国や自治体のみな

らず民間事業者にも義務化した「改正障害者差別解消法」、令和４年には障がい者による情

報の取得利用・意思疎通に係る施策を総合的に推進する「障害者情報アクセシビリティ・

コミュニケーション施策推進法」を施行するなど、障がい者に関する法整備が進められて

います。 

 

生活の状況については、令和２年１月以降の新型コロナウイルス感染症の感染拡大は

様々な影響を及ぼし、特に、障がい者を含め脆弱な立場に置かれている人々は、感染拡大

防止措置の影響による地域の交流・見守りの場、相談支援を受ける機会の喪失等によって、

地域や社会からの孤立や、必要な支援を受けることができないなど、現在もその影響は続

いています。 

 

年々、変わりゆく障がい者施策や社会福祉施策の動向に加え、感染症の影響等、市を取

り巻く現状を把握しながら、全ての障がいのある人が地域で安心して生活できるまちづく

りを進める必要があります。 
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■近年の障がい者制度に関わる法制度等の動き■ 

公布等年月 施行等年月 法制度等の動き 主な内容 

令和元年 

６月 

令和元年６月 

障害者の雇用の促進等

に関する法律の一部を

改正する法律 

・公的機関の障害者雇用水増し問題

の再発防止策 

・障害者雇用に関する優良な中小事

業主に対する認定制度の創設 

令和元年６月 

視覚障害者等の読書環

境の整備の推進に関す

る法律 

・視覚障害や発達障害、上肢の障害

などがある人の読書環境を整えるこ

と 

令和２年 

５月 
令和２年６月 

高齢者、障害者等の移

動等の円滑化の促進に

関する法律の一部を改

正する法律 

・バリアフリー基準適合義務の対象

拡大 

・障害者等へのサービス提供につい

て国が認定する観光施設の情報提供

を促進 

令和２年 

６月 
令和３年４月 

地域共生社会の実現の

ための社会福祉法等の

一部を改正する法律 

・地域住民の複雑化・複合化した支

援ニーズに対応する市町村の包括的

な支援体制の構築の支援 

・地域の特性に応じた認知症施策や

介護サービス提供体制の整備等の推

進 

令和３年 

５月 
令和６年４月 

障害を理由とする差別

の解消の推進に関する

法律の一部を改正する

法律 

・国及び地方公共団体の連携協力の

責務の追加 

・事業者による社会的障壁の除去の

実施に係る必要かつ合理的配慮の提

供の義務化 

・障害を理由とする差別を解消する

ための支援措置の強化 

令和４年 

５月 
令和４年５月 

障害者による情報の取

得及び利用並びに意思

疎通に係る施策の推進

に関する法律 

・全ての障害者が、社会を構成する

一員として参加するために、障がい

者による情報の取得利用・意思疎通

に係る施策を総合的に推進すること

で、障がいの有無によって分け隔て

られることなく、相互に人格と個性

を尊重しながら共生する社会の実現

に資すること 

令和４年 

12 月 
令和５年４月 

障害者の日常生活及び

社会生活を総合的に支

援するための法律等の

一部を改正する法律 

・障害者等の地域生活の支援体制の

充実 

・精神障害者の希望やニーズに応じ

た支援体制の整備 
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２ 計画の目的 

本市では、平成30年度から令和５年度までの６年間を計画期間とした「袖ケ浦市障がい

者福祉基本計画（第３期）」並びに令和３年度から令和５年度までの３年間を計画期間とし

た「袖ケ浦市障がい福祉計画（第６期）」及び「袖ケ浦市障がい児福祉計画（第２期）」と

いった３つの性格を併せ持つ「そでがうら・ふれあいプラン」（以下「本計画」という。）

を策定し、基本理念である「障がいのある人が、安心して、その人らしい生活をおくれる

まちづくり」の実現に向け、障害福祉サービスや本市独自の施策を展開し、関係機関や多

職種との連携を図ることで、一人ひとりのニーズに沿った切れ目のない支援を提供するた

めの体制整備に努めてきました。 

令和５年度にて、「袖ケ浦市障がい者福祉基本計画（第３期）」並びに「袖ケ浦市障がい

福祉計画（第６期）」及び「袖ケ浦市障がい児福祉計画（第２期）」が終了することに伴い、

めまぐるしく変化する障がい者施策の動向や本市の障がいのある人を取り巻く現状等に加

え、これまでの取組に関する成果や課題を踏まえながら、障がいのある人の自立や社会参

加を促進するための施策や多様性に富んだ障害福祉サービス等をより充実させ、すべての

人が住み慣れた地域で自分らしく生活することができる環境づくりに向けて「袖ケ浦市障

がい者福祉基本計画（第４期）」並びに「袖ケ浦市障がい福祉計画（第７期）」及び「袖ケ

浦市障がい児福祉計画（第３期）」を策定するものです。 
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第２節 計画の位置づけ、期間等 

１ 法的な位置づけ 

本計画は、「袖ケ浦市障がい者福祉基本計画（第４期）」「袖ケ浦市障がい福祉計画（第７

期）」及び「袖ケ浦市障がい児福祉計画（第３期）」の３つの計画により構成されます。 

○ 「袖ケ浦市障がい者福祉基本計画（第４期）」は、障害者基本法第11条第３項による「市

町村障害者計画」に位置づけられ、本市の障がい者施策を総合的に推進することを目的と

した計画です。 

○ 「袖ケ浦市障がい福祉計画（第７期）」は、障害者総合支援法第88条第１項による「市町

村障害福祉計画」に位置づけられ、障がい者の日常生活や社会生活を総合的に支援するた

めに、障害福祉サービス等の提供体制の確保に関する数値目標や、サービスごとの必要な

見込量などを定める計画です。 

○ 「袖ケ浦市障がい児福祉計画（第３期）」は、児童福祉法第33条の20第１項による「市町

村障害児福祉計画」に位置づけられ、障がい児支援の提供体制の確保と円滑な実施を図る

ための計画です。 

 

※「市町村障害児福祉計画」は、児童福祉法第33条の20第６項の規定により「市町村障害福

祉計画」と一体のものとして作成することができるものとされていることから、「袖ケ浦市

障がい福祉計画（第７期）」と「袖ケ浦市障がい児福祉計画（第３期）」を一体のものとし

て策定しています。 

 

■計画の法的位置づけと役割■ 

 法的位置づけ 計画の役割 

障がい者福祉基本計画

（第４期） 

○障害者基本法第 11条第３項の規

定による「市町村障害者計画」 

○障がいのある人のための施策に

関する基本的な事項を定める基

本計画 

障がい福祉計画 

（第７期） 

○障害者の日常生活及び社会生活

を総合的に支援するための法律

（以下「障害者総合支援法」と

いう。）第 88条第 1項の規定に

よる「市町村障害福祉計画」 

○障害福祉サービス等の提供体制

の確保に関する数値目標や、

サービスごとの必要な見込量な

どを定める計画 

障がい児福祉計画 

（第３期） 

○児童福祉法第 33 条の 20 第１項

の規定による「市町村障害児福

祉計画」 

○障がい児支援の提供体制の確保

と円滑な実施を図るための計画 
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２ 各種計画との関連 

本計画は、障害者基本法等により定められた国や県等の計画を踏まえるとともに、市の

最上位計画となる「袖ケ浦市総合計画」をはじめ、福祉分野の上位計画となる「袖ケ浦市

地域福祉計画」における障がい者施策に関する部門計画として関連づけています。 

また、その他の部門別の計画とも調和を保った計画として策定するものです。 

■各種計画との関連■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

さらに、近年、国連サミットで採択されたＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）に定められ

た目標を達成するため、各国でそれぞれ取組が進められています。国においてもＳＤＧｓ

の目標達成に向けた取組を進めており、地方自治体においても、各種計画の策定や方針の

決定に当たり、ＳＤＧｓの理念を最大限反映させることが重要となっています。 

本市においては、令和２年度を初年度とする総合計画において、各施策とＳＤＧｓの各

目標との関連性を明確化するとともに、各施策の推進を通じて、ＳＤＧｓの達成に貢献す

るとしていることから、本計画においても各施策の推進を通じてＳＤＧｓの達成に貢献し

ていくものとします。 

※ ＳＤＧｓとは 

持続可能な開発目標（Ｓｕｓｔａｉｎａｂｌｅ Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ Ｇｏａｌｓ）として、平成２７年

（２０１５年）９月の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための２０３０アジェン

ダ」に記載された、令和１２年（２０３０年）を期限とする国際目標です。 

ＳＤＧｓは、地球上の「誰一人として取り残さない」ことを誓い、持続可能な世界を実現

するための１７の目標と１６９のターゲットから構成されています。 
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国
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市

総

合

計

画
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浦

市

地

域

福

祉

計

画

障害者基本法

障害者基本計画

障害者の日常生活及び社会生活を

総合的に支援するための法律

（障害者総合支援法）

児童福祉法

千葉県障害者計画

そでがうら・ふれあいプラン

袖ケ浦市障がい者福祉基本計画 袖ケ浦市障がい福祉計画

袖ケ浦市障がい児福祉計画

福祉分野における関連計画

〇袖ケ浦市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

〇袖ケ浦市成年後見制度利用促進基本計画

〇袖ケ浦市重層的支援体制整備事業実施計画

その他の分野における関連計画

〇袖ケ浦市地域防災計画

〇袖ケ浦市子育て応援プラン など
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３ 計画の対象 

障害者基本法に規定する身体障がい、知的障がい、精神障がい（発達障がいを含む。）その他

の心身の機能の障がいがあり、継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にあ

る人を対象とします。 

また、高次脳機能障がい、難病、学習障害（ＬＤ）、注意欠陥多動性障害（ＡＤＨＤ）、高機能自閉

症（ＨＦＡ）などの人も含め、障害者手帳の有無にかかわらず「すべての障がいの状態にある人」を

支援します。 

なお、本文中に記載する「障がいのある人」とは、上記の状態にあるすべての人を対象としてい

ます。 

 

４ 計画の期間 

「障がい者福祉基本計画（第４期）」及び「障がい福祉計画（第７期）（障がい児福祉計

画（第３期）を包含する。）」の計画期間は以下のとおりとします。 

 

■計画の期間■ 

 ～令和５年度 
令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

障がい者福祉 

基本計画 

第３期 

（平成 30 年度から６年間） 

第４期 

（令和６年度から令和 11年度までの６年間） 

障がい福祉計画 第１期～第６期 第７期 第８期 

（障がい児福祉計画） 第１期・第２期 第３期 第４期 
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第２章 障がいのある人等の状況 

 

第１節 人口の推移 

１ 年齢３区分別人口の推移 

本市の令和５年４月１日現在の人口は65,777人で、年々微増しています。 

年齢階級別では、全ての年齢階級で微増しています。 

■年齢３区分別人口の推移■ 

■人数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）割合は小数点以下第２位を四捨五入しているため、合計が 100％を上下する場合がある。 

資料：住民基本台帳（各年４月１日現在） 

  

8,660 8,794 8,941 8,981 9,050 

38,155 38,533 38,684 38,722 38,975 

16,889 17,192 17,450 17,712 17,752 

63,704 64,519 65,075 65,415 65,777 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

平成31年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

高齢者人口

（65歳以上）

生産年齢人口

（15～64歳）

年少人口

（０～14歳）

（人）

13.6 13.6 13.7 13.7 13.8 

59.9 59.7 59.4 59.2 59.3 

26.5 26.6 26.8 27.1 27.0 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

平成31年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

高齢者人口

（65歳以上）

生産年齢人口

（15～64歳）

年少人口

（０～14歳）
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２ 年齢別人口の推移 

年齢３区分別人口を、18歳未満、18歳～39歳、40歳～64歳、65歳以上に分けてみると、

令和５年の18歳未満の割合が16.4％、18歳～39歳が23.7％、40歳～64歳が32.9％、65歳以

上が27.0％となっており、40歳～64歳の割合が増加しています。 

■年齢別人口の推移■ 

■人数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（注）割合は小数点以下第２位を四捨五入しているため、合計が 100％を上下する場合がある。 

資料：住民基本台帳（各年４月１日現在） 

  

10,449 10,564 10,618 10,699 10,755 

15,338 15,595 15,709 15,605 15,602 

21,028 21,168 21,298 21,399 21,668 

16,889 17,192 17,450 17,712 17,752 

63,704 64,519 65,075 65,415 65,777 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

平成31年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

65歳以上

40～64歳

18～39歳

18歳未満

（人）

16.4 16.4 16.3 16.4 16.4 

24.1 24.2 24.1 23.9 23.7 

33.0 32.8 32.7 32.7 32.9 

26.5 26.6 26.8 27.1 27.0 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

平成31年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

65歳以上

40～64歳

18～39歳

18歳未満
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第２節 障がいのある人等の状況 

１ 障害者手帳所持者数（全体）の推移 

障害者手帳所持者数は増加しており、平成31年は３種合計で2,743人でしたが、令和４年

に3,000人を超え、令和５年は3,090人となっています。 

３種それぞれの障害者手帳所持者数も年々増加しており、令和５年における手帳所持者

数の割合は、身体障害者手帳が62.7％と多くを占めているものの、精神障害者保健福祉手

帳は平成31年の12.8％から2.9ポイント増加し、15.7％となっています。 

■障害者手帳所持者数（全体）の推移（人数）■ 

■人数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）割合は小数点以下第２位を四捨五入しているため、合計が 100％を上下する場合がある。 

資料：障がい者支援課（各年３月 31 日現在）  

1,851 1,877 1,879 1,926 1,938 

541 573 598 634 667 

351 379 379 
444 485 

2,743 
2,829 2,856 

3,004 
3,090 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

平成31年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

精神障害者

保健福祉手帳

療育手帳

身体障害者

手帳

（人）

67.5 66.3 65.8 64.1 62.7 

19.7 20.3 20.9 21.1 21.6 

12.8 13.4 13.3 14.8 15.7 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

平成31年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

精神障害者

保健福祉手帳

療育手帳

身体障害者

手帳
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２ 身体障がいのある人の状況 

（１）身体障害者手帳所持者の年齢別、等級別の推移 

身体障害者手帳所持者数は増加しており、令和５年３月31日現在で1,938人となっていま

す。年齢別では、65歳以上の所持者数が増え、令和５年は1,396人で約７割を占めています。 

■身体障害者手帳所持者の年齢別の推移■ 

■人数                ■割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）割合は小数点以下第２位を四捨五入しているため、合計が 100％を上下する場合がある。 

資料：障がい者支援課（各年３月 31 日現在）  

等級別でみると、それぞれの等級の占める割合はほぼ一定で推移しており、重度（１・

２級）の人が約半数を占めています。   

■身体障害者手帳所持者の等級別の推移■ 

■人数                ■割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）割合は小数点以下第２位を四捨五入しているため、合計が 100％を上下する場合がある。 

資料：障がい者支援課（各年３月 31 日現在）  

41 41 42 39 39 
113 114 104 103 99 

392 390 386 405 404 

1,305 1,332 1,347 1,379 1,396 

0

500

1,000

1,500

2,000

平成31年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

（人）

2.2 2.2 2.2 2.0 2.0 6.1 6.1 5.5 5.3 5.1 

21.2 20.8 20.5 21.0 20.8 

70.5 71.0 71.7 71.6 72.0 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

平成31年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

65歳以上

40～64歳

18～39歳

18歳未満

1.851 1.877 1.879 1.926 1.938

923 927 921 945 941 

745 764 769 793 802 

183 186 189 
188 195 

1,851 1,877 1,879 
1,926 1,938 

0

500

1,000

1,500

2,000

平成31年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

（人）

49.9 49.4 49.0 49.1 48.6 

40.2 40.7 40.9 41.2 41.4 

9.9 9.9 10.1 9.8 10.1 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

平成31年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

軽度

（５・６級）

中度

（３・４級）

重度

（１・２級）
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（２）身体障がいのある人の障がい区分別の推移 

身体障害者手帳所持者の障がい区分別の推移をみると、「肢体不自由」が最も多く、約半

数を占めています。次いで「内部障がい」が多く、年々増加しています。 

■身体障害者手帳所持者の障がい区分別の推移■ 

■人数                ■割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）割合は小数点以下第２位を四捨五入しているため、合計が 100％を上下する場合がある。 

資料：障がい者支援課（各年３月 31 日現在） 

「内部障がい」について内訳をみると、「心臓」「腎機能」が多く、合わせて７割半ばを

占めています。 

■身体障害者手帳所持者のうち、内部障がいのある人の内訳の推移■ 

■人数                ■割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（注）割合は小数点以下第２位を四捨五入しているため、合計が 100％を上下する場合がある。 

資料：障がい者支援課（各年３月 31 日現在）  

303 304 298 315 318 

206 215 213 213 212 

30 33 31 33 33 
102 109 120 

127 133 13 
15 14 

13 15 654 
676 676 701 711 

0

100

200

300

400

500

600

700

800

平成31年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

46.3 45.0 44.1 44.9 44.7 

31.5 31.8 31.5 30.4 29.8 

4.6 4.9 4.6 4.7 4.6 

15.6 16.1 17.8 18.1 18.7 

2.0 2.2 2.1 1.9 2.1 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

平成31年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

小腸・

免疫・

肝臓

ぼうこう・

直腸

呼吸器

腎機能

心臓

（人）

103 104 105 106 113 
117 122 123 134 138 35 34 32 30 35 

942 941 943 955 941 

654 676 676 701 711 

1,851 1,877 1,879 
1,926 1,938 

0

500

1,000

1,500

2,000

平成31年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

5.6 5.5 5.6 5.5 5.8 

6.3 6.5 6.5 7.0 7.1 
1.9 1.8 1.7 1.6 1.8 

50.9 50.1 50.2 49.6 48.6 

35.3 36.0 36.0 36.4 36.7 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

平成31年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

内部障がい

肢体不自由

言語・音声・

そしゃく機能

障がい

聴覚・平衡機能

障がい

視覚障がい

（人）
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３ 知的障がいのある人の状況 

療育手帳所持者数は増加しており、平成31年は541人でしたが、令和４年に600人を超え、

令和５年は667人となっています。年齢別では、各区分とも微増していますが、18～39歳が

多く、次いで18歳未満が多くなっています。 

■療育手帳所持者の年齢別の推移■ 

■人数                ■割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）割合は小数点以下第２位を四捨五入しているため、合計が 100％を上下する場合がある。 

資料：障がい者支援課（各年３月 31 日現在） 

障がい程度別では、各区分とも横ばいから微増しており、特にＢの２判定が増加しています。 

■療育手帳所持者の障がい程度別の推移■ 

■人数                ■割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（注）割合は小数点以下第２位を四捨五入しているため、合計が 100％を上下する場合がある。 

資料：障がい者支援課（各年３月 31 日現在）  

143 151 161 169 182 

235 245 255 
275 

281 

130 
142 

145 
149 

158 
33 

35 
37 

41 
46 

541 
573 

598 
634 

667 

0
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700

平成31年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

（人）

26.4 26.4 26.9 26.7 27.3 

43.4 42.8 42.6 43.4 42.1 

24.0 24.8 24.2 23.5 23.7 

6.1 6.1 6.2 6.5 6.9 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

平成31年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

65歳以上

40～64歳

18～39歳

18歳未満

100 101 102 112 115 

115 120 120 
126 131 

140 151 156 
160 

172 

186 
201 

220 
236 

249 
541 

573 
598 

634 
667 

0
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400
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600

700

平成31年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

（人）

18.5 17.6 17.1 17.7 17.2 

21.3 20.9 20.1 19.9 19.6 

25.9 26.4 26.1 25.2 25.8 

34.4 35.1 36.8 37.2 37.3 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

平成31年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

軽度

（Ｂの２）

中度

（Ｂの１）

重度

（Ａの１・

Ａの２）

最重度

（Ⓐ・Ⓐの

１・Ⓐの

２）
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４ 精神障がいのある人の状況 

精神保健福祉手帳所持者数は大幅に増加しており、平成31年は351人でしたが、令和５年

に450人を超え、485人となっています。年齢別では、40～64歳が半数以上を占めているほ

か、18～39歳も増加しています。 

■精神障害者保健福祉手帳所持者の年齢別の推移■ 

■人数                ■割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）割合は小数点以下第２位を四捨五入しているため、合計が 100％を上下する場合がある。 

資料：千葉県精神保健福祉センター 精神保健福祉法第 45条手帳所持者の状況（各年３月 31 日現在） 

障がい等級別では、２級（中度）と３級（軽度）で年々増加しています。 

■精神障害者保健福祉手帳所持者の障がい等級別の推移■ 

■人数                ■割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（注）割合は小数点以下第２位を四捨五入しているため、合計が 100％を上下する場合がある。 

資料：千葉県精神保健福祉センター 精神保健福祉法第 45条手帳所持者の状況（各年３月 31 日現在） 

  

39 37 40 42 42 

211 232 239 
262 278 

101 
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140 
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379 379 
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平成31年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

（人）

11.1 9.8 10.6 9.5 8.7 

60.1 61.2 63.1 
59.0 57.3 

28.8 29.0 26.4 
31.5 34.0 
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55.8 53.8 55.4 57.7 55.3 
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18歳未満
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５ 難病等の特定疾患のある人の状況 

国の難病対策要綱によると、難病とは、①原因不明、治療方法未確立であり、かつ、後

遺症を残すおそれが少なくない疾病、②経過が慢性にわたり、単に経済的な問題のみなら

ず介護等に著しく人手を要するために家族の負担が重く、また、精神的にも負担の大きい

疾病と定められています。 

これまで、身体障害者手帳の取得が難しいケースが多く、必要な支援が受けられない

“制度の谷間”にあった難病の方も、平成25年４月から障害者総合支援法により、障害福

祉サービス、相談支援等の対象となりました。 

その後、平成26年５月に難病の患者に対する医療等に関する法律が成立し、平成27年１

月１日から施行されました。これに伴い、国が定めた基準に該当する338疾患（令和３年11

月１日以降）が指定難病とされ、従来の特定疾患医療費助成制度の対象疾病のうち、指定

難病に指定されたものは新制度に移行されています。 

令和３年度における指定難病医療費助成制度受給者数は433人となっています。 

■特定医療費（指定難病）受給者証所持者数の推移■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

資料：君津健康福祉センター 事業年報 
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６ サポートが必要な児童・生徒の状況 

（１）自立支援医療（育成医療）、小児慢性特定疾病医療費助成制度受給者の推移 

自立支援医療（育成医療）の受給者数は、令和３年度に増加しましたが、令和元年度か

ら減少傾向で推移しています。 

■自立支援医療（育成医療）受給者数の推移■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：障がい者支援課 

平成26年５月30日に児童福祉法の一部を改正する法律が公布され、平成27年１月１日よ

り児童福祉法に基づく小児慢性特定疾病医療支援制度が施行されました。この制度は、慢

性疾患にかかっていることにより、長期にわたり療養を必要とする児童等の健全な育成を

図るため、その治療方法の確立と普及を目的とした研究等に資する医療の給付等を行うも

のです。 

対象となる疾病は国が指定した16疾患群788疾病（令和３年11月現在）となっており、小

児慢性特定疾病医療費助成制度受給者数は、令和３年度で52人となっています。 

■小児慢性特定疾病医療費助成制度受給者数の推移■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：君津健康福祉センター 事業年報  
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（２）就学の状況 

令和５年５月１日現在、本市の小・中学校に設置されている特別支援学級は、44学級

（小学校30、中学校14）で、在籍している児童・生徒数は、小学校151人、中学校61人と

なっており、ここ５年間、児童・生徒数は増加傾向で推移しています。 

なお、市にある千葉県立槇の実特別支援学校の在籍者数も増加傾向で推移しています。 

■特別支援学級の学級数と児童・生徒数の推移■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：袖ケ浦市教育委員会（各年５月１日） 

■千葉県立槇の実特別支援学校の在籍者数（市在籍者のみ）■ 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

資料：袖ケ浦市教育委員会（各年５月１日） 
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７ 障害福祉サービス等の状況 

（１）障害福祉サービス等の利用者数 

18歳以上の障害福祉サービス等の利用者数については、令和４年までは各区分とも年々

増加していますが、令和５年の利用者の総数は483人となっており、精神障がいのある人と

難病のある人以外については令和４年に比べて減少しています。 

18歳未満の障害福祉サービス等の利用者数については、身体障がいのある子どもはほぼ

横ばいであるものの、知的障がいのある子どもについては増加傾向で推移しています。 

■障害福祉サービス等の利用者数の推移■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：障がい者支援課（各年 10 月１日現在）  
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（２）障害福祉サービス等の支給決定状況（障がい種別・障害支援区分別） 

障害福祉サービス等を利用する上で必要となる障害支援区分の推移について、障がい別、

障害支援区分別で比較すると、身体障がいのある人と知的障がいのある人の障害支援区分

は重くなっている傾向があります。 

また、精神障がいのある人の障害支援区分は軽い傾向があり、障害支援区分を必要とし

ないサービスを利用する傾向にあります。 

■障害福祉サービス等の支給決定状況（障がい種別・区分別）■ 

  区分１ 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６ 区分なし 

身体 

令 和 元 年 2 6 13 13 13 42 32 

令 和 ２ 年 2 6 10 13 13 40 34 

令 和 ３ 年 2 8 15 15 14 44 44 

令 和 ４ 年 1 9 13 16 17 44 42 

令 和 ５ 年 2 11 12 16 13 42 33 

知的 

令 和 元 年 4 25 26 43 48 44 163 

令 和 ２ 年 4 24 28 44 51 45 192 

令 和 ３ 年 5 26 41 45 54 50 254 

令 和 ４ 年 5 31 37 48 57 51 285 

令 和 ５ 年 5 28 32 47 47 52 292 

精神 

令 和 元 年 1 17 12 2 2 1 35 

令 和 ２ 年 2 15 10 5 2 0 49 

令 和 ３ 年 2 16 13 10 2 0 66 

令 和 ４ 年 2 17 15 8 3 1 72 

令 和 ５ 年 1 25 13 10 4 1 74 

難病 

令 和 元 年 0 0 1 0 0 0 3 

令 和 ２ 年 0 0 0 0 0 0 3 

令 和 ３ 年 0 0 1 0 0 0 1 

令 和 ４ 年 0 0 1 0 0 0 1 

令 和 ５ 年 0 0 1 0 0 0 1 

（注）「区分なし」には、区分が必要ではないサービスを利用している方を計上 

複数の障がいがある場合には、主たる障がいで計上 

資料：障がい者支援課（各年 10 月１日現在） 
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８ 障がいのある人等の推計 

（１）年齢別人口の推計 

令和５年10月１日現在の人口総数は65,926人で、令和８年度までほぼ横ばいで推移して

いくことが予想されています。 

■年齢別人口の推計■ 

■人数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）割合は小数点以下第２位を四捨五入しているため、合計が 100％を上下する場合がある。 

資料：令和５年：住民基本台帳（10 月１日現在） 

令和６年～令和８年：袖ケ浦市基本構想を参考に令和５年 10 月１日の人口等により算出した人口推計 
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（２）障がいのある人の推計 

障害福祉サービスの見込量推計の参考とするため、令和６年から令和８年までの袖ケ浦

市の各種障害者手帳所持者数（18歳以上・18歳未満別）を推計した結果、身体障害者手帳

所持者（18歳以上）で約20人（約１％）、療育手帳所持者（18歳以上）で約20人（約４％）、

精神障害者保健福祉手帳所持者（18歳以上）で40人（約８％）、18歳未満の障害者手帳所持

者で10人（約３％）の増加が見込まれます。 

 

■市の障害者手帳所持者数の推移と推計■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）推計の手法については、過去５年間の障害者手帳所持者数と障がい種別ごとの障がい者比率（総人

口に占める障がい者の比率）の実績や近年の伸び率を踏まえた上で、令和６年から令和８年の障が

い者比率を推計し、その比率に袖ケ浦市基本構想を参考に令和５年 10 月１日の人口等により算出

した推計人口を掛け合わせて算出したものです。なお、手帳をお持ちでない方の人数については、

統計データ等から正確な実態を把握することが困難なことから本推計には含めていません。 

資料：平成 31 年～令和５年：障がい者支援課（各年３月 31日現在） 
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第３節 アンケート調査結果の概要 

１ アンケート調査の実施概要 

アンケート調査結果については、「袖ケ浦市障がい者福祉基本計画（第３期）」策定時

（令和２年４月）に調査した内容と比較しつつ取りまとめており、主な結果について示し

ます。 

■調査の方法及び回収結果■ 

 障がい者・児 一般市民 難病患者 

調査 

対象者 

障害者手帳又は 

自立支援医療受給者証を 

お持ちの方 

市内在住の 18歳以上の方 
難病患者療養見舞金 

受給対象者 

調査方法 調査票による調査（郵送配布・郵送回収、督促なし） 

調査期間 令和４年 12月 令和５年８月 

回収結果 

配布数：3,500 

回収数：1,598 

回収率：45.7% 

配布数：500 

回収数：196 

  回収率：39.2% 

配布数：269 

回収数：143 

  回収率：53.2% 

 

■調査結果の見方■ 

①比率はすべて百分率（％）で表し、小数点以下第２位を四捨五入しています。このた

め、合計が 100％を上下する場合もあります。 

②基数となるべき実数は、“ｎ＝○○○”として掲載（number of case の略）し、各比率は

ｎを 100％として算出しています。 

③複数回答の項目（質問の終わりに【複数回答】とある問）については、１人の回答者が

２つ以上の回答を出してもよい問であり、その項目に対しての有効回答者の数を基数と

し、比率算出を行っています。このため、比率計が 100％を超えることがあります。 

④クロス集計表の表側（全体）の実数（人数）は、障がい種別や年齢等を無回答を含めた

数を表記しており、表側（分類層）の実数（人数）は、無回答を除いた数を表記してい

るため、各層の実数と集計対象総数が一致しないことがあります。なお、障がい者・児

調査の障がい種別については、重複を含む数を表記しています。 

⑤クロス集計表については、最も高い比率のものを網かけしています（無回答を除く。）。

ただし、回答者数が 30 件未満の場合、比率が上下しやすいため、傾向をみるにとどめる

ものとします。 

⑥図表中では、スペースの都合で選択肢名などを一部省略している場合があります。 
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２ 主な集計結果（障がい者・児及び一般市民調査） 

（１）障がい者・児調査における回答者、障がい等の状況について 

障がい者・児調査におけるアンケートの回答者については、全体では「本人」が63.1％

と、最も多くなっています。一方、障がい種別にみると、知的障がいでは「家族や介助者」

が46.7％で最も多くなっています。 

現在受けている医療ケアについては、「服薬管理」が多く、精神障がいのある人の主な病

名については、「躁うつ病・うつ病」と「統合失調症」が多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

  

■現在受けている医療ケア 

（障がい者・児調査）■ 
■精神障がいのある人の主な病名 

（障がい者・児調査）■ 

■回答者（障がい者・児調査）■ 

（人） 本人 本人の意見を
家族や介助者
などが回答

家族や介助者 無回答

全体 1,598 63.1 14.8 14.5 7.7

障がいの種類 身体 886 67.6 14.3 11.4 6.7

知的 259 25.1 23.2 46.7 5.0

精神 449 75.7 12.0 7.1 5.1

年齢 18歳未満 78 10.3 19.2 62.8 7.7

18〜39歳 232 57.8 15.1 24.1 3.0

40〜64歳 490 74.9 10.8 8.4 5.9

65歳以上 766 64.8 17.2 10.8 7.2

居住地区 昭和 339 60.5 18.6 14.2 6.8

長浦 635 66.3 12.8 15.7 5.2

根形 166 65.1 16.3 15.1 3.6

平岡 177 61.0 19.2 11.9 7.9

中川・富岡 140 61.4 15.7 14.3 8.6

服薬管理

透析

ストーマ用装具

カテーテル留置

吸引

胃ろう・腸ろう

吸入

気管切開

人工呼吸器

鼻腔経管栄養

中心静脈栄養

その他

どれも受けたことはない

無回答

n=1,598
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その他

無回答

n=350
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（２）養護者（介助者）について 

主な養護者（介助者）については、「夫または妻」が最も多く、次いで「母親」や「施設

職員やホームヘルパーなど」が続いています。 

また、主な養護者の年齢については、「65～74歳」が２割台半ばと最も多く、次いで「75

歳以上」となっています。令和２年度調査と比較すると、「65～74歳」、「75歳以上」が変わ

らず、全体の半分弱を占めていることから、養護者（介助者）の高齢化が進んでいること

がうかがえます。 

養護者が一時的に支援できない場合の対処方法については、「同居の他の家族・親族など

に頼む」や「別居の他の家族・親族などに頼む」が多くなっているものの、知的障がいで

は、「施設や病院などに一時的に依頼」が9.7％、「40～64歳」では、「自分で対応する」が

22.3％となっています。精神障がいでは「どのようにしてよいかわからない」が16.4％と

他の障がいに比べて多くなっており、緊急時の支援の必要性が高いことがわかります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■主な養護者（介助者）（障がい者・児調査）■ ■主な養護者の年齢（障がい者・児調査）■ 

■養護者が一時的に支援できない場合の対処方法（障がい者・児調査）■ 

（人） 同居の他の家
族・親族など
に頼む

別居の他の家
族・親族など
に頼む

近所・知人・
ボランティア
などに頼む

ホームヘル
パーに依頼

施設や病院な
どに一時的に
依頼

自分で対応す
る

どのようにし
てよいかわか
らない

その他 無回答

全体 846         33.8 22.9 0.7 2.1 8.7 13.6 9.8 1.8 6.5

障がいの種類 身体 496         29.0 26.2 0.8 2.8 10.7 14.3 7.1 1.8 7.3

知的 144         66.0 7.6 0.7 0.7 9.7 2.1 8.3 2.1 2.8

精神 201         25.9 22.9 1.0 1.5 6.0 19.4 16.4 1.0 6.0

年齢 18歳未満 65          64.6 12.3 0.0 0.0 4.6 1.5 10.8 3.1 3.1

18〜39歳 126         52.4 11.9 0.0 0.8 8.7 9.5 12.7 0.8 3.2

40〜64歳 206         33.0 19.4 1.0 2.4 4.4 22.3 11.2 1.5 4.9

65歳以上 435         25.1 29.4 0.9 2.8 11.0 12.4 7.8 1.8 8.7

※成年年齢引下げにより、一部年齢区分を変更している。 

0.5 

1.4 

5.2 

13.0 

19.7 

9.2 

25.2 

23.2 

2.6 

0.3 

1.8 

5.5 

13.2 

19.0 

9.3 

26.2 

21.0 

3.6 

0 10 20 30 40

18歳未満

（20歳未満）

18～29歳

（20～29歳）

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～64歳

65～74歳

75歳以上

無回答

令和４年度調査

（n=846）

令和２年度調査

（n=1,050）

（％）

夫または妻

母親

施設職員やホームヘルパーなど

娘（配偶者あり）

父親

兄弟姉妹

息子（配偶者あり）

息子（配偶者なし）

娘（配偶者なし）

その他

息子の妻（嫁）

友人・仲間

その他の親族

娘の夫（婿）

近所の人・知人

ボランティア

主な養護者はいない

養護や介助を受ける必要がない

無回答

n=1,598

22.2 

14.2 

9.9 

3.5 

2.9 

2.6 

2.4 

2.2 

1.8 

0.9 

0.8 

0.6 

0.4 

0.1 

0.1 

0.1 

6.9 

15.2 

13.3 

0 10 20 30

(％)
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（３）今後の進路について 

日常生活の状況については、全体では「主に家にいる（働いてはいない）」が最も多く、

次いで「働いている」となっています。また、知的障がいでは、「福祉作業所やデイケアな

どに通っている」が多くなっています。 

今後の進路についての考えは「進学したい」が最も多く、次いで「福祉施設や作業所に

通いたい」が多くなっています。令和２年度調査と比較すると、「障がいのある人の雇用が

多い事業所で働きたい」で大幅に回答が減り、「福祉施設や作業所に通いたい」で増加して

います。 

障がいのある人が働くために必要な支援としては、「職場の上司や同僚に障害の理解があ

ること」が最も多く、次いで「通勤手段の確保」となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■日中の過ごし方（障がい者・児調査）■ 

 

■今後の進路についての考え（障がい者・児調査）■ 

■就業支援として必要なこと（障がい者・児調査）■ 

 

35.9 

5.1 

17.9 

5.1 

9.0 

6.4 

7.7 

2.6 

9.0 

1.3 

35.5 

2.6 

13.2 

2.6 

7.9 

14.5 

7.9 

5.3 

7.9 

2.6 

0 10 20 30 40

進学したい

自宅でできる仕事したい

福祉施設や作業所に通いたい

福祉施設に入所したい

指導員などのついている事業所で働きたい

障がいのある人の雇用が多い事業所で働きたい

一般の会社や役所で働きたい

専門学校や職業訓練などに通いたい

その他

無回答

令和４年度調査（n=78）

令和２年度調査（n=76）

（％）

（人） 働いている 小・中学校に
通っている

特別支援学
校・盲学校・
ろう学校に
通っている

高等学校に
通っている

大学・専門学
校に通ってい
る

主に家にいる
（働いてはい
ない）

保育所・幼稚
園に通ってい
る

障がい児通所
施設に通って
いる

全体 1,598 21.8 1.1 2.8 0.6 0.4 41.9 0.3 1.1

障がいの種類 身体 886         19.5 0.1 0.9 0.1 0.0 50.0 0.1 0.5

知的 259         18.1 5.4 15.4 0.8 0.0 6.9 1.5 4.2

精神 449         28.7 0.2 0.0 1.3 1.1 45.7 0.0 0.7

（人） 福祉作業所や
デイケアなど
に通っている

作業や訓練の
ため、福祉施
設に通ってい
る

福祉施設に入
所している

病院に入院し
ている

年齢が低いた
め、家で過ご
している

その他 無回答

全体 1,598 6.3 2.2 4.9 1.1 1.2 5.3 9.1

障がいの種類 身体 886         3.2 0.5 3.4 1.4 1.6 7.0 11.9

知的 259         19.7 7.3 14.7 0.4 0.8 3.5 1.2

精神 449         7.3 2.2 3.3 0.9 0.2 4.2 4.0

職場の上司や同僚に障害の理解があること

通勤手段の確保

短時間勤務や勤務日数等の配慮

就労後のフォローなど職場と支援機関の連携

職場で介助や援助等が受けられること

仕事についての職場外の相談対応、支援

職場でのバリアフリー等の配慮

在宅勤務の拡充

企業ニーズに合った就労訓練

その他

特にない

無回答

n=1,598

45.3 
32.9 

31.4 

24.0 

22.8 

20.5 

18.9 

17.9 

15.2 

4.8 

15.8 

20.9 

0 10 20 30 40 50

(％)
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（４）外出の際に困ることについて 

外出の頻度については、全体では「ほぼ毎日」が３割半ばと最も多く、次いで「週３～

４回」となっています。 

外出の際に困ることについては、「困ることはない」が最も多く、「休憩できるベンチが

少ない」、「道路などに段差がある」、「障がいのある人の専用駐車場が少ない」などのバリ

アフリーに関することが多くなっています。 

外出の際の介助については、全体では「必要ない」が最も多くなっているものの、知的

障がい及び18歳未満では、「いつも必要」が最も多くなっており、知的障がい及び障がい児

の方に対する外出支援サービスの拡充が望まれています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■外出の頻度（障がい者・児調査）■ 

 

■外出の際に困ること（障がい者・児調査）■ 

 

■外出の際の介助について（障がい者・児調査）■ 

 

（人） ほぼ毎日 週３～４回 週１～２回 月１～３回 年に数回 その他 外出していな
い

無回答

全体 1,598 35.7 22.6 18.9 10.3 3.1 1.2 5.1 3.1

障がいの種類 身体 886         31.6 25.6 18.4 10.4 3.6 1.2 5.9 3.3

知的 259         45.2 12.7 14.3 16.6 4.2 1.9 3.5 1.5

精神 449         36.5 23.8 22.7 8.7 2.4 0.9 3.3 1.6

（人） いつも必要 行く所によっ
ては必要

必要ない 無回答

全体 1,467 22.9 25.5 41.0 10.6

障がいの種類 身体 805         22.7 26.1 41.6 9.6

知的 246         50.4 22.8 17.9 8.9

精神 427         12.2 24.6 52.0 11.2

年齢 18歳未満 75          61.3 14.7 14.7 9.3

18〜39歳 224         25.4 30.4 37.9 6.3

40〜64歳 467         13.3 24.4 50.7 11.6

65歳以上 679         24.0 25.8 38.9 11.3

休憩できるベンチなどが少ない

道路などに段差がある

障がいのある人の専用駐車場が少ない

交通費などがかかる

利用できるトイレ（多目的トイレなど）が少ない

階段の上り下りが難しい（エレベーター設備が少ない）

歩道がせまい

人とのコミュニケーションがとりにくい

人目が気になる

手すりなどがない

交通機関の利用（乗り降り）が難しい

買い物や食事をするのが難しい

公共施設などの障がいのある人用のスペースが少ない

信号がはやくかわるので、渡れない

いっしょに行く仲間がいないので不安

困ったときに周りの人が助けてくれない

標識や案内表示がわかりにくい

外出の介助者がいない

公共施設などの常備の車椅子の台数が少ない

道路に放置自転車などの障害物が多い

視覚障がい者用信号機が少ない

点字ブロックが不十分

困ることはない

その他

無回答

n=1,467

19.4 

18.3 

16.0 

14.3 
14.0 

12.6 
12.3 

11.7 
9.5 
9.3 

8.3 

6.7 

6.3 
5.7 

4.5 
4.2 

3.2 
3.2 

2.6 

2.5 

1.4 

1.0 

28.6 
5.3 

8.6 

0 10 20 30

(％)
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（５）災害時について 

災害時に一人で避難できるかについては、「できる」が最も多くなっているものの、知的

障がいでは「できない」と回答された方が６割弱となっています。 

災害時に困ることについては、全体では「トイレや入浴設備」が最も多く、次いで「水

や食事の確保」、「寝る場所の確保」と続いています。 

災害時要援護者登録制度を知っているかについては、「知らない」が８割弱を占め、

「知っているが登録していない」が１割台となっており、令和２年度調査と比較すると

「知らない」と回答された方が若干増えたことから、今後も制度についての周知活動を促

進させる必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■災害時に一人で避難できるか（障がい者・児調査）■ 

■災害時に困ること（障がい者・児調査）■ 

 

■災害時要援護者登録制度を知っているか（障がい者・児調査）■ 

3.5

3.7

79.3

76.8

12.5

12.9

2.8

6.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和４年度調査

（n=1,598）

令和２年度調査

（n=1,716）

知っていて登録している 知らない 知っているが登録していない 無回答

（人） できる できない わからない 無回答

全体 1,598 43.5 32.7 21.0 2.9

障がいの種類 身体 886         43.9 34.5 19.5 2.0

知的 259         20.8 59.5 18.5 1.2

精神 449         54.8 16.9 26.1 2.2

A
（人） 自分だけでは

動けない
頼れる人がそ
ばにいない

避難する場所
がわからない

避難場所まで
の行き方がわ
からない

避難場所まで
の移動手段の
確保

避難先での薬
や医療体制

家族との連絡
方法

水や食事の確
保

全体 1,598 35.8 15.5 14.5 9.7 25.3 44.3 26.8 54.1

障がいの種類 身体 886         37.1 14.0 10.5 5.8 28.8 45.0 21.2 55.1

知的 259         61.4 15.4 23.2 20.8 25.1 36.3 39.0 47.1

精神 449         21.6 19.8 16.5 11.1 18.9 51.0 29.4 59.2

年齢 18歳未満 78          76.9 20.5 28.2 24.4 29.5 38.5 51.3 56.4

18〜39歳 232         38.4 16.8 17.2 14.7 24.6 47.4 36.2 55.6

40〜64歳 490         25.7 18.8 16.1 10.6 21.6 46.9 28.4 55.3

65歳以上 766         37.3 12.9 11.1 6.0 27.5 42.8 21.4 53.7

（人） 寝る場所の確
保

トイレや入浴
設備

詳細な情報の
入手

周囲の人との
コミュニケー
ション

援助や配慮を
必要としてい
ることを周囲
に知らせにく
い

その他 特に不安はな
い

無回答

全体 1,598 52.4 57.2 25.0 23.5 20.4 5.3 7.5 3.6

障がいの種類 身体 886         53.2 60.3 22.5 13.9 15.1 4.0 8.0 2.6

知的 259         49.4 52.5 22.8 42.5 38.6 5.8 7.3 1.5

精神 449         55.5 56.6 32.3 31.6 23.6 8.0 6.7 2.7

年齢 18歳未満 78          53.8 55.1 24.4 50.0 47.4 5.1 0.0 1.3

18〜39歳 232         50.9 55.2 31.9 41.8 37.9 6.5 8.2 0.9

40〜64歳 490         53.7 60.2 27.8 26.5 20.0 6.9 7.3 2.4

65歳以上 766         52.7 56.5 21.5 13.3 12.9 3.9 8.5 4.0
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（６）情報の取得について 

福祉に関する情報の取得については、「テレビ（一般放送）」が最も多く、次いで「家

族・友人」、「市の広報やガイドなど」となっています。 

また、インターネット使用時に使う機器は、全体では「携帯電話・スマートフォン」が

最も多くなっています。知的障がいや65歳以上で「使用（利用）していない」が最も多い

ことから、今後はインターネットを通しての情報発信を進めながら、様々な年代、障がい

特性にも配慮した情報の伝達方法についても検討していく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■福祉に関する情報の取得について（障がい者・児調査）■ 

 

■インターネット使用時に使う機器（障がい者・児調査）■ 

 （人） 携帯電話・ス
マートフォン

パソコン タブレット端
末

その他 使用（利用）
していない

無回答

全体 1,598 50.3 20.2 11.6 0.9 35.7 7.9

障がいの種類 身体 886         46.5 21.0 9.3 0.9 39.6 8.4

知的 259         38.2 9.3 16.6 0.8 49.0 2.7

精神 449         66.6 24.7 13.4 0.9 23.8 5.8

年齢 18歳未満 78          64.1 16.7 38.5 1.3 16.7 1.3

18〜39歳 232         70.3 31.9 19.0 1.3 19.8 0.4

40〜64歳 490         65.5 25.1 14.1 0.6 26.9 4.1

65歳以上 766         34.7 14.4 5.4 0.9 48.0 11.7

テレビ（一般放送）

家族・友人

市の広報やガイドなど

インターネット（ＳＮＳ・動画サイト含む）

新聞

病院などの医療機関

ラジオ

県の広報

福祉施設

相談支援事業所

雑誌

福祉作業所やデイケアなど

職場

社会福祉協議会

学校

えがお袖ケ浦（袖ケ浦市相談支援事業所）

地域の相談支援事業所

障がい者団体など

手話放送、字幕放送

録音、点字出版物

その他

特に情報を得ていない

無回答

n=1,598

39.4 
30.6 

30.1 
20.7 

20.0 
13.2 

8.9 
8.2 

6.4 
5.0 

4.4 
3.9 

3.4 
3.2 
2.7 

1.4 
1.1 

1.1 
0.9 

0.1 
1.8 

24.2 
4.6 

0 10 20 30 40 50

(％)
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（７）日常生活上の困り事、不安について 

日常生活上の相談で困ることについては、「特に困ったことはない」が最も多いものの、

精神障がいでは、他の障害に比べ「相談しても満足のいく回答が得られない」や「どこ

（誰）に相談していいかわからない」、「相談できる人がいない」といった回答が多くなっ

ています。 

今後の生活の不安については、全体では「身体のこと」が最も多いものの、知的障がい

では「親などがいなくなってからのこと」、精神障がいでは「老後のこと」が最も多くなっ

ていることから、個別のケースや状況にあわせた支援を行うためのきめ細やかな相談体制

が必要となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■日常生活上の相談で困ること（障がい者・児調査）■ 

 

■今後の生活の不安（障がい者・児調査）■ 

（人） 相談できる人
がいない

相談できると
ころがない

夜間や休日な
どに相談する
ところがない

どこ（誰）に
相談していい
かわからない

相談しても満
足のいく回答
が得られない

プライバシー
保護に不安が
ある

その他 特に困ったこ
とはない

無回答

全体 1,598 7.9 5.4 4.1 12.3 12.7 8.3 3.6 52.8 12.8

障がいの種類 身体 886         5.5 4.3 3.4 9.7 10.0 7.8 2.7 56.3 13.5

知的 259         7.3 6.2 3.5 15.1 12.0 4.6 5.4 51.7 11.6

精神 449         12.2 8.0 6.0 16.0 19.6 12.0 3.8 48.6 8.5

（人） 身体のこと 住宅・生活の
場所のこと

生活費のこと 介助者のこと 仕事のこと 学校生活・進
路のこと

日常の生活の
こと

全体 1,598 50.6 15.8 32.8 14.2 17.6 3.9 23.7

障がいの種類 身体 886         61.5 10.8 26.0 16.6 9.6 1.0 21.6

知的 259         24.7 20.1 25.5 13.5 22.4 15.8 26.3

精神 449         42.8 24.7 50.8 10.9 32.1 2.2 27.8

年齢 18歳未満 78          28.2 24.4 25.6 24.4 35.9 56.4 37.2

18〜39歳 232         32.8 22.8 40.9 10.8 40.1 5.2 32.3

40〜64歳 490         49.2 26.3 47.8 12.4 28.6 1.2 25.9

65歳以上 766         59.3 6.4 22.2 15.1 2.5 0.0 18.4

（人） 結婚や育児の
こと

老後のこと 親などがいな
くなってから
のこと

その他 特にない 無回答

全体 1,598 4.9 39.4 22.1 3.8 13.6 5.9

障がいの種類 身体 886         1.7 37.1 9.8 2.7 13.9 5.9

知的 259         5.4 24.7 49.8 4.6 20.5 5.0

精神 449         11.1 51.7 34.1 5.1 9.4 4.0

年齢 18歳未満 78          9.0 20.5 66.7 3.8 9.0 2.6

18〜39歳 232         15.9 33.2 56.5 6.5 12.1 2.2

40〜64歳 490         6.5 54.1 30.2 5.3 12.9 3.1

65歳以上 766         0.3 34.5 2.5 2.1 15.3 8.1
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（８）成年後見制度について 

成年後見制度を知っているかについては、「全く知らなかった」が４割半ばとなっており、

「目的や内容についても理解している」、「知っていたが目的や内容は知らなかった」がそ

れぞれ２割半ばとなっています。令和２年度調査と比較すると「全く知らなかった」が増

えていることから、今後も成年後見制度についての周知活動を続けていく必要があります。 

一方、一般調査では、「目的や内容についても理解している」、「知っていたが目的や内容

は知らなかった」を合わせると８割となっており、認知度が高くなっていることがわかり

ます。 

成年後見制度の利用状況については、全体では「わからない」が最も多く、次いで「利

用しておらず、今後も利用したいと思わない」、「利用していないが、今後利用したい」と

続いています。今後の利用については、知的障がいで利用希望が多く、年代別では18歳未

満が最も多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■成年後見制度を知っているか（障がい者・児調査）■ 

■成年後見制度を利用しているか（障がい者・児調査）■ 

 

25.2

27.7

23.8

23.1

44.7

40.8

6.2

8.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和４年度調査

（n=1,598）

令和２年度調査

（n=1,716）

目的や内容についても理解している 知っていたが目的や内容は知らなかった

全く知らなかった 無回答

■成年後見制度を知っているか（一般調査）■ 

 

46.4

42.3

34.2

24.7

17.9

29.5

1.5

3.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和４年度調査

（n=196）

令和２年度調査

（n=227）

目的や内容についても理解している 知っていたが目的や内容は知らなかった

全く知らなかった 無回答

（人） 後見を利用し
ている

保佐を利用し
ている

補助を利用し
ている

利用していな
いが、今後利
用したい

利用しておら
ず、今後も利
用したいと思
わない

わからない 無回答

全体 1,598 2.6 0.4 0.1 15.3 32.7 41.1 7.8

障がいの種類 身体 886         1.2 0.1 0.0 13.5 35.9 40.6 8.6

知的 259         8.5 1.9 0.0 27.4 14.3 44.4 3.5

精神 449         2.2 0.7 0.2 14.5 35.2 42.5 4.7

年齢 18歳未満 78          0.0 0.0 0.0 41.0 12.8 43.6 2.6

18〜39歳 232         2.6 0.4 0.0 19.0 33.2 43.1 1.7

40〜64歳 490         2.7 1.2 0.0 16.5 28.6 46.3 4.7

65歳以上 766         2.7 0.0 0.1 11.1 37.7 37.3 11.0
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（９）障がい者に対する差別の解消について 

障害者差別解消法の認知状況については、「全く知らなかった」が５割半ばと最も多く、

「知っていたが目的や内容は知らなかった」が２割台、「目的や内容についても理解してい

る」が１割台となっています。令和２年度調査と比較すると「全く知らなかった」が増え

ており、一般調査においても「全く知らなかった」が最も多いことから、今後も障害者差

別解消法について周知が必要であることが伺えます。 

障害者差別解消法推進のために必要なことについては、「気軽に相談できる場所づくり」

と「積極的にＰＲするといいと思う」が共に多くなっており、差別を受けた当事者が相談

できる場所の周知と、障がいの有無に関わらず多くの人に法律とその趣旨を認知してもら

う施策が重要です。 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

10.8 

11.2 

22.1 

22.6 

56.0 

54.6 

11.1 

11.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和４年度調査

（n=1,598）

令和２年度調査

（n=1,716）

目的や内容についても理解している 知っていたが目的や内容は知らなかった

全く知らなかった 無回答

■障害者差別解消法を知っているか（障がい者・児調査）■ 

 

■障害者差別解消法推進のために必要なこと（障がい者・児調査）■ 

 

■障害者差別解消法を知っているか（一般調査）■ 

 

12.2 

11.5 

26.0 

31.3 

61.7 

46.3 

0.0 

11.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和４年度調査

（n=196）

令和２年度調査

（n=227）

目的や内容についても理解している 知っていたが目的や内容は知らなかった

全く知らなかった 無回答

（人） 積極的にＰ
Ｒするとい
いと思う

気軽に相談
できる場所
づくり

差別を見た
人が注意で
きる環境づ
くり

行政や事業
者が具体的
なルールづ
くり

双方の間に
立ち話に加
わってくれ
る人材

その他 わからない 無回答

全体 1,598 36.8 37.0 23.3 19.0 20.8 2.7 26.0 13.3

障がいの種類 身体 886       37.5 33.6 21.0 17.2 17.4 2.3 25.4 15.2

知的 259       34.4 35.1 26.6 19.7 22.0 2.3 34.0 7.3

精神 449       40.5 47.0 27.2 23.6 25.6 3.6 23.2 8.9

年齢 18歳未満 78        48.7 46.2 35.9 30.8 28.2 3.8 24.4 2.6

18〜39歳 232       37.9 49.1 27.2 22.8 30.6 4.7 22.4 4.3

40〜64歳 490       42.7 40.8 26.7 24.3 23.7 3.7 26.3 8.0

65歳以上 766       32.4 30.7 19.1 14.0 15.3 1.4 27.4 19.6
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（10）虐待防止について 

障害者虐待防止法の認知状況については、「全く知らなかった」が５割台と最も多く、

「知っていたが目的や内容は知らなかった」が２割台、「目的や内容についても理解してい

る」が１割台となっています。令和２年度調査と比較すると「全く知らなかった」が増え

ており、一般調査においても令和２年度調査に比べて「全く知らなかった」が微増してい

ることから、今後も障害者虐待防止法についての広報活動を進める必要があります。 

虐待をなくすためにすべきことについては、全体では「養護者が休息や息抜きできる機

会」が最も多く、「養護者の不安や不満の相談窓口」、「養護者の苦労などを気軽に話せる場」

と続いています。今後は、一時預かりやショートステイなどを活用することや、養護者に

対する相談支援などのレスパイトケアを促進し、虐待に至る前に必要な支援が届くような

体制を整える必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

  

13.5 

13.9 

23.7 

24.8 

52.1 

50.1 

10.8 

11.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和４年度調査

（n=1,598）

令和２年度調査

（n=1,716）

目的や内容についても理解している 知っていたが目的や内容は知らなかった

全く知らなかった 無回答

■障害者虐待防止法を知っているか（障がい者・児調査）■ 

 

■虐待をなくすためにすべきこと（障がい者・児調査）■ 

 

■障害者虐待防止法を知っているか（一般調査）■ 

 

18.4 

17.2 

30.6 

33.0 

48.5 

47.1 

2.6 

2.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和４年度調査

（n=196）

令和２年度調査

（n=227）

目的や内容についても理解している 知っていたが目的や内容は知らなかった

全く知らなかった 無回答

（人） 近隣や親せきな
ど周囲の人の見
守り

地域の役員や
民生委員など
の見守り

養護者の不安や
不満の相談窓口

養護者の苦労な
どを気軽に話せ
る場

養護者が休息
や息抜きでき
る機会

その他 無回答

全体 1,598 37.0 31.9 43.5 39.5 46.6 7.3 20.5

障がいの種類 身体 886         40.2 31.8 40.5 36.1 43.0 5.5 22.7

知的 259         32.0 26.6 44.0 44.4 50.2 14.3 16.6

精神 449         36.3 37.2 52.8 47.0 57.0 7.1 15.4

年齢 18歳未満 78          35.9 33.3 51.3 56.4 73.1 12.8 9.0

18〜39歳 232         39.2 35.3 56.0 53.4 59.9 8.6 7.3

40〜64歳 490         38.2 34.7 48.4 43.3 50.0 10.6 14.9

65歳以上 766         36.4 29.4 36.3 31.9 38.9 4.3 28.5
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（11）安心して、その人らしい生活をおくれるまちづくりについて 

障がいのある人にとって現在の地域社会が暮らしやすいものであると思うかについては、

「暮らしやすいとは思わない」が５割弱を占めており、「暮らしやすいと思う」は３割台と

なっています。 

暮らしやすいとは思わない理由については、「無意識のうちに避ける気持ち」が最も多く、

次いで「人権擁護の精神が社会的に育っていない」や「軽んじる風潮がある」が続いてい

ます。令和２年度調査と比較すると「無意識のうちに避ける気持ち」、「人権擁護の精神が

社会的に育っていない」や「軽んじる風潮がある」の割合が増えていることから、学校で

の福祉教育を促進するなど、地域全体で助け合いの精神を醸成していくことが必要です。 

 

■障がいのある人の暮らしやすさ（障がい者・児調査）■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

■暮らしやすいとは思わない理由（障がい者・児調査）■ 

 

 

 

  

49.7

30.7

19.6

48.0 

36.5 

15.4 

0 10 20 30 40 50 60

暮らしやすいとは思わない

暮らしやすいと思う

無回答

令和４年度調査

（n=1,598）

令和２年度調査

（n=1,716）

（％）

46.5

44.1

34.8

31.6

53.1

10.5

8.7

1.9

39.6 

39.9 

32.4 

27.3 

50.5 

7.8 

11.8 

2.1 

0 10 20 30 40 50 60

人権擁護の精神が社会的に育っていない

軽んじる風潮がある

幼い頃からふれあう場が無い

配慮した施設がない

無意識のうちに避ける気持ち

その他

わからない

無回答

令和４年度調査

（n=794）

令和２年度調査

（n=824）

（％）
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今後、障がいのある人のために充実して欲しいことについては、令和４年度では「サー

ビス利用手続きの簡素化・スピード化」が最も多く、一方、令和２年度調査では「さまざ

まな情報提供の充実」が最も多くなっています。「経済的な援助の充実」や「移動手段の充

実」が令和２年度調査と比べて増えていることから、コロナや物価高による生活への影響

や免許返納、高齢化に伴う買い物難民の問題など、様々な社会の変化を注視しながら施策

を検討していく必要があります。 
 

   

 

 

 

  

■障がいのある人のために充実して欲しいこと（障がい者・児調査）■ 

26.8 

25.0 

8.6 

30.6 

14.7 

20.2 

16.3 

17.5 

25.4 

10.2 

18.2 

22.6 

20.9 

11.3 

27.4 

19.6 

7.9 

10.4 

9.8 

21.8 

2.0 

8.6 

23.3 

31.9 

24.8 

8.9 

28.8 

14.7 

20.7 

15.9 

17.9 

23.5 

9.5 

17.8 

24.2 

19.8 

12.6 

26.7 

19.1 

7.9 

10.6 

11.6 

22.8 

1.9 

9.4 

19.9 

0 10 20 30 40

さまざまな情報提供の充実

相談機能の充実

権利擁護、財産管理の充実

サービス利用手続きの簡素化・スピード化

在宅福祉サービスの充実

入所施設の充実

通所施設の充実

保健医療サービスの充実

移動手段の充実

障がいのある人のための教育の充実

障がいのある人向けの住宅の整備、住宅改造のための支援

道路、建物、施設などのバリアフリー化が進んだまちづくり

働く機会の充実

社会参加、地域参加への支援

経済的な援助の充実

障がいのある人に対する理解を深める福祉教育や広報活動の充実

地域で社会活動の拠点となる施設の整備

ボランティアの育成や活動への支援

民間企業、社会福祉法人、ＮＰＯ法人などによる福祉活動への協力

災害時における障がいのある人の避難誘導体制の確立と訓練実施

その他

特にない

無回答

令和４年度調査

（n=1,598）

令和２年度調査

（n=1,716）

（％）
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３ 主な集計結果（難病患者調査） 

（１）難病患者調査における回答者、難病等の状況について 

難病患者調査におけるアンケートの回答者については、全体では「本人」が76.2％と、

最も多くなっています。 

年齢別でみると、「65歳以上」が46.9％と最も多く、次いで「40～64歳」が39.2％となっ

ています。 

地区別では、「長浦」が34.9％と最も多く、次いで「昭和」が21.0％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■回答者（難病患者調査）■ 

■回答者の年齢（難病患者調査）■ 

■お住まいの地区（難病患者調査）■ 

76.2 13.3 4.9 5.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和５年度調査

（n=143）

本人が答える
本人の意見を聞いて家族や介助者などが答える
本人の意見を確認することが難しいので、家族や介助者などが答える
無回答

4.9 9.1 39.2 46.9 0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和５年度調査

（n=143）

18歳未満 18～39歳 40～64歳 65歳以上 無回答

21.0 34.9 11.2 12.6 7.7 12.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和５年度調査

（n=143）

昭和 長浦 根形 平岡 中川・富岡 無回答



 

35 

現在受けている医療的ケアについては、「服薬管理」が多く、主な症状については、「痛

み」が31.5％と最も多く、次いで「倦怠感」が30.8％、「身体に力が入らない」が28.7％と

なっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■現在受けている医療的ケア（難病患者調査）■ 

■主な症状（難病患者調査）■ 

服薬管理

カテーテル留置

透析

気管切開

吸入

胃ろう・腸ろう

中心静脈栄養（ＩＶＨ）

人工呼吸器（レスピレーター）

吸引

鼻腔経管栄養

ストーマ用装具（人工肛門・人工膀胱）

その他

どれも受けたことはない

無回答

n=143

44.8 
2.1 
1.4 
0.7 
0.7 
0.7 
0.7 
-
-
-
-

11.2 
34.3 

-

0 10 20 30 40 50 60

(％)

痛み

倦怠感

身体に力が入らない

体重の変化

むくみ

関節が動かない

発熱

目が見えにくい

呼吸が苦しい

上手に話せない

めまい

吐き気

心臓が苦しい

うまく飲んだり食べたりできない

かゆみ

排尿ができない

耳が聞こえにくい

排便ができない

その他

特にない

n=143

31.5 
30.8 

28.7 
13.3 
13.3 
13.3 

10.5 
10.5 
9.8 

7.7 
4.9 

3.5 
3.5 
3.5 
2.8 
2.8 
2.1 
1.4 

30.1 
7.7 

0 10 20 30 40

(％)
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（２）外出の際に困ることについて 

外出の頻度については、全体では「ほぼ毎日」が４割半ばと最も多く、次いで「週１～

２回」となっています。 

外出の際に困ることについては、「困ることはない」が最も多く、次いで「休憩できるベ

ンチなどが少ない」、「階段の上り下りが難しい（エレベーター設備が少ない）」、「道路など

に段差がある」などのバリアフリーに関する回答が多くなっています。 

また、外出の際の介助については、「いつも必要」と「行く所によっては必要」を合わせ

た「必要である」で４割弱の回答があることから、今後も外出時における移動支援の充実

を図るとともに、市内の公共施設や道路等におけるバリアフリー化を推進し、難病患者に

とっても移動や活動が容易なまちづくりが求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■外出の頻度（難病患者調査）■ ■外出の際に困ること（難病患者調査）■ 

■外出の際の介助について（難病患者調査）■ 

ほぼ毎日

週３～４回

週１～２回

月１～３回

年に数回

その他

外出していない

無回答

n=143

44.7 

18.9 

26.6 

4.9 

1.4 

-

3.5 

-

0 10 20 30 40 50 60

(％)

14.5 22.5 57.2 5.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和５年度調査

（n=138）

いつも必要 行く所によっては必要 必要ない 無回答

休憩できるベンチなどが少ない

階段の上り下りが難しい（エレベーター設備が少ない）

道路などに段差がある

交通費などがかかる

手すりなどがない

障がいのある人の専用駐車場が少ない

利用できるトイレ（多目的トイレなど）が少ない

歩道がせまい

交通機関の利用（乗り降り）が難しい

信号がはやくかわるので、渡れない

公共施設などの障がいのある人用のスペースが少ない

買い物や食事をするのが難しい

人とのコミュニケーションがとりにくい

公共施設などの常備の車椅子の台数が少ない

標識や案内表示がわかりにくい

視覚障がい者用信号機が少ない

外出の介助者がいない

いっしょに行く仲間がいないので不安

道路に放置自転車などの障害物が多い

点字ブロックが不十分

困ったときに周りの人が助けてくれない

人目が気になる

困ることはない

その他

無回答

n=138

15.9 

15.2 

14.5 

13.8 
13.0 

11.6 
9.4 
8.7 
8.0 

6.5 

6.5 

5.8 

3.6 
3.6 
2.9 
2.9 
2.2 
2.2 
1.4 

1.4 

1.4 

1.4 
42.0 

2.9 
-

0 10 20 30 40 50

(％)
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（３）日常生活上の困り事、不安について 

日常生活上の相談で困ることについては、「特に困ったことはない」が７割弱と最も多く、

次いで「相談できる人がいない」が１割半ばを超え、「どこ（誰）に相談していいかわから

ない」が１割弱となっており、相談先や相談支援に関する情報の周知を推進する必要があ

ります。 

将来の不安は、「身体のこと」が６割半ばと最も多く、次いで「老後のこと」、「生活費の

こと」が３割台となっています。また、「日常の生活のこと」や「仕事のこと」も２割台と

なっており、自身の生活や就労等、様々な不安を抱えていることが伺えます。 

今後は難病患者が住み慣れた地域で自分らしく日常生活を営めるように、相談支援や福

祉サービスの切れ目のない提供を行う必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■日常生活上の相談で困ること（難病患者調査）■ 

■今後の生活の不安（難病患者調査）■ 

身体のこと

老後のこと

生活費のこと

日常の生活のこと

仕事のこと

介助者のこと

親などがいなくなってからのこと

住宅・生活の場所のこと

結婚や育児のこと

学校生活・進路のこと

その他

特にない

無回答

n=143

65.7 
37.1 

32.2 
29.4 

22.4 
14.7 

14.0 
10.5 

6.3 

2.8 
6.3 

16.1 
-

0 10 20 30 40 50 60 70 80

(％)

相談できる人がいない

どこ（誰）に相談していいかわからない

夜間や休日などに相談するところがない

相談しても満足のいく回答が得られない

相談できるところがない

プライバシー保護に不安がある

その他

特に困ったことはない

無回答

n=143

16.8 
9.1 
7.7 

4.2 
0.7 
-
0.7 

69.2 
0.7 

0 10 20 30 40 50 60 70 80

(％)
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第３章 袖ケ浦市障がい者福祉基本計画（第４期） 

 

第１節 基本理念及び基本的な考え方 

１ 基本理念 

「障害者の権利に関する条約」の理念に即して改正された障害者基本法では、障がい者

施策は、全ての国民が、障がいの有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個

性を尊重し合いながら共生する社会の実現を目指して講じられる必要があることとしてい

ます。 

本市においては、障がいのある人が自らの決定に基づき社会活動に参加し、意思表示や

自己実現をするための支援を行い、障がいの有無によって分け隔てなく、全ての人が協力

し尊重し合える共生社会の実現に向けて各種施策を推進しています。 

障がい者福祉基本計画（第４期）では、このような社会の実現に向け、地域住民や地域

の多様な主体が社会に参画し、人と人、人と社会がつながり、一人ひとりが生きがいや役

割を持ちながら、障がいの有無、老若男女を問わず、共に生きる社会づくりを推進するこ

とを目指して、次のように基本理念を定めます。 

 

■基本理念■ 

 

 

  障がいのある人が、安心して、 

その人らしい生活をおくれるまちづくり 
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２ 基本的な考え方 

障がい者福祉基本計画（第４期）では、国の「障害者基本計画（第５次）」や県の「第八

次千葉県障害者計画」に即した中で、基本理念である「障がいのある人が、安心して、そ

の人らしい生活をおくれるまちづくり」に則り、これまでの障がい者福祉施策や地域福祉

の考え方等を踏襲し、計画における基本的な考え方を以下のとおり定め、その他の関連計

画との調和を保ちつつ、計画の総合的な推進を図ります。 

 

  

障がいのある人を、自らの決定に基づき社会に参加する主体として捉え、障がいのある

人がその人に合った福祉サービスを選択しつつ、地域社会の中で人々と共生し、その人ら

しく暮らせる環境づくりを進めます。 

 

  

障がいのある人の性別、年齢、障がいの種類や状態、生活の状況等を踏まえて、それぞ

れのライフステージにおいて適切な支援を受けられるよう、教育、福祉、医療、雇用等の

各分野の連携を強化し、一貫した支援が行える体制づくりを進めます。 

 

  

障がいや障がいのある人への理解を深め、ソフト・ハードの両面にわたる社会のバリア

フリー化を推進するとともに、障がいのある人もない人も互いに個性と人格を尊重し、と

もに助け合い、支え合う地域づくりを進めます。 

 

  

１ 障がいのある人が地域でその人らしく暮らせる環境づくり 

２ 切れ目のない支援の体制づくり 

３ みんなで支え合う地域づくり 
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３ 計画の体系 

基本理念の実現に向け、次のとおり７つの基本目標とそれぞれに応じた施策を体系的に

定め、取組を推進します。 

■袖ケ浦市障がい者福祉基本計画（第４期）■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（１）各種相談支援の充実

（２）在宅福祉サービス等の充実

（３）サービスの質の確保・福祉を支える人材の育成

（４）介護家族等への支援

（１）障がいの原因となる疾病等の予防の充実

（２）医療サービス

（１）子ども・子育ての支援

（２）インクルーシブ教育システムの構築

（３）教育環境の整備

（４）生涯学習・スポーツ

（１）就労支援

（２）経済的支援

（１）居住支援

（２）移動支援

（３）情報アクセシビリティの向上

（４）生活環境の整備

（１）防災対策の推進

（２）防犯対策の推進

（１）障がい理解・交流

（２）権利擁護の推進・虐待の防止

（３）障がいを理由とする差別の解消の推進

【

基
本
理
念
】

障
が
い
の
あ
る
人
が
、

安
心
し
て
、

そ
の
人
ら
し
い
生
活
を
お
く
れ
る
ま
ち
づ
く
り

施策基本目標

１

自立生活の支援・意思決定支援の推進

７

障がい理解・差別の解消・権利擁護・

虐待防止の推進

４

雇用・就業・経済的自立の支援

２

保健・医療の推進

５

安全・安心な生活環境の整備

６

防災・防犯等の推進

３

子育て・教育・生涯学習・スポーツ等の

振興
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第２節 障がい者福祉基本計画の取組状況・課題の整理 

１ 計画の取組状況 

（１）障がい者福祉基本計画（第３期）における進捗評価 

「袖ケ浦市障がい者福祉基本計画（第３期）」における施策及び事業の取組を振り返り、

評価を行いました。 

障がい福祉に関する事業の性質上、数的目標値の到達をもって評価することが適さない

事業が多いため、事業の進捗状況について着目し、令和５年度末の状況を見込んだ上で、

以下の４段階の評価としています。 

■評価区分 

「Ａ」… 実施（計画どおり進んでいる。） 

「Ｂ」… 一部見直しして実施（一部見直ししたものの、おおむね計画どおり進んでいる。） 

「Ｃ」… 一部のみ実施（計画のうち、一部のみ実施している。） 

「Ｄ」… 未実施（現在、ほとんど手を付けられていない。） 

 

「袖ケ浦市障がい者福祉基本計画（第３期）」に掲載した事業87事業の評価は、 

「Ａ」＝  84事業（96.6％） 

「Ｂ」＝  ２事業（ 2.3％） 

「Ｃ」＝  １事業（ 1.1％） 

「Ｄ」＝  ０事業（ 0.0％） 

という結果であり、ほぼ計画どおり障がい者施策・事業に取り組んでいる状況となって

います（評価結果の概要については、次ページに一覧表を示しています。）。 
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■障がい者施策・事業の進捗状況（評価結果）■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価結果がＡ評価以外の事業及び評価理由 

教職員研修の充実 Ｂ 
講座の精選の結果ではあるが、隔年または３年に一度の実施とし、

令和４年度の実施を見送ったことによる 

都市公園及び路外駐車場の 

バリアフリー化 
Ｃ 

施設の改修自体がなく、バリアフリー化を進めることができなかっ

たことによる 

地域防犯体制強化事業 Ｂ 
自主防犯組織の新規設立に向けた説明会を啓発チラシの配布に変更

したことによる 

基本目標 主要施策 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

（１）各種相談支援の充実 6 - - - 6

（２）在宅福祉サービス等の充実 10 - - - 10

（３）サービスの質の確保・福祉を支える人材の育成 4 - - - 4

（４）介護家族等への支援 2 - - - 2

（１）障がいの原因となる疾病等の予防の充実 5 - - - 5

（２）医療サービス 6 - - - 6

（１）子ども・子育ての支援 4 - - - 4

（２）インクルーシブ教育システムの構築 5 - - - 5

（３）教育環境の整備 4 1 - - 5

（４）生涯学習・スポーツ 4 - - - 4

（１）就労支援 3 - - - 3

（２）経済的支援 4 - - - 4

（１）居住支援 3 - - - 3

（２）移動支援 6 - - - 6

（３）情報アクセシビリティの向上 2 - - - 2

（４）生活環境の整備 2 - 1 - 3

（１）防災対策の推進 3 - - - 3

（２）防犯対策の推進 1 1 - - 2

（１）障がい理解・交流 2 - - - 2

（２）権利擁護の推進・虐待の防止 5 - - - 5

（３）障がいを理由とする差別の解消の推進 3 - - - 3

84 2 1 0 87

96.6% 2.3% 1.1% 0.0%

Check：点検
合計

１．自立生活の支援・意思
　　決定支援の推進

２．保健・医療の推進

３．子育て・教育・生涯学習・
　　スポーツ等の振興

５．安全・安心な生活環境の
　　整備

６．防災・防犯等の推進

７．障がい理解・差別の解消・
　　権利擁護・虐待防止の推進

合計

施策・事業内容（Plan：計画）

４．雇用・就業・経済的自立の
　　支援
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（２）取組状況等 

基本目標１ 自立生活の支援・意思決定支援の推進 

■施策 

（１）各種相談支援の充実 

（２）在宅福祉サービス等の充実 

（３）サービスの質の確保・福祉を支える人材の育成 

（４）介護家族等への支援 

障がいのある人やその保護者等からの相談に応じ、令和４年度は1,338件の必要な情報提

供や助言等の支援を行いました。 

在宅福祉サービスについては、求められる必要な支援を提供することで、日常生活上の

支援や障がいのある人の家族の就労支援や介護の負担軽減を図っています。 

また、音訳ボランティア講座や手話奉仕員研修等を通して人材育成を行うことで、意思

疎通支援等の体制強化に努めています。 

 

基本目標２ 保健・医療の推進 

■施策 

（１）障がいの原因となる疾病等の予防の充実 

（２）医療サービス 

中核医療機関との連携を強化したことで多くの障がいのある人へ保健・医療に関する支

援を行うことができました。コロナ禍で開催ができなかった健康的な生活習慣の獲得と維

持を目指す運動やイベントも令和４年度に再開し、健康づくりへの取組も推進しています。 

また、診療にかかる医療費については、障がいのある人に対して現物給付や見舞金の支

給、各種医療サービスの手続き案内等の支援を、切れ目なく提供することで経済的負担の

軽減を図っています。 
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基本目標３ 子育て・教育・生涯学習・スポーツ等の振興 

■施策 

（１）子ども・子育ての支援 

（２）インクルーシブ教育システムの構築 

（３）教育環境の整備 

（４）生涯学習・スポーツ 

幼児期から学童期・青年期へのライフステージの変化を通じ、切れ目のない一貫した療

育・教育支援体制の充実を図っています。 

教育環境の整備では、スクールカウンセラーや心の相談員が、学校・学年の実態に応じ

て、児童・生徒全員のカウンセリングを行い、行動の様子等を教職員と共有したりするこ

とで支援を要する児童生徒がより良く生活・学習できるよう努めていることから児童・生

徒からの相談件数も年々増えています。 

また、障がいのある人の交流の場の提供や健康増進を目的としたスポーツ大会や自己啓

発に取り組む人の学習活動を促進するための公開講座を通じて、障がいのある人がより充

実した生活を営めるように取り組みを進めています。 

 

基本目標４ 雇用・就業・経済的自立の支援 

■施策 

（１）就労支援 

（２）経済的支援 

障がいのある人の社会参加と自立を促進するため、就労を支援するとともに安定した就

労を継続できるよう、各支援機関との連携を図っています。就労支援員を配置し、就労に

課題を抱える方のニーズを丁寧に把握した上で個別支援を行い、就労のサポートを行って

います。 

また、精神または身体に障がいを有する対象者には、申請案内や相談支援を行い、受給

の対象と判定された方に各種手当を支給し、経済的な負担の軽減を図っています。各種給

付制度などの費用面の相談事についても、庁内関係各課や関係機関と連携し、手続きを共

に行うことで、受給に向けた支援を行っています。 
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基本目標５ 安全・安心な生活環境の整備 

■施策 

（１）居住支援 

（２）移動支援 

（３）情報アクセシビリティの向上 

（４）生活環境の整備 

障がいのある人の自立した生活を支援し、安全・安心な生活環境を整備するために、社

会参加の困難な在宅の重度心身障がい者（児）からの申請により、福祉タクシー利用券の

交付や、日常生活用具の支給や車いすの貸し出し等のサービスを提供しています。 

また、情報アクセシビリティ向上のため、インターネットによる市政情報の提供、音声

コードの利用や広報を読み上げるＣＤの貸出等を実施しています。 

この他、袖ケ浦市内の小・中学校では、手すりや車いす用のスロープの設置、庁舎では

耐震補強を実施し、障がいの有無に関わらず、安全で暮らしやすい生活環境の整備を推進

しています。 

 

基本目標６ 防災・防犯等の推進 

■施策 

（１）防災対策の推進 

（２）防犯対策の推進 

災害時要援護者名簿を作成し、避難支援者等関係者への名簿配付に同意をいただいた方

の名簿を警察署、消防署、市政協力員、民生委員、社会福祉協議会に配付し、要援護者の

迅速な避難の確保に向けた取組を行い、避難支援の意識向上を図っています。 

また、高齢者による犯罪被害未然防止のために、木更津警察署や防犯指導員等の関係団

体と連携して、地域安全ニュース「ふれあい」及び犯罪発生地図の発行、市民生活安全

メールの配信等で注意喚起を行う他、障がいのある人から消費者トラブル等による相談が

あった場合には、相談支援事業所や消費生活相談等につなげて、解決に向けた支援に取り

組んでいます。 
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基本目標７ 障がい理解・差別の解消・権利擁護・虐待防止の推進 

■施策 

（１）障がい理解・交流 

（２）権利擁護の推進・虐待の防止 

（３）障がいを理由とする差別の解消の推進 

袖ケ浦市内の児童、生徒を対象とした車いすや障がい者・高齢者の疑似体験器具を使用

した福祉体験学習等を実施することで障がいに対しての理解促進の他、ボランティアの協

力を得ながら、レクリエーションを企画して、障がいのある人やその家族が交流できる場

を設置し、相互理解の促進を図っています。 

また、障がいのある人への虐待、障がいを理由とする不利益な取り扱いや合理的な配慮

の欠如等の差別を無くすために、障がい者虐待や差別の防止に対する普及啓発、関係機関

との協力体制の整備や支援体制の強化に取り組んでいます。 

  



 

47 

２ 障がい者施策の推進に向けた課題の整理 

障がい者施策の推進に向けて、近年の障がい者施策をめぐる動向や、本市の障がいのあ

る人等を取り巻く現状、アンケート調査の結果、計画の取組状況等を踏まえ、「袖ケ浦市障

がい者福祉基本計画（第４期）」で示された基本目標ごとに体系化を図るため、今後の課題

や方向性について整理します。 

 

（１）多様な相談に対応し、自立生活を支援する体制の充実 

（基本目標１ 自立生活の支援・意思決定支援の推進） 

障がいのある人、その世帯では、高齢化や貧困、ヤングケアラー等の複数の課題を抱え

ていることが多く、そしてそれらのことが潜在化する傾向にあります。それぞれの抱える

課題に適切な支援を結びつけることや、必要なサービスを提供するためにも、今後はより

相談支援の重要性が高くなります。 

また、障がいのある人を身近で支える家族への支援に関する重要性が増す一方、社会全

体として人手不足が進み、福祉人材の確保も喫緊の課題となっています。この問題には、

市や事業所、ハローワークなど、様々な機関の連携を図る必要があります。今後、そのよ

うな中サービスの質をさらに向上させていくことについても、多職種間での連携を図り、

障がい者福祉に関わる全ての人が我が事として捉えながら取組を進めていく必要がありま

す。 

また、アンケート調査によると、「将来について不安を感じること」については、身体障

がいと難病患者では「身体のこと」、知的障がいでは「親がいなくなってからのこと」、精

神障がいでは「老後のこと」が最も多く、それぞれに異なる課題に寄り添いながら、障が

い者一人ひとりのニーズに応じた支援の充実・強化を図っていく必要があります。 

 

  



 

48 

（２）医療機関との連携による医療的ケア体制の充実 

（基本目標２ 保健・医療の推進） 

これまでの傾向から、障がいのある人に加え、自立支援医療（更生医療、精神通院）の

受給者数は、今後も増加傾向で推移していくことが想定されます。また、難病患者につい

てもやや増加している傾向が見受けられます。 

障がいのある人が安心して生活するためには、医療機関による健康診断や保健指導を含

めた医療サービスを適切かつ切れ目なく継続して提供する必要があり、健康づくりのため

の運動やイベントについても、地域や事業所との連携を図りながら開催・参加を促進する

必要があります。 

アンケート調査によると、「医療について困っていること」について、知的障がいでは

「症状を正確に伝えられない。医師の指示などが難しくてよくわからない」の回答が他の

障がい種別と比べて多くなっています。障がいのある人が、医療機関の医師や看護師等と

円滑に意思疎通が図れるよう、適切な支援を図る必要があります。 

また、障がいに係る経済的な負担の軽減を図るため、自立支援医療、心身障害者医療費

助成、難病医療費等助成等の医療費助成制度について、今後も継続し、周知促進を行う必

要があります。 
 

（３）障がいのある子どもの教育環境の整備、社会参加機会の充実 

（基本目標３ 子育て・教育・生涯学習・スポーツ等の振興） 

市における18歳未満の療育手帳所持者数及び特別支援学級の児童・生徒数は、ここ数年

増加傾向で推移しています。すべての子どもは、その特性に応じて、適切で、きめ細かな

教育を受ける権利を持っており、教育分野においては、「障害者の権利に関する条約」に盛

り込まれたインクルーシブ教育システムの構築を引き続き推進し、誰もが分け隔てなく教

育を受けられる環境づくりが必要です。また、昨今の保育士の不足を踏まえ、児童の障が

いの状況や年齢による職員の加配の必要性等を把握し、各保育所との間で入所の調整を行

う必要があります。 

アンケート調査によると、「学校等に通っている障がいのある人の今後の進路」について

は、「進学したい」が最も多く、次いで「福祉施設や作業所に通いたい」、「指導員などのつ

いている事業所で働きたい」と続いています。自立と社会参加を見据え、児童・生徒一人

一人に対して的確な指導を提供できるよう、柔軟で多様性に富んだ対応を行う必要があり

ます。 

また、「地域活動への参加」については、余暇活動に参加している人は依然少ない状況ですが、

障がいのある人が地域で暮らしやすくなるための支援の一環として、スポーツ体験会や公開講座

の内容を充実させ、工夫を施すことで障がいのある人が参加しやすい環境づくりや支援を継続

して行う必要があります。  
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（４）就労の場の確保 

（基本目標４ 雇用・就業・経済的自立の支援） 

就労を希望する障がいのある人にとって、雇用先の上司や従業員が障がいに対して正し

い理解があるかは非常に大きな不安となっています。また、障害者雇用促進法の改正によ

り、令和６年度から８年度にかけて障がい者の法定雇用率が順次引き上げられること、令

和７年度に法定雇用率の除外率が引き下げられることで障害者雇用の促進が想定されるこ

とも相まって、障がいのある人が自ら望む職場で働くためにも、引き続き就労支援を促進

させ就労の機会を増やす他、雇用者側の障がいへの理解を促進させる呼びかけを行い、障

がいのある人にとって働きやすい環境づくりを進める必要があります。 

また、経済的な支援が必要な方に対しては、受給手続きに関する相談の対応やサポート

を行うことで、地域で安定した生活が送れるように支援体制の構築や関係各所との連携を

強化する必要があります。年金や医療費等の受給手続きの相談件数が増加傾向にあること

からも、支援体制の強化は必要不可欠となります。 
 

（５）安心して外出できる環境の整備、情報提供体制の充実 

（基本目標５ 安全・安心な生活環境の整備） 

市では、同行援護や移動支援事業などの各種支援に加え、日常生活において必要な用具

の給付や補助金の交付などの支援を実施しており、日常生活を送る上で障壁となる要因を

軽減する取組を行っています。引き続き、障がいのある人が安心して生活が送れるよう、

支援サービスの周知を徹底しつつ、ニーズの把握やサービスの利便性向上を図ることが必

要になります。 

また、「障害者情報アクセシビリティ・コミュニケーション施策推進法」の策定に伴い、

全ての人が等しく情報を取得、利用できるよう、情報アクセシビリティの向上が課題に

なっています。障がいのある人が地域で安心して日常生活を送るためには、福祉サービス

をはじめとした様々な情報が不可欠です。今後もリーフレットや市の広報紙、インター

ネット等を活用し、障がいのある人への情報提供を途切れなく行う必要があります。 
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（６）災害や事故・犯罪から障がいのある人を守る体制の強化 

（基本目標６ 防災・防犯等の推進） 

台風や集中豪雨といった大規模な気象災害が全国各地で発生しています。アンケート調

査によると、「災害時の避難」については、全体では「できる」が約４割となっているもの

の、知的障がいでは「できない」が59.5％と半数以上を占めている状況です。また、「災害

時に困ること」については、「トイレや入浴設備」が最も多く、次いで「水や食事の確保」

「寝る場所の確保」「避難先での薬や医療体制」が多くなっています。 

災害時において、障がいのある人の安全を確保するために、災害時要援護者登録制度の

普及や災害時の対策を促進するとともに、防災・避難情報の提供や福祉避難所の整備など

災害時における支援体制について、障害福祉サービス事業所等とも連携し体制の強化を図

る必要があります。 

また、障がいのある人が消費者被害や犯罪に巻き込まれないように、警察署や防犯協会

などの関係団体と連携し、市内各地で啓発活動及び防犯講話を実施するとともに、防犯関

係のチラシやメールでの注意喚起を定期的に行い、地域における日頃の防犯体制の強化を

図る必要があります。 
 

（７）障がいへの理解の促進 

（基本目標７ 障がい理解・差別の解消・権利擁護・虐待防止の推進） 

アンケート調査によると、差別を受けたことの有無について、全体では「たまにある」

と「頻繁にある」を合わせた“ある”は、市役所や公共施設では１割未満、市内の店舗や

事業所では１割となっています。精神障がいでは「たまにある」が他の障がい種別に比べ

て多く、障がい種別による偏りが見受けられます。 

差別や虐待に対しては引き続き、関係機関との連携や適切な相談支援等を通して、可能

な限り本人の意思を尊重するという視点を持ちながら支援を行うことが重要です。 

また、障がいのある人の親が高齢化していることや親亡き後の問題等により、今後さら

に必要性が高まると思われる成年後見事業や法人後見事業、日常生活自立支援事業につい

ては、支援者側の人員確保及び支援者としての資質を向上させることについても課題に

なってきます。 

障がいの有無に関わらず、市民全員が自分らしく生きることができるまちづくりを目指

すためには、市民や事業所を対象に障害者差別解消法や障害者虐待防止法、成年後見制度

等の周知・啓発を図るとともに、障がいのある人とない人が交流する機会の創出等により、

全ての人が障がいについて正しく理解し、その人の個性や性格を尊重し合える社会を形成

することが必要です。 
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第３節 施策の展開 

基本理念の実現に向け、それぞれの基本目標に応じて位置づけた施策について、各分野

や関係機関などと連携し展開を図ります。 

１ 自立生活の支援・意思決定支援の推進 

障がいのある人が地域で自分らしく生活するために在宅福祉サービスは欠かせないもの

になることから、各々が抱える課題に対して適切な支援を提供できるように支援体制の強

化を図ります。 

また、重層的支援体制を整備して、高齢化や生活困窮、ヤングケアラー等の障がいのあ

る人を取り巻く複雑化、複合化する問題について、包括的な相談を受けるとともに、関係

機関が連携して一体的な支援を行います。 

サービスの質の向上や福祉人材の不足等の課題に対しても、事業所やハローワークとの

連携だけでなく、他職種間の連携を図ることや、ボランティア講座や手話奉仕員研修を通

して課題解決に努めます。 

（１）各種相談支援の充実       ★は「障がい福祉計画・障がい児福祉計画」管理事業 

No. 事業名 事業内容 担当課等 

① 相談支援事業（袖ケ

浦市障がい者相談支

援事業 えがお袖ケ

浦）★ 

障がいのある人やその保護者等からの多様な相談に応

じ、必要な情報提供や助言等の支援を行います。また、

地域における相談支援の中核的な役割を担う基幹相談支

援センターにおいて、身体障がい者、知的障がい者、精

神障がい者の相談支援を総合的に行います。 

障がい者支援課 

② 重層的支援体制整備

事業 

対象者の属性を問わない相談支援、多様な参加支援、

地域づくりに向けた支援を一体的に実施することによ

り、地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応す

る包括的な支援体制を整備します。 

地域福祉課 

③ 発達障がい児等療育

支援事業 

発達面等が気になる未就学児を対象とした療育に関す

る相談支援、また、有資格者による心理、言語、運動機

能に関する療育支援を行います。 

障がい者支援課 

④ 精神保健福祉士によ

る相談支援（ケアセ

ンターさつき） 

地域で生活する主に精神障がいのある人やその家族を

対象に、精神保健福祉士による相談支援を行います。 

障がい者支援課 

⑤ 障害者相談員事業

（身体・知的） 

身体障がいのある人や知的障がいのある人の更生援護

に関し、身体障害者相談員や知的障害者相談員が、本人

や保護者からの相談に応じ、必要な指導、助言を行いま

す。 

障がい者支援課 
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No. 事業名 事業内容 担当課等 

⑥ 幼児相談 幼児の言葉や情緒等の発達、子供との接し方など育児

に関し、その不安のある保護者からの要望に応じ、個別

相談を行い、療育等の助言を行います。また、専門職の

確保に努めるとともに、他部署・他機関と連携して相談

に対応します。 

健康推進課 

⑦ 自立相談支援事業 自立相談支援員を配置し、経済的困窮や就労に関する

相談を受け、必要な情報の提供、助言及び関係機関との

連絡調整や自立の促進を図るための個別支援を行いま

す。 

地域福祉課 

 

【関連事業等】 

◇総合相談・支援事業 

地域の高齢者の保健・福祉・医療の向上、生活の安定に必要な援助を行うために、地

域包括支援センターが、総合相談支援業務（初期段階での相談対応、継続的・専門的な

相談支援）を行います。【高齢者支援課】 

◇子育て世代包括支援事業 

妊娠期から子育て期にわたる母子の健康や子育てに関する様々な相談を受けるととも

に、子育て支援サービスの情報提供や子育て家庭の状況の継続的な把握に努めることに

よって、子育て世代を切れ目なく支援します。【子育て支援課】 

◇難病相談事業 

難病患者と家族の療養上の問題や日常生活及び各種福祉手続き等に対する相談につい

て、健康福祉センター及び市との連携のもと、医療・保健・福祉等の総合的相談を行い

ます。【君津地域難病相談支援センター】 

◇精神保健福祉事業 

精神科嘱託医師による心の健康相談や、精神保健福祉相談員・保健師による精神保健

福祉に関する相談等支援を実施します。【君津健康福祉センター】 

◇中核地域生活支援センター（君津ふくしネット） 

24 時間 365 日体制で、制度の狭間や複合的な課題を抱えた方など地域で生きづらさを

抱えた方に対して、分野横断的に幅広く受け止めて、包括的な相談支援・関係機関の

コーディネート・権利擁護・市町村等のバックアップ等の広域的、高度専門性を持った

寄り添い支援を行います。【千葉県健康福祉部健康福祉指導課】 

◇視覚障がい者のための「ピアサポート相談室」 

社会福祉法人千葉県視覚障害者福祉協会が、視覚障がいのある人の様々な悩み等の相

談に応じ、自立更生のために必要な指導、助言を行います。【千葉県視覚障害者福祉協会】  
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（２）在宅福祉サービス等の充実    ★は「障がい福祉計画・障がい児福祉計画」管理事業 

No. 事業名 事業内容 担当課等 

① ホームヘルパーの

派遣（居宅介護）

★ 

障がいのある人に対してヘルパーを派遣し、居宅

において入浴、排泄及び食事の介護等を行うサービ

スを提供します。 

障がい者支援課 

② 障害者地域在宅 

福祉推進事業（グ

ループホーム運営

費補助金・入居者

家賃助成）★ 

障がいのある人の地域社会への移行を推進するた

め、グループホームの運営に要する経費の補助、ま

た、グループホーム等に入居している障がいのある

人に対し、その家賃の一部を助成します。 

障がい者支援課 

③ ショートステイ

（短期入所） 

居宅において障がいのある人の介護を行う者の疾

病その他の理由により、障がい者支援施設への短期

間入所を必要とする場合、入浴、排泄及び食事の介

護等や日常生活上の支援を提供します。 

障がい者支援課 

④ 補装具費支給事業 障がいのある人の失われた身体機能を補完又は代

償し、日常生活又は職業の能率の向上を図るため、

義肢や車いす等の補装具の購入費や修理費を支給し

ます。 

障がい者支援課 

⑤ 紙おむつの給付★ 在宅の 65 歳未満の重度身体障がい者（児）で、失

禁状態があり常時おむつを必要とする人に対して紙

おむつを支給します。 

障がい者支援課 

⑥ 意思疎通支援事業

（コミュニケー

ション支援事業）

★ 

聴覚等の障がいのため、意思疎通を図ることに支

障がある人等に、手話通訳等の方法により、意思疎

通を仲介する手話通訳者等の派遣を行い、意思疎通

の円滑化を図ります。 

障がい者支援課 

⑦ 地域活動支援 

センター事業★ 

障がいのある人が通所し、地域の実情に応じ、創

作的活動又は生産活動の機会を提供することによ

り、社会との交流を促進します。 

障がい者支援課 

⑧ 訪問入浴サービス

事業（移動入浴車

の派遣）★ 

居宅において入浴が困難な重度身体障がいのある

人に対し、移動入浴車を派遣することにより、入浴

サービスを提供します。 

障がい者支援課 

⑨ 障がい者自動車運

転免許取得費・ 

自動車改造費助成

事業★ 

障がいのある人の社会参加を促進するため、運転

免許取得費や自動車改造費の助成等の事業を行いま

す。 

障がい者支援課 
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【関連事業等】 

◇緊急通報システム等給付貸付事業 

ひとり暮らしの高齢者等に対し、緊急通報システム等を貸付し、安心して自宅で生活

できる環境の整備を図ります。【高齢者支援課】 

◇高齢者見守りネットワーク事業 

高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、協力事業者、関係団体等による

ネットワークにより「さりげない見守り」を実施します。【高齢者支援課】 

◇理容師派遣事業 

要介護３～５と認定され、寝たきり等により理髪に行くことが困難な 65 歳以上の高齢

者に対し、自宅での理容サービスが受けられるよう支援します。【高齢者支援課】 

◇高齢者紙おむつ等支給事業 

要介護認定を受けて在宅で紙おむつ等を必要としている高齢者の介護者及びひとり暮

らしの高齢者を対象に紙おむつ等を支給します。【高齢者支援課】 

◇居宅介護支援・介護予防支援（介護給付、予防給付） 

在宅の要介護者・要支援者が介護サービス等を適切に利用できるよう利用計画（ケア

プラン）を作成するとともに、サービス等の提供が十分に行われるよう介護サービス事

業者との連絡調整等を行います。【介護保険課・高齢者支援課】 

◇訪問介護（介護給付） 

在宅の要介護者が居宅で、入浴・排泄・食事等の身体介護や調理・掃除・洗濯等の生

活援助を受けられるサービスです。【介護保険課】 

◇定期巡回・随時対応型訪問介護看護（介護給付） 

在宅の要介護者の生活を支えるため、日中・夜間を通じて訪問介護と訪問看護を受け

られるサービスです。【介護保険課】 

◇訪問入浴介護、介護予防訪問入浴介護（介護給付、予防給付） 

在宅の要介護者・要支援者が居宅で、移動入浴車を使用し、介護士や看護師の入浴の

補助を受けられるサービスです。【介護保険課】 

◇短期入所生活介護、介護予防短期入所生活介護（介護給付、予防給付） 

要介護者・要支援者が特別養護老人ホームや老人短期入所施設等に短期間入所し、入

浴・排泄・食事等の介護その他の日常生活上の世話や機能訓練等を受けられるサービス

です。【介護保険課】 
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◇通所介護、地域密着型通所介護（介護給付） 

要介護者が通所介護施設において、入浴・排泄・食事等の介護、健康状態の確認その

他の必要な日常生活上の世話や機能訓練等を受けられるサービスです。【介護保険課】 

◇認知症対応型通所介護、介護予防認知症対応型通所介護（介護給付、予防給付） 

認知症の要介護者・要支援者が通所介護施設等に通い、入浴・排泄・食事等の介護そ

の他の必要な世話等を受けられるサービスです。【介護保険課】 

◇小規模多機能型居宅介護、介護予防小規模多機能型居宅介護（介護給付、予防給付） 

要介護者・要支援者が通所を中心に、利用者の選択に応じて訪問、泊まりのサービス

を組み合わせ多機能なサービスを受けられます。【介護保険課】 

◇看護小規模多機能型居宅介護（介護給付） 

要介護者が通所を中心に、利用者の選択に応じて訪問（介護と看護）、泊まりのサービ

スを組み合わせ多機能なサービスを受けられます。【介護保険課】 

◇通所リハビリテーション、介護予防通所リハビリテーション（介護給付、予防給付） 

要介護者・要支援者が介護老人保健施設や病院等において、心身の機能の維持回復と

日常生活の自立を図るため、理学療法、作業療法その他の必要なリハビリテーションを

受けられるサービスです。【介護保険課】 

◇訪問リハビリテーション、介護予防訪問リハビリテーション（介護給付、予防給付） 

要介護者・要支援者で居宅での日常生活行為を向上させる訓練を必要とする方が、理

学療法士や作業療法士、言語聴覚士等によるリハビリテーションを居宅において受けら

れるサービスです。【介護保険課】 

◇福祉用具貸与、介護予防福祉用具貸与（介護給付、予防給付） 

要介護者・要支援者について、日常生活の便宜を図り、自立を助けるための歩行器や

歩行補助つえ等の介護予防に資する福祉用具を貸与するサービスです。【介護保険課】 

◇特定福祉用具購入費、特定介護予防福祉用具購入費（介護給付、予防給付） 

要介護者・要支援者について、日常生活の便宜を図り、自立を助けるための福祉用具

のうち貸与になじまない入浴や排泄のための用具の購入に関し、その購入費の一部を支

給するサービスです。【介護保険課】 

◇オストメイト社会適応訓練 

社団法人日本オストミー協会千葉県支部が、人工肛門・人工膀胱造設者を対象に、補

装具等の使用について正しい知識を習得するための講演や、生活上の相談に応じます。 

【日本オストミー協会千葉県支部】 
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（３）サービスの質の確保・福祉を支える人材の育成 

No. 事業名 事業内容 担当課等 

① ボランティアの 

養成 

文章のＣＤへの吹き込み、簡単な手話を用いた支

援、日常生活での支援等、障がいのある人に対する

ボランティア活動を実践する人を養成し、活動の場

を紹介する等、ボランティアの支援を希望する人と

ボランティア活動を希望する人の調整機能を果たし

ていきます。 

障がい者支援課・ 

袖ケ浦市社会福祉

協議会 

② 音訳ボランティア

養成講座 

視覚障がいのある人に市政等の情報を提供するた

め、声の広報を作成する音訳ボランティアを養成

し、活動を支援します。 

袖ケ浦市社会福祉

協議会 

③ 手話奉仕員養成 

講座事業 

聴覚障がいのある人の日常生活における意思疎通

を支援するため、手話のできる市民の養成を行いま

す。 

障がい者支援課 

④ 介護サービス情報 

の公表、福祉サー 

ビスの第三者評価 

県が実施している介護サービス情報の公表制度、

福祉サービスの第三者評価事業について、県とも連

携して普及・啓発していくとともに、受審を勧奨し

ていきます。 

地域福祉課・ 

介護保険課・ 

子育て支援課 

 

（４）介護家族等への支援       ★は「障がい福祉計画・障がい児福祉計画」管理事業 

No. 事業名 事業内容 担当課等 

① 日中一時支援事業

★ 

障がいのある人の家族の就労支援や、日常介護し

ている家族の一時的な負担軽減を目的として、障が

いのある人に日中、日帰りによる活動の場を提供し

ます。 

障がい者支援課 

② 障がいに関する 

当事者団体等への

支援 

障がいに関する当事者団体等については、障がい

のある人やその家族等の心のよりどころとなり孤立

を予防するなど、重要な役割を担ってきましたが、

近年会員の高齢化等により団体の存続が難しくなっ

ている団体もあるため、団体の継続を促す有効な支

援の方法を検討し、支援します。 

障がい者支援課 

【関連事業等】 

◇家族介護慰労金支給事業 

市民税非課税世帯で要介護３～５と認定された人を在宅で介護保険サービスを利用せ

ずに介護している家族に対して、慰労金を支給することにより家族の経済的な負担の軽

減を図ります。【高齢者支援課】 
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２ 保健・医療の推進 

生活習慣病を予防し、障がいの原因となる疾病を予防するためには、健康診断を周知す

ることや特定保健指導等の実施率向上を図る必要があります。その他、健康的な生活習慣

の維持を目指すための取組についても地域や事業所との連携を図りながら促進していきま

す。 

また、医療を受ける際の困り事では、金銭面について困っているとの回答が多いことか

ら、引き続き自立支援医療、心身障害者医療費助成、難病医療費等助成等の医療費助成制度を

継続し、医療や障がいに係る経済的な負担の軽減を図ります。 

（１）障がいの原因となる疾病等の予防の充実 

No. 事業名 事業内容 担当課等 

① 乳幼児健康診査 乳幼児の発達、発育の確認及び疾病の早期発見と

保護者への適切な支援を行うため、１歳６か月児、

３歳児を対象に健康診査を行います。 

また、乳幼児の成長に合わせ、医師・歯科医師・

歯科衛生士・保健師・栄養士等の専門職が、適切な

助言を行います。 

健康推進課 

② 特定健康診査・ 

特定保健指導 

生活習慣病予防・改善と医療費の適正化対策を推

進するため、特定健康診査及び特定保健指導を実施

します。 

また、健診結果により腎臓病地域連携パスを送付

し、かかりつけ医・専門医・市役所が連携して、慢

性腎臓病の重症化を予防します。 

保険年金課・ 

健康推進課 

③ 健康づくり支援 

センター管理事業 

障がいのある人を含めた市民全員の健康維持・増

進をハード・ソフトの両面から支援するために、健

康づくり支援センターでの総合的な健康づくり活動

を展開します。 

健康推進課 

④ 後期高齢者健康 

診査 

後期高齢者医療制度の被保険者に対し、健康診断

を実施し、糖尿病等生活習慣病の早期発見につなげ

るとともに、健康維持、生活の質の確保に資するこ

とを目指します。 

保険年金課 
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No. 事業名 事業内容 担当課等 

⑤ 高齢者の保健事業

と介護予防の一体

的実施 

後期高齢者の保健事業について、高齢者が抱える

健康課題を把握し、国民健康保険の保健事業や介護

保険の地域支援事業と一体的に実施することで、フ

レイル予防や生活習慣病の重症化予防等に取り組み

ます。 

保険年金課・ 

健康推進課・ 

高齢者支援課 

⑥ がん検診事業 各種がん検診の実施により、個人の健康状態を把

握し、健康に対する意識の向上及び疾病の早期発

見・早期治療に結びつけます。 

健康推進課 

【関連事業等】 

◇エイズ予防事業 

エイズに関する相談に応じるとともに、申出によりＨＩＶ検査を行います。 

【君津健康福祉センター】 

◇自殺予防対策 

自殺対策推進計画の取組を推進します。【健康推進課】 

◇一般介護予防事業 

地域における高齢者の介護予防の取組の普及啓発を行い、活動につなげていきます。

また、活動団体への補助金の交付やリハビリテーション職の関与による介護予防の強化

に努めます。【高齢者支援課】 

  



 

59 

（２）医療サービス 

No. 事業名 事業内容 担当課等 

① 自立支援医療 

（更生医療、育成

医療） 

身体障害者手帳を取得し、該当となる治療が必要

な方を対象に、適切な医療の給付を行い、その医療

費の経済的な負担の軽減を目的として、費用の９割

に相当する額を保険・公費で負担します。 

障がい者支援課 

② 自立支援医療 

（精神通院医療） 

精神障がいに係る通院医療に関して、費用の９割

に相当する額を保険・公費で負担します。 

障がい者支援課 

③ 重度心身障害者 

医療費の助成 

重度心身障がいのある人が医療機関等で診療を受

けた場合に、健康保険が適用される医療費を助成す

ることにより、経済的な負担の軽減を図ります。 

障がい者支援課 

④ 精神障害医療費の

助成 

精神障がいのある人に対し、精神障がいの治療の

ための医療費を助成することにより、経済的負担を

軽減します。 

障がい者支援課 

⑤ 難病患者療養 

見舞金の支給 

指定難病又は小児慢性特定疾病の治療のため、１

か月以上継続的に入院又は通院している人に対し、

見舞金を支給します。 

障がい者支援課 

⑥ 中核医療機関との

連携 

専門的な治療機関、専門的な機能回復訓練機関と

しての機能を持つ地域の中核医療機関との連携を一

層図っていきます。 

障がい者支援課 

【関連事業等】 

◇高齢者の医療の確保に関する法律による医療の特例適用 

65 歳以上 75 歳未満で一定の障がいの状態にある人については、高齢者の医療の確保に

関する法律により申請することで後期高齢者医療保険に加入することができます。 

【保険年金課】 

◇難病医療費の支給 

国の指定した疾患で、治療が長期にわたり、医療費負担が高額となるため、千葉県に

申請して特定医療費（指定難病）受給者証の交付を受けた人に対して、医療費等の一部

を公費負担することにより、医療費の負担を軽減します。【君津健康福祉センター】 

◇小児慢性特定疾病医療費の支給 

18 歳未満（継続 20 歳未満）の児童で、慢性疾患で治療が長期にわたり、保護者の医療

費負担が高額となるため、千葉県に申請して小児慢性特定疾病医療受給者証の交付を受

けた人に対し、児童の医療費の一部を公費負担することにより、医療費の負担を軽減し

ます。【君津健康福祉センター】 
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◇訪問看護、介護予防訪問看護（介護給付、予防給付） 

要支援者・要介護者で疾患等を抱えている方が居宅において、看護師等から療養上の

世話や診療の補助が受けられるサービスです。【介護保険課】 

◇居宅療養管理指導、介護予防居宅療養管理指導（介護給付、予防給付） 

要支援者・要介護者が居宅において、医師や歯科医師、薬剤師、管理栄養士等から療

養上の管理及び指導が受けられるサービスです。【介護保険課】 

◇短期入所療養介護、介護予防短期入所療養介護（介護給付、予防給付） 

要支援者・要介護者が介護老人保健施設等に短期間入所し、看護、その他の必要な医

療と日常生活上の世話等が受けられるサービスです。【介護保険課】 

◇介護老人保健施設（介護給付） 

医療施設等での治療を終え状態が安定している要介護者が入所し、医師や看護師、介

護福祉士等から在宅生活を送るための看護や介護、リハビリテーションが受けられる施

設サービスです。【介護保険課】 

◇介護医療院（介護給付） 

要介護者に対し、「長期療養のための医療」と「日常生活上の世話（介護）」を一体的

に提供する施設サービスです。【介護保険課】  
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３ 子育て・教育・生涯学習・スポーツ等の振興 

市内の保育所（園）では集団保育が可能な障がいのある児童を受け入れており、学校で

は、特別支援教育のコーディネーターの他、スクールカウンセラーや心の相談員を配置し

ています。近年では、障がいのある生徒や児童が増えていることから、一人ひとりの教育

的ニーズを把握し、きめ細やかな支援を提供するとともに、全ての児童・生徒が互いに理

解し合える、インクルーシブ教育システムの構築を推進する必要があります。 

生涯学習・スポーツに関しては、体力の増強や健康の維持に繋がるスポーツ大会の実施

や自己啓発に取り組む市民の学習活動を促進するための公開講座を通じて、障がいのある

人が社会に参加しやすくなるような取組を推進します。 

（１）子ども・子育ての支援      ★は「障がい福祉計画・障がい児福祉計画」管理事業 

No. 事業名 事業内容 担当課等 

① 障がい児保育★ 児童の健全な発達を支援するため、障がいを持っ

ているものの、集団で保育することが可能な児童に

ついて保育します。 

保育幼稚園課 

② 放課後児童健全 

育成事業 

（放課後児童 

クラブ事業）★ 

放課後児童クラブは、保護者が就労等により昼間

家庭にいない子どもたちを、放課後に適切な遊び及

び生活の場を与えて、その健全な育成を図るための

施設で、障がいのある子どもについても、適正な保

育が行えるよう、年１回研修を開催し、支援員は受

講することとしています。 

また、障がいのある子どもを受け入れる放課後児童

クラブに専門知識等を有する支援員を配置するため

の費用として補助金の交付を行います。 

子育て支援課 

③ ファミリー・サ

ポート・センター

事業★ 

子育て環境の向上を図るため、育児等の援助を希

望する利用会員と援助を行いたい提供会員が助け合

う、ファミリー・サポート・センターを運営してい

ます。障がいのある子どもたちについても、子ども

の状況を見極めた上で、提供会員に対し援助の受入

れに向けた連絡調整を行います。 

子育て支援課 

④ ライフサポート

ファイルの活用★ 

幼児期から学童期・青年期へのライフステージの

変化を通じ、切れ目のない一貫した療育・教育支援

体制の充実を図ります。 

袖ケ浦市地域総合

支援協議会 
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（２）インクルーシブ教育システムの構築 

No. 事業名 事業内容 担当課等 

① 特別支援教育の 

推進 

（特別支援教育 

総合推進事業） 

発達障がいを含むすべての障がいのある児童・生

徒の支援のため、就学指導コーディネーターによる

就学指導・就学相談、外部専門家による巡回指導、

学生支援員の活用などを実施し、教育現場における

特別支援教育の体制整備を総合的に推進します。 

学校教育課 

② 専門家チームの 

設置及び巡回相談

の実施 

特別な支援を必要とする児童・生徒を把握し、学

習障害（ＬＤ）、注意欠陥多動性障害（ＡＤＨＤ）・

高機能自閉症（ＨＦＡ）等の児童・生徒を含め、障

がいのある児童・生徒に対する支援体制を整備促進

するために、教育・医療・保健・福祉等関係者から

なる「専門家チーム」を設置しています。 

また、要請に応じ巡回相談員を派遣し、幼稚園

（保育所）、小・中学校及び高等学校の児童・生徒に

対する総合的な支援体制の整備を図るとともに、望

ましい教育的対応の助言等を行います。 

学校教育課・ 

障がい者支援課・ 

子育て支援課・ 

保育幼稚園課・ 

健康推進課 

③ 通級指導による 

特別支援教育の 

充実 

通級指導教室を開設し、通常教室に籍を置きなが

ら障がいのある児童・生徒のニーズに応じた教育を

推進します。 

学校教育課 

④ 市特別支援教員 

雇用による特別 

支援教育の充実 

（特別支援教員 

活用事業） 

通常学級において、学習障害（ＬＤ）、注意欠陥多

動性障害（ＡＤＨＤ）・高機能自閉症（ＨＦＡ）等

様々な障がい及びその傾向のある児童・生徒に対

し、学習・生活上の困難を改善するために、特別支

援教員を配置します。 

学校教育課 

⑤ 特別支援教育就学 

奨励費の支給 

（特別支援教育就学

奨励費事業） 

特別支援学級に就学している児童・生徒の保護者

の経済的負担を軽減するため、就学のための必要な

費用の一部を奨励費として支給します。 

学校教育課 
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（３）教育環境の整備 

No. 事業名 事業内容 担当課等 

① 教育相談 障がいのある児童・生徒に対する適切な対応や指

導を行ったり、保護者の悩み等に対応するため、ス

クールカウンセラー、心の相談員を１校に１名ずつ

配置します。 

学校教育課 

② うぐいす教育相談 発達障がいを持つ又はその疑いがある児童・生徒

を対象に、学校職員、保護者と専門医による相談を

行います。 

総合教育センター 

③ 電話相談・ 

来所相談 

障がいのある児童・生徒に対する適切な対応や指

導を行ったり、保護者の悩み等に対応するため、電

話相談・来所相談を行います。 

総合教育センター 

④ 教職員研修の充実 夏季教職員研修にて特別支援教育に関する講座を

開設し、障がいのある児童・生徒について教職員の

理解を深め、指導の工夫・改善を図ります。 

総合教育センター 

⑤ 学校見学会・ 

体験学習・ 

教育相談 

学校案内の資料を活用し、学校や学部の教育課程

等の理解を図ります。 

幼児・児童・生徒や保護者が就学先や進路先を選

択する際の参考となるように行います。 

就学・転学や高等部入学者選考に関わる教育相談に

対応します。 

特別支援学校 
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（４）生涯学習・スポーツ 

No. 事業名 事業内容 担当課等 

① 障がいのある人に

対応した社会体育

施設の整備 

屋内外のスポーツ拠点施設である臨海スポーツセ

ンターと総合運動場において、障がいのある人のた

めのバリアフリー対策、安全に配慮した施設整備の

可能性の検討を進め、利用者ニーズに対応した社会

体育施設の適切な改修・修繕を進めます。 

スポーツ振興課 

② 君津地域心身障害

者（児）スポーツ

大会 

君津地域（袖ケ浦市、木更津市、君津市、富津

市）の障がいのある人を対象に、４市合同のスポー

ツ大会を実施し、障がいのある人の交流の場の提供

及びスポーツを通じて体力の増強、機能の回復及び

残存能力の向上を図ります。 

障がい者支援課 

③ 市民三学大学講座 自己啓発に取り組む市民の学習活動を促進するた

め、各分野の著名人を迎えて、公開講座を開催しま

す。聴覚障がいのある人も講演内容を理解できるよ

う、手話通訳者による同時通訳を実施します。 

生涯学習課 

④ 図書館サービス 視覚障がいや寝たきり等の理由により、図書館利

用が困難な市民に、宅配サービス等による貸出サー

ビスを提供します。また、「サピエ」に加入すること

で、活字による読書が困難な方にも資料を提供して

いきます。 

中央図書館 

【関連事業等】 

◇千葉県障害者スポーツ大会 

毎年１回、５月頃に千葉県総合運動場で行います。なお、この大会は全国障害者ス

ポーツ大会の千葉県代表の選考会を兼ねています。【障がい者支援課】 
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４ 雇用・就業・経済的自立の支援 

働くことは障がいの有無に関わらず、自己実現を図る上で大きな意義があり、社会に参

加していく上で重要な要素となります。障がいのある人が自ら望む職場で働くために、

個々の障がいの種別や特性、ニーズに沿った対応を取り、多様性に富んだ働き方ができる

環境づくりを目指します。 

また、障がいのある人が経済的な負担を減らし、地域で自立した生活を営むために、引

き続き関係各所との連携強化や相談支援体制の強化に努めます。 

（１）就労支援 

No. 事業名 事業内容 担当課等 

① 障がい者就労促進

体制の整備 

障がいのある人の社会参加と自立を促進するた

め、就労を支援します。 

また、安定した就労を継続できるよう、就労から

職場定着まで支援するため、各支援機関との連携を

図ります。 

障がい者支援課 

② 自立相談支援事業 

就労準備支援事業 

自立相談支援員及び就労支援員を配置し、経済的

困窮や就労に関する相談を受け、必要な情報の提

供、助言及び関係機関との連絡調整や自立の促進を

図るための個別支援を行います。 

地域福祉課 

③ 市職員としての 

採用促進 

障害者雇用促進法の趣旨に基づき、積極的に障が

いのある人の採用に努め、事業主としての責務と市

内企業に対する市としての先導的役割を果たしてい

きます。 

法定雇用者数を維持し、法定雇用率を達成するた

め、障がいのある人の雇用を推進します。 

職員課 

【関連事業等】 

◇ジョブコーチの派遣推進 

知的障がいのある人、精神障がいのある人の職場適応を容易にするため、関係機関を

通じて職場にジョブコーチを派遣し、事業主、職場の同僚、障がいのある人本人に対し

て、きめ細かな人的支援、助言を行います。 

【木更津公共職業安定所（ハローワーク木更津）】 

◇特定求職者雇用開発助成金 

障がいのある人等就職が特に困難な人を、公共職業安定所又は適正な運用を期するこ

とのできる有料・無料職業紹介事業者の紹介により雇い入れた事業主に対しては、助成

金を交付します。【木更津公共職業安定所（ハローワーク木更津）】  
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（２）経済的支援 

No. 事業名 事業内容 担当課等 

① 心身障害者（児）

手当支給事業 

障がいのある人が地域で安定した生活を営むため

に、特別障害者手当等の制度について、対象者への

申請案内や相談を行います。 

障がい者支援課 

  

特別障害者手当 

（国） 

精神又は身体に著しい重度の障がいを有するため

に、日常生活において常時特別の介護を要する 20 歳

以上の在宅の障がいのある人に対して、手当を支給

します。 

 

  
障害児福祉手当 

（国） 

精神又は身体に重度の障がいを有するために、日

常生活において常時の介護を必要とする在宅で障が

いのある児童に対して、手当を支給します。 

 

  
重度心身障害者 

福祉手当（市） 

在宅の 20歳以上 65歳未満の重度知的障がいのある人

及び身体障がいのある寝たきりの人を介護する人に対し

て、手当を支給します。 

 

  心身障害児 

福祉手当（市） 

精神又は身体に障がいのある児童の保護者に対し

て、手当を支給します。 

 

  

特別児童扶養 

手当（国） 

精神又は身体に重度又は中度の障がいを有するた

めに、日常生活において常時の介護を必要とする

か、あるいは障がいの状態にある 20 歳未満の児童を

育てている父母又は父母に代わって児童を養育して

いる人に対して、手当を支給します。 

 

  

児童扶養手当 

（国） 

父母のいずれかがいないか、あるいは父母のいず

れかに重度の障がいがある家庭などの児童（18 歳に

達する以降の最初の３月 31 日までにある人、障がい

のある児童は 20 歳未満）の父母、又は父母に代わっ

て養育している人に対して、手当を支給します。 

子育て支援課 

② 障害基礎年金・ 

障害厚生年金・ 

障害共済年金・ 

特別障害給付金 

一定の要件等に該当するものが、病気やけがで所

定の障がいのある状態となった場合に、その程度に

応じて年金・一時金が支給されます。 

保険年金課・ 

日本年金機構・ 

各共済組合 

③ 心身障害者扶養 

年金 

障がいのある人の保護者が一定額の掛金を納付

し、保護者に万一のことがあった場合に、残された

障がいのある人に終身一定額の年金を支給します。 

障がい者支援課 

④ 自立相談支援事業 自立相談支援員を配置し、経済的困窮や就労に関

する相談を受け、必要な情報の提供、助言及び関係

機関との連絡調整や自立の促進を図るための個別支

援を行います。 

地域福祉課 
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【関連事業等】 

◇所得税・住民税等の優遇措置 

身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている人に、障が

いの程度に応じて、所得税、住民税の障害者控除、特別障害者控除、同居特別障害者扶

養控除をします。このほか、障がいの内容や程度に応じて、個人事業税、相続税、贈与

税、小額貯蓄の利子等の非課税の扱いがあります。 

【課税課・木更津税務署・木更津県税事務所】 

◇自動車税等の減免 

身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている人に、障が

いの程度に応じて、自動車税、軽自動車税の減免をします。【課税課・木更津県税事務所】 

◇有料施設利用料の減免 

身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている人は、市内

体育施設（総合運動場、サッカー場、野球場、臨海スポーツセンター等）の利用料を全

額減免します。また、袖ケ浦健康づくり支援センター（ガウランド）の使用料を本人と

付添人１人まで全額免除します。【スポーツ振興課・健康づくり支援センター】 

◇住宅のバリアフリーリフォームによる所得税・固定資産税の優遇措置 

身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳の交付等を受けている人が居住

する住宅についてバリアフリーリフォームを行った場合に、所得税額の控除及び固定資

産税の減額をします。【課税課・木更津税務署】 

◇障害補償給付・障害給付 

業務又は通勤が原因となった負傷や疾病が治ったとき、身体に一定の障がいが残った

場合には、年金・一時金を支給します。【木更津労働基準監督署】 

◇各種料金の割引・減免等についての案内 

障がいのある人を対象とした鉄道・バス運賃の割引、国内航空旅客運賃の割引、タク

シー運賃の割引、有料道路における通行料金の割引、ＮＨＫ放送受信料の減免等、携帯

電話基本料金等の割引、郵便料金の割引について、市ホームページ等を通じて情報提供

を行います。【障がい者支援課】 
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５ 安全・安心な生活環境の整備 

障がいのある人が地域で自分らしく生活を送ることができるよう、日常生活に関する支

援や外出時における移動支援等のサービスの充実を図るとともに、市内の公共施設や道路

等におけるバリアフリー化を引き続き推進します。 

また、福祉に関する情報の取得については、インターネットや市の広報、ガイドを有効

的に活用していき、情報アクセシビリティの向上を図った上で福祉に関する情報を切れ目

なく提供できるように努めます。 

（１）居住支援            ★は「障がい福祉計画・障がい児福祉計画」管理事業 

No. 事業名 事業内容 担当課等 

① 日常生活用具給付

等事業★ 

障がいのある人に対して、日常生活用具を給付又

は貸与すること等により、日常生活の便宜を図りま

す。 

障がい者支援課 

② 生活ホーム運営 

助成事業 

独立した生活を求めている、あるいは家庭におけ

る養育が困難な知的障がいのある人に対し、居室等

を提供し、日常生活及び社会適応に必要な各種援助

を行っている事業者へ補助金を交付します。 

障がい者支援課 

③ 各種サービスの 

提供★ 

障がいのある人の自立した生活を支援し、安全・

安心な生活環境を整備するために、様々な支援サー

ビスを、歳用計画に基づいて適切に提供します。 

また、法改正に伴うサービス内容の変更や事業の改

廃にも対応し、サービスの安定提供に努めます。 

障がい者支援課 

【関連事業等】 

◇高齢者等住宅整備資金貸付事業 

高齢者が自宅で日常生活を営むことができるよう浴室やトイレの改修、段差の解消、

手すり、スロープの設置等の住宅改修に対し、資金を無利子で貸付します。 

【高齢者支援課】 

◇木造住宅耐震化促進事業 

安全で災害に強いまちづくりを実現するために、耐震診断及び耐震改修工事補助を行

います。【都市整備課】 

◇住宅改修、介護予防住宅改修（介護給付、予防給付） 

要介護者・要支援者の居宅における日常生活の自立のため、手すりの取り付けや床等

の段差解消の工事等を行う際、その費用の一部を支給します。【介護保険課】 
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◇介護老人福祉施設（介護給付） 

常時介護が必要で居宅での生活が困難な要介護３～５と認定された人が入所でき、日

常生活上の支援や介護を受けられる施設サービスです。【介護保険課】 

◇地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護（介護給付） 

居宅での生活が困難な要介護者が入所し、入浴・排泄・食事等の日常生活上の世話や

機能訓練、療養上の世話が受けられる施設サービスです。【介護保険課】 

◇認知症対応型共同生活介護、介護予防認知症対応型共同生活介護（介護給付、予防給付） 

認知症の要介護者・要支援者が、身近な施設（グループホーム）において少人数で共

同生活を送りながら、入浴・排泄・食事等の介護その他の必要な日常生活上の世話や機

能訓練等を受けられる居住サービスです。【介護保険課】 

◇特定施設入居者生活介護、介護予防特定施設入居者生活介護（介護給付、予防給付） 

有料老人ホームやケアハウス等の特定の施設に入居する要介護者・要支援者が、入

浴・排泄・食事等の介護その他の日常生活上の世話や機能訓練等を受けられる居住サー

ビスです。【介護保険課】 
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（２）移動支援            ★は「障がい福祉計画・障がい児福祉計画」管理事業 

No. 事業名 事業内容 担当課等 

① 移動支援事業★ 屋外での移動が困難な障がいのある人について、

外出のための支援を行うことにより、地域における

自立生活及び余暇活動等の社会参加を支援します。 

障がい者支援課 

② 重度心身障害者 

福祉タクシー事業 

在宅の重度の心身障がいのある人に対して、タク

シーの利用券を交付します。 

障がい者支援課 

③ 車いすの貸出し 障がい、高齢、疾病等により歩行が困難な人を対

象に、３か月を限度に車いすの貸出しを行います。 

袖ケ浦市社会福祉

協議会 

④ 居宅介護 

（通院等介助）★ 

移動するに当たっての支援と介護を一体的に提供

する必要がある障がいのある人について、居宅介護

（通院等介助、通院等乗降介助）により対応しま

す。 

障がい者支援課 

⑤ 移送サービス 障がいや高齢により、一般の交通手段では通院等

が困難な低所得の市民の方を対象に、ボランティア

の協力により送迎を行い、自宅から市内・近隣市の

医療機関等までの移動を支援します。 

袖ケ浦市社会福祉

協議会 

⑥ 福祉カー貸出 障がいのある人の家族等に対して、スロープ付ワ

ゴン車（袖ケ浦ゆうあい号）を貸し出し、通院や買

い物、旅行等の外出を支援します。 

障がい者支援課・ 

袖ケ浦市社会福祉

協議会 

【関連事業等】 

◇地域公共交通づくり事業 

地域住民の交通利便性を確保するため、既存バス路線の運行を維持するための補助金

交付等を行います。また、交通弱者の移動手段について、地域住民・ＮＰＯ等が主体と

なった取組に対して支援します。【企画政策課・高齢者支援課】 
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（３）情報アクセシビリティの向上 

No. 事業名 事業内容 担当課等 

① 音声コード等の 

利用促進 

視覚障がいのある人が、文書からの情報を容易に

得られるようにするため、市が作成するリーフレッ

ト等で、音声コード等の利用を促進します。 

障がい者支援課 

② 声の広報、 

インターネットに

よる市政情報提供 

視覚障がいのある人が、市からの情報を容易に得

られるようにするため、広報紙の内容をボランティ

ア団体の協力によりＣＤに吹き込み、希望者に貸し

出します。また、市ホームページを、ＪＩＳ標準規

格である音声読み上げソフトに対応した文章表記で

作成するなど、アクセシビリティの向上に努め、障

がいのある人への情報提供を充実させていきます。 

秘書広報課 

 

（４）生活環境の整備 

No. 事業名 事業内容 担当課等 

① 小中学校における

バリアフリー化 

市内にある小学校７校、中学校５校では、車いす

用スロープ、洋式トイレの設置、階段両側への手す

りの設置等に取り組んでおり、今後とも「福祉のま

ちづくり条例関連学校改修時の基本方針」に沿った

上で、施設の大規模改修等に併せてバリアフリー化

を進めていきます。 

教育総務課 

② 庁舎整備事業 来庁者の利便性及び安全性の向上を図るため、庁

舎の再整備に当たっては、ユニバーサルデザインに

配慮した整備を推進します。 

資産管理課 
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６ 防災・防犯等の推進 

避難行動要支援者登録制度の普及や障がい者の防災訓練等への参加を促進するとともに、

防災・避難情報の提供や福祉避難所の整備等、関係各所との連携を強化し、防災・災害時

の支援体制の充実を図ります。 

また、障がいのある人が安心して地域で生活が営めるよう、継続的に防犯関係のチラシ

やメールを通して注意喚起を行い、市民の防犯意識を高めるとともに、万が一、犯罪等に

巻き込まれてしまった際にも関係機関と連携し、被害解決に向けた支援を行います。 

（１）防災対策の推進 

No. 事業名 事業内容 担当課等 

① 要配慮者の避難 

支援 

災害時に自力又は家族の支援だけでは避難が困難

である要援護者が安否確認や避難支援など必要な支

援が受けられるように、袖ケ浦市避難行動要支援者

登録制度により、手上げ方式及び同意方式（民生委

員児童委員などと連携）により、登録台帳の整備・

更新等を行い、避難行動要支援者の把握に努めま

す。 

また、関係機関と連携して避難所における支援の

あり方を検討し、要配慮者に配慮した避難生活環境

の充実に努めます。 

防災安全課 

② 家具転倒防止器具

取付事業 

地震における家具転倒等による被害から高齢者及

び障がい者の生命及び財産を守るため、申請のあっ

た対象者に対し家具転倒の防止措置を講じることに

より、安心して生活できる環境の整備を図ります。 

高齢者支援課・ 

障がい者支援課 
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（２）防犯対策の推進 

No. 事業名 事業内容 担当課等 

① 消費者トラブルの

防止及び被害解決

に向けた支援 

消費者トラブルや振り込め詐欺、還付金詐欺等に

よる被害が急増する中で、障がいのある人がこうし

たトラブルや犯罪等に巻き込まれないため、また、

巻き込まれてしまった場合には被害解決に向けて関

係機関との連携を図り支援を行います。 

障がい者支援課 

【関連事業等】 

◇緊急通報システム等給付貸付事業 

ひとり暮らしの高齢者等に対し、緊急通報システム等を貸付し、安心して自宅で生活

できる環境の整備を図ります。【高齢者支援課】 

◇高齢者見守りネットワーク事業 

高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、協力事業者、関係団体等による

ネットワークにより「さりげない見守り」を実施します。【高齢者支援課】 
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７ 障がい理解・差別の解消・権利擁護・虐待防止の推進  

障がいの有無に関わらず、誰もが自分らしく生きることができる共生社会の実現を目指

すには、市民や事業者が福祉教育やイベント等を通して、「障がい」についての理解を深め、

お互いに助け合い、支え合う地域づくりを推進していくことが必要です。併せて、障がい

のある人の問題を「他人事」ではなく、「我が事」として考えていくことも、共生社会の実

現に大きく繋がります。誰もが安心して暮らせる地域づくりに向けて、市民や事業所職員

等の「障がい」に対する理解を深め、共に生きる意識を醸成するための施策を推進します。 

また、自らの意思を主張したり、一人で選択・決定の判断が難しい人に対しては、本人

の人権や財産を守りながら、権利を行使できるように支援する必要があります。障がいの

ある人が地域社会に参加しながら自らの意思を尊重した生活が送れるように、引き続き成

年後見制度や権利擁護事業の周知を徹底するとともに、差別・虐待防止に関する啓発や支

援体制の強化に努めます。 

（１）障がい理解・交流 

No. 事業名 事業内容 担当課等 

① 福祉教育 車いすや障がい者・高齢者の疑似体験器具を使用

した福祉体験学習などを実施し、児童生徒が地域の

一員として、福祉に関する理解を深め、実践的な態

度を育てます。また、市民向けにも障がいに対する

理解を深める講座等を実施し、市民の福祉意識の醸

成を図ります。 

障がい者支援課・

学校教育課・ 

生涯学習課・ 

袖ケ浦市社会福祉

協議会 

② 心身障がい児者の

集い 

障がいのある人やその家族が気軽に集い、ボラン

ティア等の協力を得ながら、交流を深めることがで

きる場を充実させます。 

袖ケ浦市社会福祉

協議会 
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（２）権利擁護の推進・虐待の防止 

No. 事業名 事業内容 担当課等 

① 障がい者虐待防止

対策支援事業 

障がい者虐待の未然防止、早期発見、迅速な対

応、その後の障がいのある人及び養護者への適切な

支援を行うため、障がい者虐待防止に対する普及啓

発、関係機関の協力体制の整備や支援体制の強化を

図ります。 

障がい者支援課 

② 県条例に基づく 

権利擁護のための

相談体制の確立 

「障がいのある人もない人も共に暮らしやすい県

づくり条例」に基づき、障がいを理由とする不利益

な取扱いや合理的な配慮に基づく措置の欠如などの

差別をなくすため、個別事案の解決に取り組みま

す。地域相談員を配置し、広域専門指導員と連携し

た上で、場合により調整委員会への申し立て等を行

います。 

君津健康福祉セン

ター 

③ 成年後見制度利用

支援事業 

【市長申立の実施】 

後見制度の利用が必要で申立を行う親族がいない

人について、市長による後見等開始審判請求を実施

します。 

【費用助成の実施】 

申立人が市長または親族等を問わず、必要な人に

申立費用や後見人等報酬費用の助成を行います。 

高齢者支援課・ 

障がい者支援課 

④ 法人後見事業 高齢や知的障がい、精神障がいなどにより意思決

定が困難な人の判断能力を補うため、社会福祉協議

会が法人として成年後見人等となり、財産管理、身

上監護を行います。 

袖ケ浦市社会福祉

協議会 

⑤ 日常生活自立支援

事業 

障がいのある人や高齢者で、サービスの利用に必

要な契約の内容を説明すれば理解できる人に対し、

福祉サービス利用に関する援助、金融機関からの現

金の引き出し等の財産管理サービス、重要な書類の

預かり等の財産保全サービスを行います。 

事業の利用を継続する中で判断能力の低下がみら

れた場合は、市と協力し法定後見の利用につなぎま

す。 

袖ケ浦市社会福祉

協議会 
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【関連事業等】 

◇高齢者虐待防止事業・権利擁護事業 

成年後見制度の活用支援、老人福祉施設等への措置に関する相談、虐待への対応と防

止、複雑な課題を抱えた事例への対応、消費者被害への対応と防止等に当たります。 

【高齢者支援課】 

（３）障がいを理由とする差別の解消の推進 

No. 事業名 事業内容 担当課等 

① 障がい者差別に 

関する相談受付 

及び対応等 

障がいのある人及びその家族やその他関係者から

の障がいを理由とする差別に関する相談を受け付

け、対応します。 

障がい者支援課 

② 障がい者差別に 

関する啓発活動 

及び指導 

障害者差別解消法についての周知をはじめ、障が

いのある人に対する偏見や差別の是正のための啓発

活動を推進するとともに、合理的配慮の提供等の取

組に向けた助言・指導を行います。 

障がい者支援課 

③ 障がい者差別解消

の推進 

障がいを理由とする差別に関する相談があった場

合は、その内容や対応について、事後に「障がい者

差別解消支援地域協議会」に報告、情報を共有し、

対策を検討することで、障がい者差別の解消を推進

します。袖ケ浦市においては、「袖ケ浦市地域総合支

援協議会」がその役割を担います。 

障がい者支援課 
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第４章 袖ケ浦市障がい福祉計画（第７期） 

・袖ケ浦市障がい児福祉計画（第３期） 

 

第１節 計画の趣旨 

障がい福祉計画及び障がい児福祉計画は、障害者総合支援法・児童福祉法の改正内容及

び近年の障がい者福祉の動向を踏まえつつ、「障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の

円滑な実施を確保するための基本的な指針」（以下「基本指針」という。）に即して、障が

いのある人が身近な地域で安心して暮らすために必要な基盤整備等についての目標を設定

するとともに、それらのサービス提供体制が計画的に確保されるようにすることを目的と

しています。 

○障がい福祉計画は、障害者総合支援法第 88条の規定により、国の基本指針に即して、障害

福祉サービスの提供体制の確保その他この法律に基づく業務の円滑な実施に関する計画を

策定するものです。 

○障がい児福祉計画は、児童福祉法第 33 条の 20 の規定により、国の基本指針に即して、障

害児通所支援及び障害児相談支援の提供体制の確保その他障害児通所支援及び障害児相談

支援の円滑な実施に関する計画を策定するものであり、同法第６項の規定により、障がい

福祉計画に包含して策定します。 

国は、基本指針の中で計画策定に当たって即すべき事項として、「障害福祉サービスや支

援等の提供体制の確保」について「成果目標」を設定し、これを達成するための「活動指

標」を見込むこととしています。「成果目標」を設定する項目については、基本指針の中で

具体的に示し、「達成年度」や「達成割合」についても、基本とする年次や割合を示してい

ます。 

本市は、近隣市と比較して多くの障害福祉施設が整備されているため、利用者のニーズ

に応じたサービスの提供体制は充実しており、地域の関係機関によるネットワークとして、

袖ケ浦市地域総合支援協議会及び同協議会の実務者会を組織して、市と密接に連絡調整を

行い、障がいのある人に対する支援の向上を図っています。 

計画策定に当たっては、このような状況を踏まえた上で、今後の対象者の見込みや、「袖

ケ浦市障がい福祉計画（第６期）」及び「袖ケ浦市障がい児福祉計画（第２期）」における

成果目標の達成状況、サービス等の利用状況、そして、市内の障がい福祉施設の状況や袖

ケ浦市地域総合支援協会の意見等を踏まえ、国の基本指針に即したサービス、支援等の提

供体制の確保策、「活動指標」としての見込量について定めることとします。 
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第２節 障がい福祉計画・障がい児福祉計画の取組状況 

１ 成果目標の達成状況 

「袖ケ浦市障がい福祉計画（第６期）」及び「袖ケ浦市障がい児福祉計画（第２期）」で

は、国の基本指針に即して以下の７つの項目を成果目標として定め、サービス提供体制の

確保等に取り組んできました。 

（１）施設入所者の地域生活への移行 

（２）精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 

（３）地域生活支援の整備 

（４）福祉施設から一般就労への移行等 

（５）障がい児支援の提供体制の整備等 

（６）相談支援体制の充実・強化等 

（７）障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築 
 

（１）施設入所者の地域生活への移行 

○国の障害者基本計画の基本原則である「地域社会における共生等」を実現するため、地

域生活への移行を進めるという観点から、相談支援事業所や施設などと連携し、地域生

活への移行に向けた支援に取り組んできました。 

○サービスの質や量の確保等とともに、希望する人が必要なサービスを受けられるよう支

援に努めており、令和４年度末時点において、地域生活移行者数は３人、施設入所者数

は63人と既に達成している状況にあります。 

○施設入所者の地域移行に限らず精神科病院長期入院者の地域移行も含めた障がい者の地

域移行について、引き続き希望者が地域移行ができる体制を整える必要があります。 

■成果目標と実績■ 

区分 項目 数値 備考 

地域生活へ
の移行 

令和元年度末の施設入所者数（ａ） 66人 （令和元年度末時点の利用人員） 

【目標値】 
令和５年度末時点の地域生活移行者
数（施設入所からグループホーム等
への移行者数） 

２人 
国の基本指針に定める目標（令和
元年末の施設入所者数×６％）
に、地域の実情を勘定し調整 

【令和４年度末現在の実績】 ３人  

施設入所者
数の削減 

【目標値】 
令和５年度末時点の施設入所者数

（ｂ） 
64人 

国の基本指針に定める目標（令和
元年末の施設入所者数―（令和元
年末も施設入所者数×1.6％））
に、地域の実情を勘定し調整 

【令和４年度末現在の実績】 63人  

【目標値】削減人数（ａ－ｂ） ２人 差引減少者数 

【令和４年度末現在の実績】 ３人  
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（２）精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 

○精神障がいのある人が地域の一員として、安心して自分らしい暮らしをすることができ

るよう、医療、障がい福祉等の関係者が情報共有や連携する体制として、「君津地区四市

精神障がいにも対応した地域包括ケアシステム構築推進連携会議」を設置することがで

きました。 

○「君津地区四市精神障がいにも対応した地域包括ケアシステム構築推進連携会議」にお

いて、引き続き医療、障がい福祉等の関係者が情報共有や連携を図っていく必要があり

ます。 

■成果目標と実績■ 

区分 項目 数値 備考 

精神保健医療福祉体
制の基盤整備量 

【目標値】 
保健、医療、福祉関係者に
よる協議の場の開催回数 

年２回 
令和５年度末までに市又は圏
域に１つ以上確保し、開催す
るよう設定 

【令和４年度末現在の実績】 年２回  
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（３）地域生活支援の整備 

○障がい者（児）の重度化・高齢化や「親亡き後」に備えるとともに、入所施設や病院か

らの地域移行の促進、重度障がいにも対応することができる専門的人材の育成・確保、

地域の生活で生じる障がい者（児）やその家族の緊急事態への対応に係る体制等の整備

を図る観点から、地域総合支援協議会の実務者会議において協議を進め、令和５年度か

ら地域生活支援拠点事業を開始しました。 

○市、基幹相談支援センター及び登録事業所において、常に緊急時対応にかかる対応につ

いて共通認識を図っていく必要があります。また、登録事業所を増やせるよう周知をし

ていく必要があります。 

■成果目標と実績■ 

区分 項目 数値 備考 

地域生活支援拠点
等の整備状況 

【目標値】 
 地域生活支援拠点等の整備 

１箇所 
令和５年度末までに市又は圏
域に１つ以上確保 

【令和４年度末現在の実績】 ―  

【目標値】 
 地域生活支援拠点等の運用

状況の検証、検討 
年１回 

年１回以上運用状況を検証、
検討を実施することとして調
整 

【令和４年度末現在の実績】 ―  
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（４）福祉施設から一般就労への移行等 

○障がいのある人が就労を通じ、誇りをもって自立した生活を送ることができるよう、就

労移行支援事業等の推進により、障がいのある人の就労の場を確保するとともに、就労

移行支援事業所の就職移行率の増加を図ってきました。 

○令和４年度末時点において、「福祉施設から一般就労への移行者数」は６人と目標達成に

は至っておりません。また、「就労移行支援事業等を通じた一般就労へのうち移行者のう

ち、就労定着支援事業利用者数」についても、３人と目標達成には至っておりません。 

○就労移行支援の利用者は一定程度維持しており、一般就労につながらない利用者に対し

てどのように支援していくかが課題となっています。更には、就労定着支援の利用者が

増加しており、一般就労の定着に向けた支援を一層進めていく必要があります。 

■成果目標と実績■ 

区分 項目 数値 備考 

福 祉 施
設 か ら
一 般 就
労 へ の
移行 
 

福祉施設から一般就労への移行者数 
（令和元年度） 

５人 

（令和元年度中に福祉施設を退
所し、一般就労した者の数） 

 

うち就労移行支援事業を通じた移行 ５人 

うち就労継続支援Ａ型事業を通じた移行 ０人 

うち就労継続支援Ｂ型事業を通じた移行 ０人 

【目標値】 
就労移行支援事業等を通じた一般就労への 
移行者数（令和５年度） 

８人 
国の基本指針に定める目標
に、地域の実情を勘定し調整 

【令和４年度末現在の実績】 ６人  

 

【目標値】 就労移行支援事業 ６人 （５人×1.30） 

【令和４年度末現在の実績】 ６人  

【目標値】 就労継続支援Ａ型事業 １人 （1.26倍以上） 

【令和４年度末現在の実績】 ０人  

【目標値】 就労継続支援Ｂ型事業 １人 （1.23倍以上） 

【令和４年度末現在の実績】 ０人  

一 般 就
労 へ の
定着 

就労定着支援事業所数 10事業所 
（令和元年度において就労定着
支援事業を実施している事業所
数） 

【目標値】 
就労移行支援事業等を通じた一般就労への 
移行者のうち、就労定着支援事業利用者数
（令和５年度） 

４人 

これまでの実績や現状の動向
を考慮した上で国の方針を踏
まえ、一般就労移行者のう
ち、７割以上の利用を基本と
して調整 

【令和４年度末現在の実績】 ３人  

【目標値】 
就労定着率 80％以上の就労定着支援事業所数 

８事業所 
全事業所数の８割以上を基本
として調整（10事業所×0.8） 

【令和４年度末現在の実績】 ９事業所  
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（５）障がい児支援の提供体制の整備等 

○本市内では、社会福祉法人が児童発達支援センターを運営しています。また、君津圏域

においては、君津郡市広域市町村圏事務組合が児童発達支援センター「きみつ愛児園」

を設置運営しているところであり、今後のあり方について君津４市で協議を行ってきま

した。 

○「医療的ケア児支援のための場」については、君津４市での設置や市単独での設置につ

いて検討してきましたが、未設置となっています。また、保育所等訪問支援を利用でき

る体制について確保には至っていない状況です。 

○「医療的ケア児支援のための協議の場」については、引き続き設置の検討を行い、設置

に向けて取り組んでいく必要があります。 

○関係機関と連携して圏域内の事業所への働きかけを行い、保育所等訪問支援を利用でき

る体制を構築していく必要があります。 

■成果目標と実績■ 

区分 項目 数値 備考 

地域支援体
制の構築 

【目標値】 
児童発達支援センターの設置 

１箇所 
（１箇所） 

君津圏域での設置 
（本市内での設置） 

【令和４年度末現在の実績】 
３箇所 

（１箇所） 
 

【目標値】 
保育所等訪問支援を利用できる 
事業所数 

1事業所 令和５年度末までに補強 

【令和４年度末現在の実績】 ―  

主に重症心
身障がいの
児童への支
援 

【目標値】 
当該児童発達支援事業所数 

１事業所 
君津圏域での設置を基本と
し、令和５年度末までに整備 

【令和４年度末現在の実績】 ３事業所  

【目標値】 
当該放課後等デイサービス事業所 
数 

1事業所 
君津圏域での設置を基本と
し、令和５年度末までに整備 

【令和４年度末現在の実績】 ３事業所  

医療的ケア
児支援 

【目標値】 
医療的ケア児支援のための 
協議の場の設置 

１箇所 令和５年度末までに整備 

【令和４年度末現在の実績】 ―  

【目標値】 
医療的ケア児等に関する 
コーディネーターの配置人数 

1人 令和５年度末までに配置 

【令和４年度末現在の実績】 ―  
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（６）相談支援体制の充実・強化等 

○本市では、基幹相談支援センターとの連携により、福祉に関する問題について相談に応

じる体制の整備が図れておりますが、人材育成や連携強化の取組の実施には至っていな

い状況です。 

○基幹相談支援センターを中心に、引き続き相談体制を維持していくとともに、関係機関

との連携強化の取組を進めていく必要があります。 

■成果目標と実績■ 

区分 項目 数値 備考 

総合的・専
門的な相談
支援 

【目標値】 
障がいの種別や各種のニーズに 
対応できる総合的・専門的な 
相談支援実施箇所数 

１箇所 令和５年度末まで設置 

【令和４年度末現在の実績】 １箇所  

地域の相談
支援体制の
強化 

【目標値】 
地域の相談支援事業者に対する 
訪問等による専門的な指導・助言
件数 

年 12回 
基幹相談支援センターにおけ
る専門的な指導・助言件数の
設定 

【令和４年度末現在の実績】 年 11回  

【目標値】 
地域の相談支援事業者の人材育成
の支援件数 

年３件 
基幹相談支援センターにおけ
る人材育成の支援件数の設定 

【令和４年度末現在の実績】 年０件  

【目標値】 
地域の相談機関との連携強化の 
取組の実施回数 

年８回 
基幹相談支援センターとの連
携強化の取組の実施回数の設
定 

【令和４年度末現在の実績】 年９回  
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（７）障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築 

○千葉県が実施する障害福祉サービス等に係る研修への参加については、市職員も積極的

に参加しているものの、目標の達成には至っていない状況です。 

○「障害者自立支援審査支払等システム」により審査結果を事業所と情報共有することで

適切な障害福祉サービスが提供できています。 

○県が実施する障害福祉サービス等に係る研修その他の研修に関し、引き続き積極的に参

加し障害福祉サービスに関する理解に努め、その提供が適切に行われるように取り組み

ます。 

■成果目標と実績■ 

区分 項目 数値 備考 

障害福祉サービス
等に係る各種研修
の活用 

【目標値】 
 県が実施する障害福祉サー
ビス等に係る研修その他の
研修への市職員の参加人数 

年 10人 
研修会に市職員１名以上の参加
として設定 

【令和４年度末現在の実績】 ２人  

「障害者自立支援
審査支払等システ
ム」による審査結
果の共有 

【目標値】 
 事業所や関係自治体等と 
共有する回数 

年１回 
袖ケ浦市地域総合支援協議会
における会議等で共有するも
のとして設定 

【令和４年度末現在の実績】 年１回  
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２ 障害福祉サービス等・障害児通所支援等の利用状況 

障害者総合支援法によるサービスは、大きく「自立支援給付」と「地域生活支援事業」

で構成されています。「自立支援給付」は、障害者総合支援法に基づく基準で実施する事業

（全国共通の事業）であり、「地域生活支援事業」は地域の特性や利用者の状況に応じた柔

軟な業務形態により実施するものです。 

また、障がい児を対象とした施設・事業等のサービスは、平成24年４月より児童福祉法

に根拠規定が一本化され、体系も再編されました。児童福祉法に基づく基準で実施する

「障害児通所支援等」は「自立支援給付」と同様に全国共通の事業です。 

■障害者総合支援法に基づく事業、児童福祉法に基づく事業の全体像■ 

 

  

自立支援給付

介護給付
・居宅介護（ホームヘルプ）

・重度訪問介護

・同行援護

・行動援護

・重度障害者等包括支援

・生活介護

・療養介護

・短期入所（ショートステイ）

・施設入所支援

訓練等給付
・自立訓練（機能訓練、生活訓練）

・就労移行支援

・就労継続支援（Ａ型、Ｂ型）

・就労定着支援

・自立生活援助

・共同生活援助（グループホーム）

相談支援給付
・計画相談支援

・地域相談支援

（地域移行支援・地域定着支援）

自立支援医療
・更生医療

・育成医療※

・精神通院医療※

※実施主体は県

補装具

個別に支給決定が行われる

障がい者(児)

地域生活支援事業

利用者の状況に応じて柔軟に実施

・理解促進研修・啓発事業 ・自発的活動支援事業 ・相談支援事業

・成年後見制度利用支援事業 ・成年後見制度法人後見支援事業 ・意思疎通支援事業

・日常生活用具給付等事業 ・手話奉仕員養成研修事業 ・移動支援事業

・地域活動支援センター機能強化事業 ・その他の事業(任意事業等)

袖ケ浦市

・専門性の高い相談支援 ・広域的な対応が必要な事業 ・人材育成 等

支援

千葉県

障害児通所支援等

障害児通所支援
・児童発達支援 ・医療型児童発達支援

・放課後等デイサービス ・保育所等訪問支援

・居宅訪問型児童発達支援

障害児

相談支援
障害児入所支援
・福祉型障害児入所施設

・医療型障害児入所施設

千葉県
袖ケ浦市
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「袖ケ浦市障がい福祉計画（第６期）」及び「袖ケ浦市障がい児福祉計画（第２期）」に

おける、障害福祉サービス等・障がい児支援サービスの活動指標（計画）に対する実績は

以下のとおりです。 

（１）障害福祉サービス（自立支援給付） 

○障害福祉サービス（自立支援給付）の提供については、見込量との乖離がみられるサー

ビスもありますが、求められる必要な支援を提供することができました。 

○引き続き、関係する事業所と連携を強化し、必要な支援を行っていきます。 

■障害福祉サービス（自立支援給付）の実績■ 

サービス名 単位 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

見込量 実績 見込量 実績 見込量 実績見込 

訪
問
系
サ
ー
ビ
ス 

居宅介護 
実人／月 110 87 110 93 111 90 

時間／月 1,789 1,650 1,800 1,610 1,812 1,650 

重度訪問介護 
実人／月 5 4 5 3 5 3 

時間／月 525 518 525 517 525 520 

行動援護 
実人／月 1 1 1 1 1 1 

時間／月 20 8 20 6 20 6 

同行援護 
実人／月 14 12 14 11 14 12 

時間／月 311 157 311 160 311 160 

重度障害者等包括支援 
実人／月 0 0 0 0 0 0 

時間／月 0 0 0 0 0 0 

日
中
活
動
系
サ
ー
ビ
ス 

生活介護 
実人／月 178 176 185 177 192 180 

延人日／月 3,157 3,267 3,185 3,360 3,213 3,400 

自立訓練（機能訓練） 
実人／月 10 5 10 2 10 2 

延人日／月 60 22 60 8 60 8 

自立訓練（生活訓練） 
実人／月 1 9 1 5 1 5 

延人日／月 17 120 17 81 17 80 

就労移行支援 
実人／月 33 30 34 31 35 31 

延人日／月 243 237 247 328 251 330 

就労継続支援（Ａ型） 
実人／月 35 32 40 32 46 32 

延人日／月 504 531 523 480 543 480 

就労継続支援（Ｂ型） 
実人／月 115 123 120 144 125 150 

延人日／月 1,547 1,760 1,561 2,047 1,575 2,100 

就労定着支援 実人／月 6 16 7 17 8 17 

療養介護 実人／月 4 5 4 6 4 6 

短期入所（福祉型） 
実人／月 42 48 43 37 44 40 

延人日／月 492 452 498 537 504 540 

短期入所（医療型） 
実人／月 1 2 1 1 1 1 

延人日／月 5 34 5 31 5 31 
居
住
系
サ
ー
ビ
ス 

自立生活援助 

（うち精神障がい者） 
実人／月 

0 

(0) 

0 

(0) 

1 

(1) 

1 

(0) 

2 

(2) 

1 

(0) 

共同生活援助 

（うち精神障がい者） 
実人／月 

90 

(0) 

102 

(21) 

95 

(1) 

116 

(21) 

100 

(2) 

120 

(21) 

施設入所支援 実人／月 65 66 65 64 66 65 

相
談
支
援 

計画相談支援 実人／月 120 94 140 111 160 120 

地域移行支援 

（うち精神障がい者） 
実人／月 

2 

(1) 

1 

(1) 

3 

(1) 

1 

(1) 

3 

(1) 

1 

(1) 

地域定着支援 

（うち精神障がい者） 
実人／月 

1 

(1) 

0 

(0) 

1 

(1) 

0 

(0) 

2 

(2) 

0 

(0) 
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（２）障害福祉サービス（地域生活支援事業） 

○障害福祉サービス（地域生活支援事業）の提供については、見込量との乖離がみられる

サービスもありますが、求められる必要な支援を提供することができました。 

○各種事業の利用ニーズを踏まえつつ制度の周知を図るとともに、引き続き、関係する事

業所と連携を強化し、障がいのある人の社会参加等のための支援の充実を図っていきま

す。 

■障害福祉サービス（地域生活支援事業）の実績■ 

事業名 単位 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

見込量 実績 見込量 実績 見込量 実績見込 

理解促進研修・啓発事業 実施の有無 有 有 有 有 有 有 

自発的活動支援事業 実施の有無 有 有 有 有 有 有 

相談支援事業        

 ①障がい者相談支援事業 実施箇所数 2 2 2 2 2 2 

  基幹相談支援センター 設置の有無 有 有 有 有 有 有 

 
②基幹相談支援センター等機能強化

事業 
実施の有無 有 有 有 有 有 有 

 ③住宅入居等支援事業 実施の有無 無 無 無 無 無 無 

成年後見制度利用支援事業 実人／年 6 6 7 3 8 5 

成年後見制度法人後見支援事業 実施の有無 有 有 有 有 有 有 

意思疎通支援事業 

（コミュニケーション支援事業） 
       

 ①手話通訳者・要約筆記者派遣事業 実人／年 20 4 21 6 23 6 

 ②手話通訳者設置事業 設置箇所数 1 1 1 1 1 1 

日常生活用具給付等事業        
 ①介護・訓練支援用具 延件／年 4 5 4 4 4 4 

 ②自立生活支援用具 延件／年 7 10 8 6 8 6 

 ③在宅療養等支援用具 延件／年 14 12 14 12 14 12 

 ④情報・意志疎通支援用具 延件／年 12 17 12 16 12 17 

 ⑤排泄管理支援用具 延件／年 1,354 1,202 1,420 1,292 1,490 1,400 

 
⑥居宅生活動作補助用具 

（住宅改修費） 
延件／年 1 2 1 0 1 0 

手話奉仕員養成講座事業 実人／年 1 0 0 1 1 0 

移動支援事業 

実施箇所数 22 14 22 14 22 14 

実人／月 35 25 35 29 35 30 

時間／月 291 172 296 180 300 180 

地域活動支援センター機能強化事業        

 地域活動支援センター（Ⅰ型） 
実施箇所数 1 1 1 1 1 1 

実人／月 71 90 75 75 78 80 

 地域活動支援センター（Ⅱ型） 
実施箇所数 3 3 3 2 3 2 

実人／月 3 3 3 2 3 2 

 地域活動支援センター（Ⅲ型） 
実施箇所数 5 3 6 4 6 4 

実人／月 12 10 12 7 13 7 

その他の事業        

 

①訪問入浴サービス事業 

（移動入浴車の派遣） 

実人／月 4 6 4 5 4 5 

延人日／月 115 158 115 140 115 140 

②知的障害者職親委託制度 実施の有無 有 無 有 有 有 有 

③日中一時支援事業 
実人/月 45 31 45 40 45 40 

延人日/月 335 490 335 313 335 320 

④自動車運転免許取得・自動車改造

費助成事業 
実施の有無 有 有 有 有 有 有 

  



 

88 

事業名 単位 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

見込量 実績 見込量 実績 見込量 実績見込 

 

⑤ペアレントトレーニングやペアレ

ントプログラム等の支援プログラ

ム等の受講者数 

実人/年 5 0 5 0 5 0 

⑥ペアレントメンターの人数 実人数 1 0 1 0 2 0 

⑦ピアサポートの活動への参加人数 実人／月 3 0 3 0 3 0 
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（３）障がい児支援サービス 

○障がい児支援サービスの提供については、「児童発達支援」、「放課後等デイサービス」の

利用者数が計画値を上回って推移しているため、引き続き支援体制の整備を進めていく

必要があります。 

○このほか、子ども・子育て支援制度等に基づく支援として、以下の事業を実施していま

す。 

・「障がい児保育」 

保護者や関係機関と連携しながら、入所児童の安全・安心な保育を実施し、集団保育

が可能な障がいのある児童の受入れを進めています。 

・「放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）」 

令和４年度末において10クラブ 21人の障がいのある児童の受入れを行っています。 

・「ファミリー・サポート・センター事業」 

障がいのある子どもたちについても、子どもの状況を見極めた上で、提供会員に対

し、援助の受け入れる環境を整えています。 

○障がい児支援サービスの提供に当たっては、重症心身障がい児など医療的ケアが必要な

障がい児に対する支援の基盤整備の強化や福祉、医療、教育などの協働による総合的な

支援体制の構築が重要となります。引き続き関係する事業所と連携を強化し、必要な支

援を行っていきます。 

■障がい児支援サービスの実績■ 

サービス名 単位 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

見込量 実績 見込量 実績 見込量 実績見込 

障がい児相談支援 実人／月 55 55 65 53 75 60 

児童発達支援 
実人／月 70 92 72 95 74 100 

延人日／月 565 754 570 861 575 900 

医療型児童発達支援 
実人／月 0 0 0 0 0 0 

延人日／月 0 0 0 0 0 0 

放課後等デイサービス 
実人／月 131 144 143 159 156 165 

延人日／月 1,148 1,604 1,198 1,785 1,251 1,800 

保育所等訪問支援 
実人／月 6 3 8 6 10 8 

延人日／月 6 3 8 7 10 8 

居宅訪問型児童発達支援 
実人／月 0 0 0 0 0 0 

延人日／月 0 0 0 0 0 0 

医療的ケア児に対する関連分

野の支援を調整するコーディ

ネーターの配置人数 

実人 0 0 0 0 1 2 
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第３節 国の基本指針に係る本市の目標と取組 

「袖ケ浦市障がい福祉計画（第７期）」及び「袖ケ浦市障がい児福祉計画（第３期）」を

策定するに当たっては、提供体制の確保に係る目標として、国の基本指針に基づき、７つ

の「成果目標」を設定することとされています。 

本市では、国の基本指針を踏まえ、県の計画と整合を図り、本計画の計画期間（令和６

年度～８年度）における障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の提供体制の確保に係

る目標（成果目標）を次のとおり設定し、必要なサービス・支援等が提供される体制の整

備を図ります。 

■成果目標と活動指標の関係■ 

成果目標  市町村における関係する活動指標等 
   

１ 障害福祉施設入所者の地域 

生活への移行 

○地域生活への移行 

○施設入所者数の削減 

 ○訪問系サービス（居宅介護等）の利用者数、利用時間

数 

○日中活動系サービス（生活介護等）の利用者数、利用

日数 

○居住系サービス（自立生活援助等）の利用者数 

○相談支援（計画相談支援等）の利用者数 

 

   

２ 精神障がいにも対応した地域

包括ケアシステムの構築 

○精神保健医療福祉体制の基盤 

整備 

 ○保健・医療・福祉関係者による協議の場の年間開催回

数 

○精神障がい者の自立生活援助の利用者数 

○精神障がい者の共同生活援助の利用者数 

○精神障がい者の地域移行支援の利用者数 

〇精神障がい者の地域定着支援の利用者数 

 

   

３ 地域生活支援の充実 

○地域生活支援拠点等の整備 

〇強度行動障害を有する者への 

支援体制の充実 

 
〇地域生活支援拠点等の設置箇所数とコーディネーター

の配置人数 

○地域生活支援拠点等の機能の充実に向けた検証及び検

討の年間の実施回数 

 

   

４ 福祉施設から一般就労への 

移行等 

○福祉施設から一般就労への移行 

○一般就労の定着 

 
○就労移行支援の利用者数、利用日数 

○就労移行支援事業等（就労移行支援、就労継続支援Ａ

型、就労継続支援Ｂ型）から一般就労への移行者数 

○就労定着支援の利用者数 
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成果目標  市町村における関係する活動指標等 
  

５ 障がい児支援の提供体制の 

整備等 

○重層的な地域支援体制の構築 

〇主に重症心身障がいのある 

児童への支援 

〇医療的ケア児への支援 

○障害児通所支援（児童発達支援等）の利用者数、利用

日数 

○相談支援等（障害児相談支援等）の利用者数 

〇医療的ケア児等に対する関連分野の支援を調整する

コーディネーターの配置人数 

 

   

６ 相談支援体制の充実・強化等 

○総合的な相談支援・地域の相談 

支援体制の強化 

〇地域サービス基盤の開発・改善

等 

 ○総合的・専門的な相談支援実施箇所数 

○相談支援事業者に対する訪問等による専門的な指導・

助言件数 

○地域の相談支援事業者の人材育成の支援件数 

○地域の相談機関との連携強化の取組の実施回数 

〇基幹相談支援センターの設置 

 

   

７ 障害福祉サービス等の質を 

向上させるための取組に係る

体制の構築 

○障害福祉サービス等に係る各種 

研修の活用 

〇「障害者自立支援審査支払等 

システム」による審査結果の 

共有 

 

○県が実施する障害福祉サービス等に係る研修その他の

研修への市職員の参加人数 

○事業所や関係自治体等と共有する回数 
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１ 障害福祉施設入所者の地域生活への移行 

【国の基本指針に定める目標】 

○令和４年度末時点の施設入所者数の６％以上が地域生活へ移行することを基本とする。 

○令和８年度末時点の施設入所者数を令和４年度末時点の施設入所者数から５％以上削減すること

を基本とする。 

（１）目標値の設定 

項 目 目標数値 目標値設定の考え方 

地域生活移行者数 ４人 

令和４年度末の施設入所者63人のうち、令和

８年度末までにグループホーム等へ移行する

見込人数 

削減見込数 ４人 
令和８年度末での施設入所者数の削減見込人

数 

（２）取組の方向性 

○入所施設等から地域生活への移行に向けて、引き続きグループホーム等の居住の場を確

保するとともに、医療機関や各種相談支援機関と連携し、地域への移行が円滑に行える

ように支援体制の整備を行います。 

○日中活動系サービス（生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援、就労選択支

援、療養介護、短期入所及び地域活動支援センターで提供されるサービス）が受けられ

るよう、サービスの質や量の充実に努め、障がいのある人が自立した生活を営めるよう

に支援を行います。 

○施設から地域生活への移行に向けた支援体制として、相談支援事業所が地域の関係機

関・行政機関と連携、協力し、地域相談支援（地域移行支援・地域定着支援）の充実を

図ります。 
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２ 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 

【国の基本指針に定める目標】 

○精神障がい者の精神病床から退院後１年以内の地域における生活日数の平均を 325.3日以上とする

ことを基本とする。 

○令和８年度末の精神病床における１年以上の長期入院患者数（65 歳以上・未満）の目標量を、国

が提示する推計式を用いて設定する。 

○精神病床における早期退院率に関して、入院後３か月時点の退院率については 68.9％以上、入院

後６か月時点の退院率については 84.5％以上及び入院後１年時点の退院率については 91.0％以上

とすることを基本とする。 

（１）目標値の設定 

○国の基本指針に定める上記の目標については、都道府県において定めるものとなってい

ることから、地域における保健、医療、福祉の連携支援体制が強化されることによって、

早期の地域移行が促進されることを踏まえ、本市においては、精神保健医療福祉体制の

基盤整備を推進するものとします。 

項 目 目標数値 目標値設定の考え方 

保健、医療・福祉関係者による 

協議の場の開催回数 
年２回 

令和８年度末までに市又は圏域に１つ以上

確保し、開催するよう設定 

（２）取組の方向性 

○保健・医療・福祉の連携した支援や、住まい、社会参加、地域の助け合い、教育等が包

括的に確保された地域システムの構築に向けた、保健・医療・福祉関係者による協議の

場において、精神保健医療福祉体制の基盤整備の推進を図ります。また、地域生活支援

の拠点づくり、地域の社会資源を最大限に活用し、提供体制の整備を図ります。 

〇精神障がいをもった人や強度行動障害をもった人等、あらゆる人が地域の一員として、

差別、偏見なく安心して生活が営めるよう、地域での理解促進を図ります。 

○地域において県や医療機関、関係機関等と連携し、アルコール、薬物及びギャンブル等

をはじめとする依存症対策を推進します。 
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３ 地域生活支援の充実 

【国の基本指針に定める目標】 

○地域生活支援拠点等について、令和８年度末までの間、各市町村又は各圏域に１つ以上確保しつ

つ、その機能の充実のため、年１回以上運用状況を検証及び検討することを基本とする。 

〇強度行動障害を有する者に関し、支援ニーズを把握し、支援体制の整備を進めることを基本とす

る。 

（１）目標値の設定 

項 目 目標数値 目標値設定の考え方 

地域生活支援拠点等の設置箇所数 ６箇所 令和８年度の地域生活支援拠点等設置箇所数 

地域生活支援拠点等の支援の実績等を

踏まえた運用状況の点検及び検証 
年１回 令和８年度の検討及び検証の年間実施回数 

 

（２）取組の方向性 

○相談について、袖ケ浦市社会福祉施設等連絡協議会や基幹相談支援センターに配置する

コーディネーターと連携し、障がい者（児）等を取り巻く現状やニーズの把握に努める

とともに、相談支援や社会資源の整備状況等、地域の実情に応じた相談支援体制を推進

します。 

○各地域に地域生活支援拠点等の機能を確保し、その機能の充実のため運用状況を検証す

るほか、市、基幹相談支援センター及び登録事業所が連携し緊急時の連絡体制等を整備

します。 
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４ 福祉施設から一般就労への移行等 

【国の基本指針に定める目標】 

○令和８年度中に就労移行支援事業等を通じた一般就労への移行者数を令和３年度実績の 1.28 倍以

上とすることを基本とする。 

○令和８年度における就労移行支援事業等を通じた一般就労への移行者のうち５割が就労定着支援事

業を利用することを基本とする。 

○就労定着支援事業所のうち、就労定着率が７割以上の事業所を全体の２割５分以上とすることを基

本とする。 

○令和８年度末時点の就労定着支援事業の利用者数を令和３年度の利用実績から 1.41 倍以上とする

ことを基本とする。 

（１）目標値の設定 

項 目 目標数値 目標値設定の考え方 

目標年度の年間一般就労移行者数 ７人 

令和８年度に福祉施設を退所して一般就労し

た人数（令和３年度の実績５人の 1.28 倍以

上） 

 

就労移行支援事業における 

目標年度の年間一般就労移行者数 
７人 

令和８年度末に就労移行支援事業を利用した

人数（令和３年度の実績５人の 1.31 倍以上） 

就労継続支援Ａ型事業における 

目標年度の年間一般就労移行者数 
２人 

令和８年度末に就労継続支援Ａ型事業を利用

した人数（令和３年度の実績０人の 1.29 倍以

上） 

就労継続支援Ｂ型事業における 

目標年度の年間一般就労移行者数 
２人 

令和８年度末に就労継続支援Ｂ型事業を利用

した人数（令和３年度の実績０人の 1.28 倍以

上） 

一般就労に移行した者が 50％以上の 

就労移行支援事業所数 
５事業所 

全事業所数の５割以上を基本として調整 

（令和３年度の就労移行支援事業を実施して

いる事業所数 10 事業所） 

目標年度の年間 

就労定着支援事業利用者数 
15 人 

令和８年度末に就労定着支援事業を利用した

人数（令和３年度の実績 10人の 1.41倍以上） 

就労定着率 70％以上の 

就労定着支援事業所数 
３事業所 

全事業所数の２割５分を基本として調整 

（令和３年度の就労定着支援事業を実施して

いる事業所数 10 事業所） 
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（２）取組の方向性 

○一般就労への移行を促進するにあたって、相談支援事業所や、公共職業安定所（ハロー

ワーク）、商工会、特別支援学校等との連携と協力体制をより一層強化し、障がいのある

人の就労の場の確保に努めます。 

○支援が必要な人に対して中立・公平な立場で適切な情報提供を行うとともに、相談支援

体制の充実を図ります。 

○就労を希望する人が能力と適性にあった仕事に就くことができるよう、就労に関する知

識や能力向上のための訓練を行う場の充実に努めます。 

○一般就労への定着に関する支援として、農福連携や障害者就労支援施設等からの優先調

達などの取組についての支援を行います。 
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５ 障がい児支援の提供体制の整備等 

【国の基本指針に定める目標】 

○令和８年度末までに児童発達支援センターを各市町村又は各圏域に少なくとも１箇所以上設置す

ることを基本とする。 

○令和８年度末までに障がい児の地域社会への参加・包容（インクルージョン）推進体制の構築を

基本とする。 

○令和８年度末までに医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場を設けるとともに、医療的ケ

ア児等に関するコーディネーターを配置することを基本とする。 

（１）目標値の設定 

項 目 目標数値 目標値設定の考え方 

児童発達支援センターの設置 １箇所 本市内での設置 

保育所等訪問支援を 

利用できる事業所数 
１事業所 令和８年度末までに整備 

主に重症心身障がい児を支援する 

児童発達支援事業所数 
１事業所 本市内の事業所数 

主に重症心身障がい児を支援する 

放課後等デイサービス事業所数 
１事業所 本市内の事業所数 

医療的ケア児支援のための 

協議の場の設置 
１箇所 君津圏域での設置 

医療的ケア児等に関する 

コーディネーターの配置人数 
１人 令和８年度末までに配置 

（２）取組の方向性 

○障がい児の地域社会への参加・包容を推進するため、市内の事業所に働きかけを行いな

がら、保育所等訪問支援を利用できる体制について構築を図ります。 

○主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所

の確保について、関係機関と連携して市内の事業所への働きかけを行います。 

○医療的ケア児が適切な支援を受けられるよう、保健、医療、障がい福祉、保育、教育等

の関係機関等が連携を図るための協議の場を君津圏域４市で設置し医療機関との連携を

進めるとともに、相談支援事業所等におけるコーディネーターの配置を促進します。 
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６ 相談支援体制の充実・強化等 

【国の基本指針に定める目標】 

○令和８年度末までに基幹相談支援センターを設置することを基本とする。 

〇協議会における個別事例の検討を通じた地域サービス基盤の開発・改善することを基本とする。 

（１）目標値の設定 

項 目 目標数値 目標値設定の考え方 

地域づくりの役割を担う 

基幹相談支援センターの設置数 
１箇所 本市内での設置 

地域の相談支援事業者に対する 

訪問等による専門的な指導・ 

助言件数 

年 10件 
基幹相談支援センターにおける専門的な指

導・助言件数の設定 

地域の相談支援事業者の 

人材育成の支援件数 
年３件 

基幹相談支援センターにおける人材育成の支

援件数の設定 

地域の相談機関との 

連携強化の取組の実施回数 
年８回 

基幹相談支援センターとの連携強化の取組の

実施回数の設定 

地域サービス基盤の開発・ 

改善等の取組を行うために必要な

協議会の開催回数 

年２回 
基幹相談支援センターと事業所等との協議の

場の開催回数の設定 

（２）取組の方向性 

○基幹相談支援センターが地域の相談支援事業者等に対し、専門的指導、助言及び連携強

化の取り組みを行えるよう体制を整備します。 

○地域サービスの基盤の開発・改善等の取組にあたって、基幹相談支援センターや事業所

と協議会を開催し、支援体制の検証、評価等を行い、連携を強化するとともに、新規事

業所開設の勧奨や既事業所のサービスの質の向上を行うことで、専門的な相談支援の実

施及び地域の相談支援体制の強化に努めます。 

○基幹相談支援センターとの連携により、福祉に関する問題について相談に応じる体制を

確保していくとともに、関係機関との連携や人材育成の支援についても取り組みを進め

ます。 
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７ 障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築 

【国の基本指針に定める目標】 

○令和８年度末までに都道府県及び市町村において障害福祉サービス等の質を向上させるための取

組を実施する体制を構築することを基本とする。 

（１）目標値の設定 

項 目 目標数値 目標値設定の考え方 

県が実施する障害福祉サービス等

に係る研修その他の研修への 

市職員の参加人数 

年８人 研修会に市職員１名以上の参加として設定 

障害者自立支援審査支払等システ

ムによる審査結果を分析・活用

し、事業所や関係自治体等と共有

する体制の有無及びその実施回数 

年１回 
袖ケ浦市地域総合支援協議会における会議等

で共有するものとして設定 

（２）取組の方向性 

○県が実施する障害福祉サービス等に係る研修その他の研修に関し、市の職員が積極的に

参加し障害福祉サービスに関する理解に努め、利用者に適切な障害福祉サービスを提供

できるよう、各種研修を活用する体制を構築します。 

○「障害者自立支援審査支払等システム」等による審査結果を分析し、その内容を事業所

や関係自治体等と共有することにより、適切な障害福祉サービスが提供されるよう体制

の構築を図ります。 
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第４節 障害福祉サービスや支援等の見込量と確保のための方策 

成果目標の達成に向けて、障害福祉サービス、障がい児支援サービス等の具体的な活動

指標を次のとおり定めます。 

１ 障害福祉サービス（自立支援給付） 

（１）サービスの概要 

サービスの種類 内   容 

訪
問
系
サ
ー
ビ
ス 

居宅介護 
障がいのある人に対して、居宅において入浴、排泄及び食事

の介護等を行うサービスを提供します。 

重度訪問介護 

重度の肢体不自由者であって常時介護を要する人に対して、

居宅における入浴、排泄及び食事の介護等、外出時における移

動中の介護を総合的に行うサービスを提供します。 

なお、日常的に重度訪問介護を利用している最重度の障がい

のある人であって、医療機関に入院した者については、入院中

の医療機関においても、利用者の状態などを熟知しているヘル

パーを引き続き利用することができます。 

行動援護 

知的障がい又は精神障がいにより行動上著しい困難を有し常

時介護が必要な人等に、行動する際に生じ得る危険を回避する

ために必要な援護、外出時における移動中の介護等を行うサー

ビスを提供します。 

同行援護 
視覚障がいのある人に対する日常生活の援助や、ガイドヘル

プを行うサービスを提供します。 

重度障害者等包括支援 
常時介護を必要とし、その介護の必要性が著しく高い人に、

居宅介護等のサービスを包括的に提供します。 

日
中
活
動
系
サ
ー
ビ
ス 

生活介護 

安定した生活を営むため、常時介護等の支援が必要な障がい

のある人に対して、事業所において、食事・入浴・排泄等の介

護、日常生活上の支援、軽作業等の生産活動や創作的活動の機

会の提供、これらを通じた身体能力、日常生活能力の維持・向

上を目的として、必要な援助等を行います。 

自立訓練（機能訓練） 

地域生活を営む上で、身体能力・生活能力の維持・向上等の

ため、支援が必要な障がいのある人に対して、理学療法や作業

療法等の身体機能のリハビリテーション、歩行訓練、コミュニ

ケーションや家事等の訓練、日常生活上の相談支援、就労移行

支援事業所等の関係サービス機関との連絡調整等の支援、これ

らを通じて、地域生活への移行、地域生活を営む能力の向上を

目的として、サービス期間を限定し、事業所への通所、利用者

の自宅への訪問等を組み合わせて、必要な訓練等を行います。 
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サービスの種類 内   容 

日
中
活
動
系
サ
ー
ビ
ス 

自立訓練（生活訓練） 

地域生活を営む上で、生活能力の維持・向上等のため、一定

の支援が必要な障がいのある人に対して、食事や家事等の日常

生活能力を向上するための支援、日常生活上の相談支援、就労

移行支援事業所等のサービス機関との連絡調整等の支援、これ

らを通じて、地域生活への移行、地域生活を営む能力の向上を

目的として、サービス利用期間を限定し、事業所への通所、利

用者の自宅への訪問等により、必要な訓練等を行います。 

就労選択支援 

障がいのある人が就労先や働き方に関してより良い選択がで

きるよう、その人自身の強みや課題、就労時に必要な配慮等を

支援者とともに整理・評価（就労アセスメント）することで、

一般就労や就労系障害福祉サービスの利用につなげ、本人の希

望や就労能力、適性等に応じた支援を行います。 

就労移行支援 

一般就労等を希望し、知識・能力の向上、実習、職場探し等

を通じ、適性に応じた就労が見込まれる 65 歳未満の障がいのあ

る人に対して、一般就労等への移行に向けての事業所内や企業

における作業や実習、適性に合った職場探しや就労後の職場定

着のための支援、これらを通じ、適性に合った職場への就労・

定着を目的として、サービス提供期間を限定し、必要な訓練、

指導を行います。 

就労継続支援Ａ型 

就労機会の提供を通じ、生産活動に係る知識及び能力の向上

を図ることにより、雇用契約に基づく就労が可能と見込まれる

利用開始時に 65 歳未満の人に対して、事業所内において、雇用

契約に基づく就労の機会の提供、これを通じて、一般就労に必

要な知識・能力が高まった場合、一般就労への移行に向けた支

援を目的として、必要な指導等を行います。 

就労継続支援Ｂ型 

就労移行支援事業等を利用したが、一般企業等の雇用に結び

つかない人や一定年齢に達している人など、就労の機会等を通

じ生産活動に係る知識及び能力の向上や維持が期待される人に

対して、雇用契約は締結しない就労や生産活動の機会を提供

し、工賃の支払い目標の設定、額のアップを図ることを通じ

て、一般就労に必要な知識・能力が高まった人への一般就労へ

の移行に向けた支援をすることを目的として、必要な指導等を

行います。 

就労定着支援 

就労移行支援等の利用を経て一般就労へ移行した障がいのあ

る人で、就労に伴う環境変化により生活面の課題が生じている

場合に、障がいのある人との相談を通じて生活面の課題を把握

するとともに、企業や関係機関等との連絡調整やそれに伴う課

題解決に向けて、企業・自宅等への訪問や対象者の来所等によ

り、生活リズム、家計や体調の管理等に関する課題解決に向け

て、必要な連絡調整や指導・助言等の支援を行います。 
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サービスの種類 内   容 

日
中
活
動
系
サ
ー
ビ
ス 

療養介護 

病院等への長期の入院による医療的ケアに加え、常時の介護

が必要な障がいのある人に対して、医療機関において、病院等

への長期入院による医学的管理の下、食事や入浴、排泄等の介

護の提供、日常生活上の相談支援、レクリエーション活動等の

社会参加活動支援、声かけ・聞き取り等のコミュニケーション

支援、これらを通じた身体能力、日常生活能力の維持・向上を

目的として、必要な介護、訓練等を行います。 

短期入所（福祉型） 

短期間の入所が必要な方のうち、障害支援区分１以上である

障がいのある人または、障がい児の障がいの程度に応じて厚生

労働省が定める区分における区分１以上に該当する障がい児に

対して、入浴、排せつ及び食事の介護等の日常生活上の支援を

行います。 

短期入所（医療型） 

短期間の入所が必要な方のうち、遷延性意識障がい者

（児）、筋萎縮性側索硬化症等の運動ニューロン疾患の分類に

属する疾患を有する者及び重症心身障がい者（児）に対して、

入浴、排せつ及び食事の介護等の日常生活上の支援を行いま

す。 

居
住
系
サ
ー
ビ
ス 

 

自立生活援助 

障害児支援施設やグループホーム等からひとり暮らしへの移

行を希望する知的障がいのある人や精神障がいのある人などに

ついて、本人の意思を尊重した地域生活を支援するため、一定

の期間、定期的な巡回訪問や随時の対応により、障がいのある

人の理解力、生活力等を補う観点から、適時のタイミングで適

切な支援を行います。 

共同生活援助 

地域で共同生活を営むのに支障のない障がいのある人につ

き、主に夜間において、共同生活を営む住居で日常生活におけ

る相談支援、食事・入浴・排泄等の介護、日中活動に係る事業

所等の関係機関との連絡調整、その他の日常生活上の援助を行

います。 

施設入所支援 

夜間において、介護が必要な人、通所が困難である自立訓練

又は就労移行支援の利用者に対して、夜間における入浴、排泄

又は食事の介護等を提供することを目的として、障害児支援施

設において、必要な介護、支援等を行います。 

相
談
支
援 

 

計画相談支援 

障がいのある人の自立した生活を支えるため、抱えている課

題の解決や適切なサービス利用に向けて、ケアマネジメントに

よりきめ細かく支援します。 

地域移行支援 

施設等に入所している障がいのある人や精神科病院に入院し

ている精神障がいのある人が地域における生活に移行するため

の活動に関して支援します。 

地域定着支援 

居宅において単身で生活する障がいのある人で地域生活が不

安定な者に対して、常時の連絡体制を確保するとともに、緊急

時等に対応します。 

（備考）所管：障がい者支援課 
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（２）見込量と確保のための方策 

障害福祉サービス（自立支援給付）の見込量の設定に当たっては、前期計画の利用実績

の推移を踏まえ、福祉施設の入所者数、入院中の精神障がいのある人の地域生活移行数、

福祉施設からの一般就労者数等を総合的に勘案して定めました。 

① 訪問系サービス 

訪問系サービスは、障がいのある人の地域での自立した生活を支える上で必要不可欠な

サービスです。サービスの実績値は概ね横ばいで推移しており、今後も利用者は同様の傾

向で推移していくものと見込まれます。 

障がいのある人の増加や介護者の高齢化を見据え、引き続きサービス提供事業者に対し、

情報提供を行い、サービスの供給体制と量の確保を促すとともに、専門的な人材確保・育

成やサービスの質的向上を目指し、支援体制の強化を図ります。 

■活動指標 

サービス名 単位 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

居宅介護 
時間／月 1,650 1,700 1,800 

実人／月 92 93 95 

重度訪問介護 
時間／月 525 525 525 

実人／月 3 3 3 

行動援護 
時間／月 6 6 6 

実人／月 1 1 1 

同行援護 
時間／月 160 160 160 

実人／月 12 12 12 

重度障害者等包括支援 
時間／月 0 0 0 

実人／月 0 0 0 

訪問系 計 
時間／月 2,341 2,391 2,491 

実人／月 108 109 111 

※重度障害者等包括支援については、本市の障がいのある人の状況などを踏まえ、０人と

見込んでいます。 
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② 日中活動系サービス 

日中活動系サービスについては、障がいのある人の地域生活への移行や自立支援の観点

から、サービスの実績値は増加傾向で推移しています。 

障がいのある人が自ら望む日常生活又は社会生活を営むことができるよう、個々のニー

ズや実態に応じたサービスの提供及び質の充実を図るとともに、新たなサービス事業者の

参入についても支援します。 

また、就労系サービスについては、就労継続支援等の従来の支援に加え、新たに就労選

択支援を拡充し、本人の希望を尊重した多様な就労支援に努めます。 

■活動指標 

サービス名 単位 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

生活介護 
人日分／月 3,500 3,550 3,600 

実人／月 182 184 186 

自立訓練（機能訓練） 
人日分／月 8 8 8 

実人／月 2 2 2 

自立訓練（生活訓練） 
人日分／月 60 60 60 

実人／月 4 4 4 

就労選択支援 実人／月  13 15 

就労移行支援 
人日分／月 250 250 250 

実人／月 20 20 20 

就労継続支援Ａ型 
人日分／月 450 450 450 

実人／月 25 25 25 

就労継続支援Ｂ型 
人日分／月 2,300 2,300 2,300 

実人／月 130 130 130 

就労定着支援 実人／月 18 19 20 

療養介護 実人／月 6 6 6 

短期入所（福祉型） 
人日分／月 540 540 540 

実人／月 40 40 40 

短期入所（医療型） 
人日分／月 31 31 31 

実人／月 1 1 1 

精神障害者の自立訓練

（生活訓練） 
実人／月 3 3 3 

重度障害者の生活介護 実人／月 155 158 161 
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サービス名 単位 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

重度障害者の短期入所

（福祉型） 
実人／月 25 26 27 

日中活動系 計 
人日分／月 7,139 7,189 7,239 

実人／月 428 444 449 
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③ 居住系サービス 

居住系サービスについては、特に共同生活援助で、親亡き後の生活の場や地域生活への

移行の受け皿として今後も利用者が増加することが見込まれます。このため、利用希望者

にサービス内容と事業者等に関する情報を提供するとともに、提供事業所の整備を働きか

け、運営の支援を行います。また、精神障がいのある人や重度障がいのある人については、

その特性に応じた適切な支援が受けられるよう、サービス提供事業者等と連携して、広域

的な対応によるサービス提供を図ります。 

施設入所支援については、利用ニーズが一定数あり、今後も利用者数が横ばいで推移し

ていくことが想定されます。地域移行の推進を前提としつつ、入所が必要な人へのサービ

スを適切に確保できるよう、支援の充実を図ります。 

また、地域生活に対する安心感を担保し、自立した生活を希望する者に対する支援等を

進めるため、地域生活支援の拠点等の整備を引き続き推進します。 

■活動指標 

サービス名 単位 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

自立生活援助 実人／月 2 3 4 

精神障害者の自立生活援助 実人／月 1 1 1 

共同生活援助 実人／月 120 130 140 

精神障害者の共同生活援助 実人／月 20 21 22 

重度障害者の共同生活援助 実人／月 30 32 35 

施設入所支援 実人／月 65 65 65 

居住系 計 実人／月 187 198 209 
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④ 相談支援 

相談支援については、相談件数が増加傾向にあることに伴い、相談支援専門員が不足して

いることから、今後も利用者が適切に計画相談支援を受けられるような支援体制を整える必

要があります。今後も、県や関係機関等で実施する研修会等への参加を促し、障がい種別に

かかわらず対応できる幅広い知識と、障がいに関する専門性の高い知識の双方を備えた人材

の育成に努めます。 

地域移行支援・地域定着支援は、施設入所者や入院中の精神障がいのある人等の地域移行

にあたって重要なサービスとなるため、今後も医療機関や福祉施設との連携支援体制を強化

し、地域生活への移行に向けた適切な支援に努めます。 

■活動指標 

サービス名 単位 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

計画相談支援 実人／月 120 130 140 

地域移行支援 実人／月 1 1 1 

精神障害者の地域移行支援 実人／月 1 1 1 

地域定着支援 実人／月 1 1 1 

精神障害者の地域定着支援 実人／月 1 1 1 

相談支援 計 実人／月 122 132 142 
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２ 障害福祉サービス（地域生活支援事業） 

（１）事業の概要 

事業の種類 内   容 

理解促進研修・啓発事業 

地域住民への働きかけを強化することにより、障が

いのある人が日常生活及び社会生活を営む上で生じる

「社会的障壁」を除去し、共生社会の実現を図ること

を目的として、障がいのある人に対する理解を深める

ための啓発等を行います。 

自発的活動支援事業 

障がいのある人が自立した日常生活及び社会生活を

営むことができる共生社会の実現を目的として、障が

いのある人、その家族、地域住民等による地域におけ

る自発的な取組を支援します。 

相談支援事業 

障がいのある人の保護者又は障がいのある人の介護

を行う人等からの相談に応じ、必要な情報の提供等、

権利擁護のための必要な援助を行います。 

 ①障害者相談支援事業 

障がいのある人の相談に対応するため、相談支援機

関に相談業務を委託し相談体制を充実させる事業で

す。 

 
②基幹相談支援センター等機能強化

事業 

特に必要と認められる能力を有する専門的職員を配

置し、地域の相談支援体制や専門的な相談支援等を強

化する取組、地域移行・地域定着の促進に取り組むも

のです。 

 ③住宅入居等支援事業 

公営住宅や民間の賃貸住宅への入居を希望している

が、保証人がいないなどの理由から入居困難な障がい

のある人を支援する事業で、入居に当たっての支援

や、家主等への相談・助言などを行います。 

成年後見制度利用支援事業 

障害福祉サービスを利用し又は利用しようとする身

寄りのない重度の知的障がいのある人又は精神障がい

のある人であって、市が後見・保佐・補助開始の審判

請求を行う必要がある人の申し立てに対する支援を行

います。 

また、その場合に、成年後見制度の申し立てに要す

る費用（登記手数料、鑑定手数料）及び後見人等の報

酬の全部又は一部の助成を受けなければ、成年後見制

度の利用が困難な人に対して、費用の全部又は一部を

助成します。 

成年後見制度法人後見事業 

高齢や知的障がい、精神障がいなどにより意思決定

が困難な人の判断能力を補うため、法人が成年後見人

等となり、財産管理、身上監護を行います。 
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事業の種類 内   容 

意思疎通支援事業 

（コミュニケーション支援事業） 

聴覚等に障がいがあるため、意思疎通を図ることに

支障がある場合に、障がいのある人とその他の人の意

思疎通を仲介する手話通訳者等の派遣を行い、意思疎

通の円滑化を図ります。 

 ①手話通訳者・要約筆記者派遣事業 

聴覚、言語機能、音声機能、視覚等の障がいのある

人とのコミュニケーションの支援を行うため、手話通

訳者、要約筆記者の派遣を引き続き行います。 

 ②手話通訳者設置事業 

聴覚障がいのある人及び音声又は言語機能障がいの

ある人の相談、手話等による意思の疎通を容易にする

ため、手話通訳者を引き続き設置します。事業の内容

は、市役所障がい者支援課等の窓口における聴覚障が

いのある人の相談、手続き等の通訳を行うとともに、

手話奉仕員養成講座事業は、近隣市と共同して引き続

き実施していきます。 

日常生活用具給付等事業 

障がいのある人に対して、自立生活支援用具等の日

常生活用具（介護訓練支援用具、自立生活支援用具、

在宅療養等支援用具、情報・意思疎通支援用具、排泄

管理支援用具（紙おむつを含む））を給付又は貸与す

ること等により、日常生活の便宜を図ります。 

 ①介護・訓練支援用具 
障がいのある人等の身体介護を支援する用具や訓練

に用いるいす等の用具を支援します。 

 ②自立生活支援用具 

入浴補助用具や聴覚に障がいのある人用屋内信号装

置等障がいのある人等の入浴、食事、移動等の自立生

活を支援する用具を支援します。 

 ③在宅療養等支援用具 
電気式たん吸引器や盲人用体温計等障がいのある人

等の在宅療養等を支援する用具を支援します。 

 ④情報・意志疎通支援用具 
点字器や人工喉頭等障がいのある人等の情報収集、

情報伝達や意思疎通等を支援する用具を支援します。 

 ⑤排泄管理支援用具 
ストーマ用装具等障がいのある人等の排泄管理を支

援する衛生用品を支援します。 

 
⑥居宅生活動作補助用具 

（住宅改修費） 

手すりの取り付け、床段差の解消等、障がいのある

人等の移動等を円滑にするための小規模な住宅改修に

伴う費用を支援します。 
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事業の種類 内   容 

手話奉仕員養成講座事業 

聴覚等に障がいがあり、手話を必要とする人との

交流活動の促進等が期待される日常会話程度の手話

表現技術を習得する研修事業を実施します。 

移動支援事業 

屋外での移動が困難な障がいのある人について、

外出のための支援を行うことにより、地域における

自立生活及び余暇活動等の社会参加を促します。 

地域活動支援センター機能強化事業 

基本事業として、障がいのある人が通所し、地域

の実情に応じ、創作的活動又は生産活動の機会を提

供することにより、社会との交流を促進します。 

 

①地域活動支援センターⅠ型 

地域活動支援センターⅠ型では、精神保健福祉士

等の専門職員を配置し、医療・福祉及び地域の社会

基盤との連携強化のための調整、地域住民ボラン

ティア育成、障がいに対する理解促進のための普及

啓発等を行います。あわせて、相談支援事業を実施

します。 

②地域活動支援センターⅡ型 

地域活動支援センターⅡ型では、地域において就

労が困難な在宅の障がいのある人が通所し、機能訓

練、社会適応訓練等、入浴等のサービスを提供しま

す。 

③地域活動支援センターⅢ型 

地域活動支援センターⅢ型では、従来からある小

規模作業所のうち、運営実績年数及び実利用定員が

一定以上のものについて、運営費の支援をします。 

その他の事業 

障がいのある人に対して、日常生活上や就労、学

生生活等における事業を行うことで、より日常生活

の便宜を図ります。 

 

①訪問入浴サービス事業 

（移動入浴車の派遣） 

居宅において入浴が困難な重度身体障がいのある

人（児）に対して、移動入浴車を派遣することによ

り、入浴サービスを提供します。 

②知的障害者職親委託制度 

知的障がいのある人の自立更生を図るため、知的

障がいのある人を一定期間職親に預け、生活指導及

び技能習得訓練等を行うことによって、就職に必要

な素地を与えるとともに、雇用の促進と職場におけ

る定着性を高めます。 

③日中一時支援事業 

障がいのある人の家族の就労支援や、日常介護し

ている家族の一時的な負担軽減を目的として、障が

いのある人に日中、日帰りによる活動の場を提供し

ます。 

④自動車運転免許取得費・ 

自動車改造費助成事業 

障がいのある人の社会参加を促進するため、自動

車改造費や運転免許取得費の助成等の事業を行いま

す。 
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事業の種類 内   容 

 

⑤ペアレントトレーニングやペア

レントプログラム等の支援プロ

グラム等の受講者数 

子どもの行動変容を目的として、親が褒め方や指

示等の具体的な養育スキル獲得し、子どもに適切に

関わることで、子どもの行動改善や発達促進を目指

します。 

⑥ペアレントメンターの人数 

自らも発達障がいのある子どもの子育てを経験

し、かつ相談支援に関する一定のトレーニングを受

けた親のことで、同じような発達障がいのある子ど

もに対して、共感的な支援を行い、地域資源につい

て情報を共有することができます。 

⑦ピアサポートの活動への参加 

人数 

学生たちの対人関係能力や自己表現能力等、社会

に生きる力が不足している現状を改善するための学

校教育活動の一環として、教職員の援助の下、学生

同士の相互関係を豊かにするために学習の場を設け

ています。 

（備考）所管：障がい者支援課 
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（２）見込量と確保のための方策 

地域生活支援事業については、障がいのある人やその家族が住み慣れた地域で安心して

自立した生活を営むことができるよう事業を計画し、障がいのある人の状況や前期計画の

利用実績、地域の実情等を総合的に勘案して見込量を定めました。 

本事業の実施に当たって、市の広報やホームページ等により、障がいのある人に情報提

供を行うとともに、事業者等関係機関と連携し、事業の適切な実施を継続していきます。 

また、相談支援事業については、基幹相談支援センターとの連携を一層強化し、障がい

のある人の保護者又は障がいのある人の介護を行う人等が抱えている複雑化・多様化した

相談に対応できるよう、相談支援の充実を図ります。 

さらに、意思疎通支援事業では、手話通訳者や要約筆記者の派遣事業を通じ、障がいの

ある人の情報の取得及び円滑な意思疎通支援を図ります。 

■活動指標 

事業名 単位 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

（１）理解促進研修・啓発事業 実施の有無 有 有 有 

（２）自発的活動支援事業 実施の有無 有  有  有  

（３）相談支援事業     

 

①障害者相談支援事業 実施箇所数 2 2 2 
 基幹相談支援センター 設置の有無 有 有 有  

②基幹相談支援センター等 

機能強化事業 
実施の有無 有 有 有 

③住宅入居等支援事業 実施の有無 無 無 無 

（４）成年後見制度利用支援事業 実人／年 5 5 5 

（５）成年後見制度法人後見事業 実施の有無 有 有 有 

（６）意思疎通支援事業 

（コミュニケーション支援事業） 
   

 

①手話通訳者・要約筆記者派遣 

事業（実利用見込件数） 
実人／月 8 8 8 

②手話通訳者設置事業 

（実設置見込者数） 

設置 

見込者数 
1 1 1 

（７）日常生活用具給付等事業     

 

①介護・訓練支援用具 件／年度 4 4 4 

②自立生活支援用具 件／年度 6 6 6 

③在宅療養等支援用具 件／年度 12 12 12 

④情報・意思疎通支援用具 件／年度 18 19 20 

⑤排泄管理支援用具 件／年度 1,400 1,450 1,500 

⑥居宅生活動作補助用具 

（住宅改修費） 
件／年度 1 1 1 
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事業名 単位 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

（８）手話奉仕員養成講座事業 

（実養成講習修了見込者数） 
実人／年 2 2 2 

（９）移動支援事業 

実施箇所数 15 15 15 

実人／月 30 30 30 

時間／月 180 180 180 

（10）地域活動支援センター機能 

強化事業 
    

 

地域活動支援センターⅠ型 
実施箇所数 1 1 1 

実人／月 80 80 80 

地域活動支援センターⅡ型 
実施箇所数 3 3 3 

実人／月 3 3 3 

地域活動支援センターⅢ型 
実施箇所数 4 4 4 

実人／月 8 8 8 

（11）その他の事業     

 

①訪問入浴サービス事業 

（移動入浴車の派遣） 

実人／月 5 5 5 

延人日／月 140 140 140 

②知的障害者職親委託制度 実施の有無 有 有 有 

③日中一時支援事業 
実人／月 40 40 40 

延人日／月 330 330 330 

④自動車運転免許取得費・ 

自動車改造費助成事業 
実施の有無 有 有 有 

⑤ペアレントトレーニングや 

ペアレントプログラム等の 

支援プログラム等の受講者数 

実人／年 5 5 5 

⑥ペアレントメンターの人数 実人数 2 2 2 

⑦ピアサポートの活動への 

参加人数 
実人／年 3 3 3 
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３ 障がい児支援サービス 

令和５年４月、こども家庭庁が設置され、障がい児支援などに関する事務が厚生労働省

から移管されました。こども家庭庁では、子育て支援施策の中で障がいや発達に課題のあ

る子どもへの支援を所掌し、障がい児福祉の増進や保健の向上（障がい児福祉サービス、

医療的ケア児への支援等）を担うこととなりました。 

障がい者と障がい児を一体として支援する施策については、引き続き厚生労働省で担う

こととされています。本市においても今後の国の動向を注視しながら、障害児支援の推進

を図っていきます。 

（１）支援等の概要 

支援等の種類 内   容 

障
害
児
通
所
支
援 

児童発達支援 
児童等の日常生活における基本的な動作の指導、知識技

能の付与、集団生活への適応訓練等を行います。 

放課後等デイサービス 
放課後や夏休み等に生活能力改善のための訓練を継続的

に提供し、障がいのある児童の自立を促進します。 

保育所等訪問支援 

専門家が障がいのある児童のいる保育所等を訪問し、集

団生活への適応のための専門的な支援を行います。また、

保育所等訪問支援の対象を児童養護施設等に入所している

障がいのある児童に拡大し、支援を行います。 

居宅訪問型児童発達支援 

重度の障がいがある児童であって、児童発達支援等を受

けるために外出することが著しく困難な場合に、居宅を訪

問し、日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の

付与、集団生活への適応訓練等を行います。 

相
談
支
援
等 

児童発達支援センター等

の運営支援 

肢体不自由児や知的障がい児などの心身の発達を支援す

る通所・療育施設である「児童発達支援センターきみつ愛

児園」の運営の安定化を図るための支援を行います。 

医療的ケア児に対する関

連分野の支援を調整する

コーディネーターの配置

人数 

医療的ケア児が必要とする保健、医療、福祉、教育等の

多分野にまたがる支援の利用を調整し、総合的かつ包括的

な支援の提供につなげるとともに、医療的ケア児に対する

支援のための地域づくりを推進する役割を担います。 

（備考）所管：障がい者支援課 
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（２）見込量と確保のための方策 

障害児通所支援等の見込量の設定に当たっては、前期計画の利用実績の推移や障がい児

童の状況を踏まえて定めました。 

障害児通所支援等については、児童発達支援における利用ニーズが増加傾向にあるため、

児童発達支援センターについて、近隣自治体と連携した広域的な施設整備の検討を進める

とともに、子育てや保育、教育等の関係する機関等や障害福祉サービスを提供する事業者

との連携を図り、支援が必要な児童の障がいの特性や成長段階に応じて適切なサービスが

提供できるように人材の育成や支援の質的向上に努めます。 

また、障がい児相談支援や放課後等デイサービス等においても、利用ニーズが増加傾向

にあることから、障害福祉サービスを提供する事業者との連携を図り、支援体制の整備に

努めます。 

障がい児の発達を支援する観点から、乳幼児期から学校卒業までのライフステージにお

いて適切な支援を提供できるよう、障がいのある子どもの家庭のサポートも含めた、切れ

目のない一貫した支援体制の構築を目指します。 

■活動指標 

サービス名 単位 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

児童発達支援 
人日分／月 1,000 1,050 1,100 

実人／月 100 105 110 

放課後等デイサービス 
人日分／月 2,000 2,100 2,200 

実人／月 180 190 200 

保育所等訪問支援 
人日分／月 8 10 12 

実人／月 8 10 12 

居宅訪問型児童発達支援 
人日分／月 3 3 3 

実人／月 1 1 1 

障がい児相談支援 実人／月 63 65 68 

医療的ケア児に対する関連

分野の支援を調整するコー

ディネーターの配置人数 

実人 1 1 1 
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（３）子ども・子育て支援制度等に基づく支援 

市では、障害児通所支援等のほか、子ども・子育て支援制度等に基づき、障がい児支援

の充実を図っており、引き続き、袖ケ浦市子育て応援プラン（令和２年度～６年度）と調

整を図りつつ、事業の推進を図ります。 
 

① 障がい児保育の実施 

集団保育が可能な障がいのある児童の保育について、対象者の入所希望に応じて引き続

き受け入れを進めていきます。 

【保育幼稚園課】 

② 放課後児童健全育成事業 

放課後児童クラブは、放課後等、就労等の理由で家庭に保護者がいない子どもたちが、

安全で楽しい時間を過ごすための施設です。障がいのある児童については、適正な保育が

行えるよう、研修を年１回開催し指導員は受講することとしています。また、障がいのあ

る児童を受け入れるに当たり、補助金を加算し、受入れの体制の充実を図ります。 

【子育て支援課】 

③ ファミリー・サポート・センター事業 

子育て環境の向上を図るため、育児等の援助を希望する利用会員と援助を行いたい提供

会員が助け合う、ファミリー・サポート・センターにおいて、障がいのある児童について

も、子どもの状況を見極めた上で、提供会員に対し援助の受入れに向けた連絡調整を行い

ます。 

【子育て支援課】 

④ ライフサポートファイルの活用 

幼児期から学童期・青年期へのライフステージの変化を通じ、切れ目のない一貫した療

育・教育支援体制の充実を図ります。 

【袖ケ浦市地域総合支援協議会】 
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第５章 計画の推進 

 

第１節 袖ケ浦市地域総合支援協議会の運営  

１ 協議会の概要 

本計画の進捗状況の把握、地域の障がい者支援に関わる組織・事業者等との連携による

きめ細かな課題の把握、障がい者支援についての意見交換、連絡調整等を行っていくため、

「袖ケ浦市地域総合支援協議会」を運営します。 

地域総合支援協議会は、障害者総合支援法第89条の３第１項の規定により、相談支援事

業をはじめとする地域の障がい福祉に関するシステムづくりに向けて、中核的な役割を果

たす場として位置づけられています。 

■袖ケ浦市地域総合支援協議会について■ 

袖ケ浦市地域総合支援協議会は、障害者総合支援法第 89 条の３第１項の規定により、

障がい者又は障がい児への支援体制の整備を図るとともに、障害者差別解消法第 17 条第

１項の規定により、障がいを理由とする差別を解消するための取組を効果的かつ円滑に

行うため、障がいのある人やその家族等、障害者支援関係機関関係者、保健・福祉及び

医療機関関係者、医療関係者、教育機関関係者、雇用機関関係者、関係行政機関関係者

から構成されている協議会です。 

本市では、袖ケ浦市地域総合支援協議会設置要綱において、協議事項として「袖ケ浦

市障がい者福祉基本計画及び袖ケ浦市障がい福祉計画の策定及び見直しに関すること」

を定めており、その他に相談支援機能強化事業による相談支援体制に関することや複数

の支援が必要な事例への対応に関することなどに関する協議も行います。 

 

２ 実務者会の設置 

袖ケ浦市地域総合支援協議会の活動を、より円滑かつ有効なものとするため、実務者会

を設置し、部門ごとの課題に向けた取組を行っています。 

 

３ 相談支援部会 

専門性が高く、活動内容に大きな変化が想定されない相談支援部門について、相談支援

部会を設置し、相談支援体制の構築等に関する協議や活動を定期的に行っています。 
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参 考 

■袖ケ浦市地域総合支援協議会等の構成■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

袖ケ浦市社会福祉施設等連絡協議会 

特定事務局 

袖ケ浦市地域総合支援協議会 

実務者会 

定例会議 

袖ケ浦市 

個別支援会議 

運
営
会
議 

報
告 

評
価 

運
営
、
相
談
員
派
遣 

設置 

事
務
局
機
能 

報 告 

参加 

報告 

参
加 

運
営 

設置運営 報告、提言 相談支援事業所 

設置運営を委託 

相談支援部会 

袖ケ浦市相談支援事業所 
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第２節 障がい福祉施策の総合的な推進  

本計画による施策を効果的かつ効率的に推進するため、「袖ケ浦市総合計画」をはじめと

する関連計画との整合を図り、社会経済環境や市民ニーズの変化に対応した適切な事業を

展開するとともに、関係機関及び庁内関係各課による連絡調整等を十分に行います。 

また、今後障がい福祉施策におけるニーズの増大が見込まれることから、国、県、近隣

の自治体等との連携も含め障がい福祉施策の展開を図るとともに、より効果的な事業実施

に当たり、基幹相談支援センターや相談支援事業者等との連携を図り、必要な人へ必要な

サービスの提供を行います。 

 

  



 

120 

第３節 計画の評価と見直し  

計画の効果的な推進を図るためには、事業の進捗状況の点検・評価を行い、必要に応じ

て見直しや対策を講じていく必要があります。このため、ＰＤＣＡサイクルにより、年度

ごとにその進捗状況を把握し、分析・評価を基に新たな課題などが生じた場合には、計画

の変更や必要な措置を講じます。 

また、障がい福祉計画・障がい児福祉計画については、障害福祉サービス、障がい児通

所支援等の提供の確保に向けて推進されるものです。そのため、関係者が目標等を共有し、

その達成に向けて連携するとともに、進捗状況を確認しながら取組を進める必要があるこ

とから、「成果目標」「活動指標」については、毎年度終了時点で、事業の達成状況を点

検・評価し、袖ケ浦市地域総合支援協議会での検証を行い、その結果について速やかに公

表します。 

 

 

 



 

121 

資 料 編 

１ 計画の策定体制 

（１）袖ケ浦市障がい者福祉計画等検討委員会 

本計画の策定に当たっては、庁内の関係各課による検討組織として「袖ケ浦市障がい者

福祉計画等検討委員会」を設置し、計画に関する様々な意見の調整を行い、本計画へ反映

しています。 

（２）袖ケ浦市地域総合支援協議会 

本市の障がい者施策のあり方について幅広い意見の集約を行い、その内容を計画に反映

させるため、「袖ケ浦市地域総合支援協議会」における議論を中心に策定を行いました。 

（３）事業者調査 

本市内で障害福祉サービスを提供している事業者に対し、現在の活動状況や課題、今後

の取組等に関するアンケート調査を実施し、計画策定や施策推進の基礎資料としました。 

（４）市民による参加 

本計画の策定に当たり、障害者手帳又は自立支援医療受給者証所持者及び市内在住の20

歳以上の市民を対象にアンケート調査を実施し、計画策定の基礎資料及びその後の障がい

者福祉に関する行政施策運営の基礎資料としました。 

また、県との調整を行いつつ、市民の意見を本計画に反映するため、パブリックコメン

ト手続を実施しました。 

■計画の策定体制■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

袖ケ浦市地域総合支援協議会 

袖ケ浦市障がい者福祉計画等 

検討委員会 

検討・策定 

〔事務局〕障がい者支援課 

障害福祉サービス事業者 

市 民 

国・県等 

アンケート、 

パブリックコメント 

意見聴取 

指針等の反映 
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２ 計画策定経過の概要 

 

開催日 会議名等 内容 

令和 5年 5月 29日 第 1回障がい者福祉基本計画等検討委員会 

計画概要、策定スケジュー

ル、アンケート調査結果の

説明など 

5月 30日 第 1回地域総合支援協議会 

計画概要、策定スケジュー

ル、アンケート調査結果の

説明など 

8月 7日 第 2回障がい者福祉基本計画等検討委員会 
基礎データの報告、計画の

進捗評価、課題の整理など 

8月 22日 第 2回地域総合支援協議会 
基礎データの報告、計画の

進捗評価、課題の整理など 

10月 10日 第 3回障がい者福祉基本計画等検討委員会 
計画素案（パブリックコメ

ント最終案）の検討など 

10月 13日 第 3回地域総合支援協議会 
計画素案（パブリックコメ

ント最終案）の検討など 

11月 21日 政策調整会議 計画案の決定 

11月 28日 政策会議 計画案の決定 

12月 20日 全員協議会 計画案の決定 

12月 21日～ 

令和 6年 1月 20日 
パブリックコメントの実施 

計画に関する市民からの意見

徴収 

2月 6日 第 4回障がい者福祉基本計画等検討委員会 
パブリックコメント実施結果

の報告など 

2月 19日 第 4回地域総合支援協議会 
パブリックコメント実施結果

の報告、計画最終案の承認 
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３ 袖ケ浦市地域総合支援協議会設置要綱 

 

（設置） 

第１条 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第

123号）第89条の３第１項の規定により、障害者又は障害児への支援体制の整備を図ると

ともに、障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成25年法律第65号）第17

条第１項の規定により、障害を理由とする差別を解消するための取組を効果的かつ円滑

に行うため、袖ケ浦市地域総合支援協議会（以下「協議会」という。）を設置する。 

（協議事項） 

第２条 協議会は、次に掲げる事項を協議し提言する。 

（１）相談支援体制の状況把握、評価及び整備方策に関すること。 

（２）相談支援機能強化事業による相談支援体制に関すること。 

（３）社会資源の開発、改善に関すること。 

（４）複数の支援が必要な事例への対応に関すること。 

（５）障害者の雇用促進に関すること。 

（６）袖ケ浦市障害者福祉基本計画及び袖ケ浦市障害福祉計画の策定及び見直しに関す

ること。 

（７）障害を理由とする差別の解消に関すること。 

（８）その他障害福祉に関すること。 

（組織） 

第３条 協議会は、委員20人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。 

（１）障害者本人及びその家族並びに関係団体関係者 

（２）障害者支援関係機関関係者 

（３）障害者支援関係機関以外の福祉機関関係者 

（４）保健、福祉及び医療機関関係者 

（５）教育機関関係者 

（６）雇用機関関係者 

（７）行政機関関係者 

（８）その他市長が必要と認める者 

（任期） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 委員が欠けた場合の補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 
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（役員） 

第５条 協議会に会長１人及び副会長２人を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は欠けたときは、あらかじめ会長

が定めた順序で、その職務を代理する。 

（会議） 

第６条 協議会の会議は、会長が招集し、その議長となる。 

２ 協議会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 協議会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決

するところによる。 

４ 協議会は、必要に応じて、会議に委員以外の者の出席を求め、意見若しくは説明を聴

き、又は必要な資料の提出を求めることができる。 

（秘密の保持） 

第７条 委員は、委員であることにより知り得た個人情報を他に漏らしてはならない。又、

解職後も同様とする。 

（個人情報の保護） 

第８条 委員は、委員であることにより知り得た個人情報を袖ケ浦市個人情報保護条例

（平成８年条例第15号）の本旨に従い個人の権利利益を害することのないよう、個人情

報を適正に取り扱わなければならない。 

（庶務） 

第９条 協議会の庶務は、福祉部障がい者支援課において処理する。 

（委任） 

第10条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が別に定

める。 
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■ 袖ケ浦市地域総合支援協議会名簿 ■ 

期間：令和４年４月１日～令和６年３月 31日 

番号 氏 名 役 職 等 選 出 区 分 備考 

1 手塚 正二 － 
障害者本人及びその家族
並びに関係団体関係者 

 

2 関口 三枝子 袖ケ浦市手をつなぐ育成会会長 
障害者本人及びその家族
並びに関係団体関係者 

 

3 藤田 桂子 
児童発達支援センター ヒツジセンター
長 

障害者支援関係機関関
係者 

 

4 石井 啓 社会福祉法人嬉泉理事長 
障害者支援関係機関関
係者 

副会長 

5 清川 織恵 
社会医療法人社団さつき会 
ケアセンターさつきセンター長 

障害者支援関係機関関
係者 

 

6 関口 幸一 特定非営利活動法人ぽぴあ理事長 
障害者支援関係機関関
係者 

会長 

7 並木 美幸 君津ふくしネットセンター長 
障害者支援関係機関関
係者 

 

8 髙野 圭介 
社会福祉法人瑞光会 
袖ケ浦瑞穂特別養護老人ホーム施設長 

障害者支援関係機関以
外の福祉機関関係者 

 

9 剣持 敬太 
社会福祉法人さつき会特別養護老人
ホーム 袖ケ浦菜の花苑施設長 

障害者支援関係機関以
外の福祉機関関係者 

 

10 清水 由明 
社会医療法人社団さつき会 
袖ケ浦さつき台病院事務部医事課長 

保健、福祉及び医療機
関関係者 

 

11 竹元 悦子 
袖ケ浦市民生委員児童委員協議会副会
長 

保健、福祉及び医療機
関関係者 

 

12 露﨑 多佳子 
千葉県君津健康福祉センター地域福祉
課長 

保健、福祉及び医療機
関関係者 

 

13 千葉 朋緒 千葉県立槇の実特別支援学校長 教育機関関係者  

14 大熊 賢滋 袖ケ浦市商工会事務局長 雇用機関関係者  

15 川名 康史 
木更津公共職業安定所 求人特別援助
部門 就職促進指導官 

雇用機関関係者  

16 池田 美里 
障害者就業・生活支援センター エール 
副センター長 主任就業支援員 

雇用機関関係者  

17 山上 拓也 袖ケ浦市社会福祉協議会事務局長 
保健、福祉及び医療機
関関係者 

 

18 前沢 幸雄 袖ケ浦市教育委員会学校教育課長 行政機関関係者  

19 川口 秀 袖ケ浦市福祉部長 行政機関関係者  
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４ 袖ケ浦市障がい者福祉計画等検討委員会設置要綱 

 

（設置） 

第１条 袖ケ浦市障がい者福祉基本計画並びに袖ケ浦市障がい福祉計画及び袖ケ浦市障がい児

福祉計画（以下「計画」という。）の策定に当たり、障がい者の福祉に関する施策について

総合的な調整を図るため、袖ケ浦市障がい者福祉計画等検討委員会（以下「検討委員会」と

いう。）を置く。 

（所掌事務） 

第２条 検討委員会は、次に掲げる事務を所掌する。 

（１）計画策定に係る検討及び調整に関する事務 

（２）その他計画策定で必要と認める事項に関する事務 

（組織） 

第３条 検討委員会は、別表に掲げる者をもって組織する。 

２ 検討委員会の委員長は福祉部長をもって充て、副委員長は地域福祉課長をもって充てる。 

３ 委員長に事故ある時は、副委員長がその職務を代理する。 

（会議） 

第４条 検討委員会は、必要に応じて委員長が招集し、その議長となる。 

２ 前条第１項に定める委員が検討委員会を欠席する場合、委員長は当該委員の申出により代

理人の出席を認めることができる。 

３ 委員長は、必要に応じて、検討委員会に委員以外の者の出席を求め、意見若しくは説明を

聴き、又は必要な資料の提出を求めることができる。 

（庶務） 

第５条 検討委員会の庶務は、福祉部障がい者支援課において処理する。 

（委任） 

第６条 この要綱に定めるもののほか、検討委員会の運営に必要な事項は、委員長が別に

定める。 
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別表（第３条関係） 

（１）福祉部長 

（２）企画政策課長 

（３）子育て支援課長 

（４）保育幼稚園課長 

（５）地域福祉課長 

（６）介護保険課長 

（７）高齢者支援課長 

（８）学校教育課長 

（９）総合教育センター所長 

（10）社会福祉協議会事務局長 
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５ 袖ケ浦市内の障がい福祉サービス実施事業所一覧 

 

サービスの種類 
事業者数（箇所）（令和５年 12 月現在） 

全市 長浦地区 平岡地区 
中川・ 

富岡地区 
昭和地区 根形地区 

訪問系 

サービス  

居宅介護 12 5 1 1 4 1 

重度訪問介護 9 3 1 1 3 1 

同行援護 4 2 0 1 0 1 

行動援護 0 0 0 0 0 0 

重度障害者等包括支援 0 0 0 0 0 0 

日中活動系

サービス 

生活介護 17 8 2 3 1 3 

自立訓練（機能訓練） 0 0 0 0 0 0 

自立訓練（生活訓練） 1 0 0 1 0 0 

就労移行支援  0 0 0 0 0 0 

就労継続支援（Ａ型）  1 1 0 0 0 0 

就労継続支援（Ｂ型） 10 6 0 0 2 2 

療養介護  0 0 0 0 0 0 

短期入所  13 7 1 3 0 2 

居住系 

サービス 

自立生活援助支援 1 1 0 0 0 0 

施設入所支援 6 3 1 0 0 2 

共同生活援助  14 11 1 2 0 0 

相談支援 

計画相談支援 9 5 1 1 1 1 

地域移行支援 5 3 1 0 0 1 

地域定着支援 5 3 1 0 0 1 

障がい児 

支援事業 

児童発達支援 8 5 0 1 1 1 

放課後等デイサービス 8 4 0 1 2 1 

保育所等訪問支援  1 1 0 0 0 0 

障がい児相談支援  7 4 1 1 0 1 

地域生活 

支援事業 

移動支援事業 4 2 0 1 1 0 

日中一時支援 9 3 0 3 0 3 

地域活動支援センター 1 1 0 0 0 0 
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６ 袖ケ浦市内の障がい福祉サービスの提供状況の分布 

市内の昭和、長浦、根形、平岡、中川・富岡の各地区における障がい福祉サービスの提

供状況は次の図のようになっています。 

事業所は、各地区に満遍なく設置されており、障がい福祉サービスの提供をしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜出典＞障がい者支援課調べ令和５年 12 月抽出 

                     ※共同生活援助については、「法人数（ＧＨ数）」として表記 

  

 

●昭和地区 
居宅介護 4  重度訪問介護 3 

生活介護 1   

就労継続支援 (Ｂ型) 2 

計画相談支援 1  児童発達支援 1 

放課後等デイサービス 2 

移動支援事業 1 

 

●中川・富岡地区 
居宅介護 1  重度訪問介護 1 

同行援護 1  生活介護 3 

自立訓練(生活訓練) 1 

短期入所 3  共同生活援助 2 

計画相談支援 1  児童発達支援 1 

放課後等デイサービス 1 

障がい児相談支援 1 

移動支援 1  日中一時支援 3 

●平岡地区 
居宅介護 1  重度訪問介護 1 

生活介護 2  短期入所 1 

施設入所支援 1  共同生活援助 1 

計画相談支援 1  地域移行支援 1 

地域定着支援 1  障がい児相談支援 1 

●長浦地区 
居宅介護 5  重度訪問介護 3 

同行援護 2  生活介護 8 

就労継続支援 (Ａ型) 1 

就労継続支援 (Ｂ型) 6 

短期入所 7  自立生活援助支援 1 

施設入所支援 3 

共同生活援助 11 

計画相談支援 5  地域移行支援 3 

地域定着支援 3  児童発達支援 5 

放課後等デイサービス 4 

保育所等訪問支援 1 

障がい児相談支援 4 

移動支援 2 日中一時支援 3 

地域活動支援センター 1 

●根形地区 
居宅介護 1  重度訪問介護 1 

同行援護 1  生活介護 3 

就労継続支援（Ｂ型） 2 

短期入所 2  施設入所支援 2 

計画相談支援 1 

地域移行支援 1  地域定着支援 1 

児童発達支援 1 

放課後等デイサービス 1 

障がい児相談支援 1 

日中一時支援 3 
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７ 用語集及び障がい者に関するマーク 

【あ行】 

医療的ケア 

……医師の指導の下に、保護者や看護師が日常的・応急的に継続して行っている経

管栄養、たんの吸引等の医療行為のこと。 

インクルーシブ教育システム 

……障害者権利条約第 24 条に規定され、障がいのある児童・生徒と障がいのない

児童・生徒が共に学ぶ仕組みのこと。 

ＮＰＯ 

……「Nonprofit Organization」又は「Not-for-Profit Organization」の略で、

非営利団体、又は非営利での社会貢献活動や慈善活動を行う市民団体のこと。保

健や医療活動のほか、福祉、社会教育、環境保全、災害救助、国際協力などの活

動を行う。 

オストメイト 

……病気や事故等により、お腹に排泄のためのストーマ（人工肛門・人工膀胱）を

造設した人のこと。 

音声コード 

……高齢者や視覚障がいのある人向けに開発された二次元コードで、専用リーダー

を使用すると文字情報を読み上げることができる。 
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【か行】 

介護保険サービス 

……加齢に伴う疾病等により要介護状態等となり、入浴、排泄、食事等の介護、機

能訓練並びに看護及び療養上の管理その他の医療を必要とする人等について、そ

の有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、必要な介護サー

ビス等を提供するもの。 

学習障害（ＬＤ） 

……全般的な知的発達に遅れがないものの、「聞く」「話す」「読む」「書く」「計

算・推論する」能力に困難が生じる発達障がいのこと。 

強度行動障害 

……自分自身や相手を傷つけてしまったり、物を壊したりするなど「通常考えられ

ない頻度と形式で出現している状態」を指し、家庭で通常の育て方をして、かな

りの養育努力があっても著しい処遇困難が持続している状態。 

基幹相談支援センター 

……地域における相談支援の中核的な役割を担う機関として、総合的・専門的な相

談支援（身体障害、知的障害、精神障害）、地域の相談支援体制の強化の取組、

地域移行・地域定着の促進の取組及び権利擁護・虐待防止を総合的に行う機関。 

ケアマネジメント 

……障がい者の地域における生活を支援するために、福祉・保健・医療・教育・就

労などの幅広いニーズと、様々な地域の社会資源の間に立って、複数のサービス

を適切に結びつけて調整を図るとともに、総合的かつ継続的なサービスの供給を

確保し、更には社会資源の改善及び開発を推進する援助方法。 
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健康福祉センター 

……地域保健・医療・福祉の総合的窓口として、精神保健、難病対策、エイズ対策

等保健サービスや、食品衛生、生活環境、医事、薬事等に関する監視、指導、検

査業務に加え、生活保護、母子・父子・寡婦、高齢者、障がい者等の福祉、児童

虐待、ＤＶ等に関する相談を実施している県の機関。 

言語聴覚士 

……音声機能、言語機能又は聴覚に障がいのある人の機能の維持向上を図るため、

言語訓練その他の訓練、これに必要な検査及び助言、指導その他の援助を行う専

門医療従事者（国家資格）。 

権利擁護 

……自己の権利や援助のニーズを表明することの困難な障がいのある人などに代

わって、援助者が代理としてその権利やニーズ獲得を行うこと。また、弱い立場

にある人々の人権侵害（虐待や財産侵害等）が起きないようにすること。 

高機能自閉症（ＨＦＡ） 

……高機能自閉症とは、３歳位までにあらわれ、①他人との社会的関係の形成の困

難さ、②言葉の発達の遅れ、③興味や関心が狭く特定のものにこだわることを特

徴とする行動の障がいである自閉症のうち、知的発達の遅れを伴わないものをい

う。 

高次脳機能障がい 

……病気（脳血管障がい、脳症等）や事故（脳外傷）によって脳が損傷されたため

に言語・思考・記憶・学習等に障がいが生じること。 

合理的配慮 

……障がいのある人が日常生活や社会生活を送る上で妨げとなる社会的障壁を取り

除くための必要かつ合理的な取組。筆談や読み上げによる意志の疎通や学校・公

共施設等のバリアフリー化等、過重な負担にならない範囲で提供されるべきもの。 
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【さ行】 

災害時要援護者（要配慮者） 

……要介護高齢者等や障がいのある人のうち、身体の障がい等の理由により、災害

時に自力で自宅外へ避難することが困難な方や、自ら救出を求めることが困難な

方のこと。 

作業療法士 

……医師の指示の下に、身体又は精神障がいのある人に、手芸工芸、その他の作業

を行わせ、主としてその作業能力や社会適応能力の回復を図ることを業務内容と

する専門医療従事者（国家資格）。 

児童発達支援センター 

……児童福祉法に基づき、障がいのある児童が通所し、日常生活における基本的動

作の指導、自立するために必要な知識や技能の付与又は集団生活に適応していく

ための訓練を行う施設のこと。 

社会福祉協議会 

……社会福祉法に基づきすべての都道府県・市区町村に設置され、地域住民や社会

福祉関係者の参加により、地域の福祉推進の中核としての役割を担い、地域福祉

活動推進のための様々な活動を行っている非営利の民間組織のこと。 

重症心身障がい 

……重度の肢体不自由と重度の知的障がいが重複している状態。 

障害支援区分 

……障がいの多様な特性その他の心身の状態に応じて必要とされる標準的な支援の

度合を総合的に示すもので、市町村が障がい福祉サービスの種類や量を決定する

際に参考にしている。市町村が、必要とされる度合いが最も低い「非該当」から

順に「区分６」までの各区分に認定する。  
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障がい児福祉計画 

……児童福祉法に基づき、児童が心身ともに健やかに育成されるよう、障がい児支

援の提供体制の確保と円滑な実施を図るための計画のこと。 

障害者基本法 

……障がい者施策を推進する基本原則とともに、施策全般について基本的事項を定

めた法律。国、地方公共団体等の責務を明らかにするとともに、障がいのある人

に関わる施策の基本となる事項を定め、障がいのある人の自立と社会、経済、文

化、その他あらゆる分野の活動への参加を支援するための施策を総合的かつ計画

的に推進することを目的としている。 

障害者虐待防止法 

……障がいのある人の権利・利益の擁護や障害のある人への虐待の防止を目的とし

た法律。障がいのある人への虐待を「養護者による虐待」「施設従事者等による

虐待」「使用者による虐待」の３つの類型に分別し、国民に通報義務を課し、そ

の対応体制を市町村・都道府県・労働関係行政の責務として明確に示している。 

障害者雇用促進法 

……障がい者の雇用義務等に基づく雇用の促進等のための措置、職業リハビリテー

ションの措置等を通じて、障がいのある人の職業の安定を図ることを目的とした

法律。 

障害者差別解消法 

……「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」の通称。障害者基本法の

基本理念に沿って、障がいを理由とする差別を解消するための措置について定め

た法律。 
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障害者総合支援法 

……障害者基本法の基本理念にのっとり、障がいのある人が基本的人権を享有する

個人としての尊厳にふさわしい日常生活又は社会生活を営むことができるよう、

必要な障がい福祉サービスにかかる給付、地域生活支援事業その他の支援を総合

的に行い、障がいの有無にかかわらず国民が相互に人格と個性を尊重し安心して

暮らすことのできる地域社会の実現に寄与することを目的とした法律。 

障害者の権利に関する条約 

……障がいのある人の人権及び基本的自由の享有を確保し、固有の尊厳の尊重を促

進することを目的とした条約。我が国は平成 26年１月に同条約を批准した。 

障がい者福祉基本計画 

……障害者基本法に基づき、障がい者施策の総合的かつ計画的な推進を図るための

計画のこと。 

障がい福祉計画 

……障害者総合支援法に基づき、障がい福祉サービス等の提供体制の確保に関する

数値目標や、サービスごとの必要な見込量などを定める計画のこと。 

障害福祉サービス 

……個々の障害のある人々の障害程度や勘案すべき事項（社会活動や介護者、居住

等の状況）を踏まえ、個別に支給決定が行われる行政サービスのこと。 

情報アクセシビリティ 

……年齢や障がいの有無、日常生活や社会生活を営んでいる地域に関わらず、誰で

も必要とする情報に簡単にたどりつけ、利用できること。 

ジョブコーチ 

……障がいのある人が職場に適応でき、自身の能力を発揮できるよう、職場内外の

支援環境を整えるなど、きめ細かな支援を行う者をいう。 
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身体障がい 

……身体機能に何らかの障がいがあり、日常生活に制約がある状態をいう。身体障害

者福祉法では、①視覚障がい、②聴覚・平衡機能障がい、③音声・言語・そしゃく

機能障がい、④肢体不自由、⑤内部機能障がいの五つに分類されている。 

スクールカウンセラー 

……教育機関において心理相談業務に従事する心理職専門家。児童・生徒の生活上

の問題や悩みの相談に応じるとともに、教師や保護者に対して指導・助言を行う。 

生活習慣病 

……食事や運動、喫煙、飲酒等の生活習慣が発症原因に深く関与していると考えら

れている高血圧、脂質異常症、糖尿病などの疾患の総称。 

生活ホーム 

……地域の中で生活を望む身体障害及び知的障害のある人に対して、日常生活にお

ける必要な援助等を行うことにより、その社会的自立を支援する生活の場。 

精神障がい 

……精神保健及び精神障害者福祉に関する法律では、統合失調症、精神作用物質に

よる急性中毒又はその依存症、知的障がい、精神病質その他の精神疾患を有する

者と定義される。 

成年後見制度 

……民法に規定されている制度で、認知症高齢者、知的障がい者、精神障がい者な

ど判断能力の不十分な方に代わって、代理人等が財産管理や身上監護についての

契約等を行い、本人の権利を守る制度。 

相談支援専門員 

……計画相談支援及び地域相談支援等を行う事業所において配置が義務付けられる

職員。障がいのある人やその家族が地域社会で暮らしていく中での困り事や悩み

の相談に応じ、必要な福祉・支援サービスにつなぐ役割を担う。 
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【た行】 

第三者評価 

……事業者が提供するサービスの質について、公正かつ中立な第三者機関が、専門

的かつ客観的な立場から評価すること。 

地域共生社会 

……制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」、「受け手」という関係を超えて、地

域住民や地域の多様な主体が「我が事」として参画し、人と人、人と資源が世代

や分野を超えて「丸ごと」つながることで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、

地域をともに創っていく社会。 

地域生活支援拠点 

……障がい者の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据えた、居住支援のための機能

をもつ場所や体制のこと。 

地域包括ケアシステム 

……地域住民に対し、保健サービス、医療サービス及び在宅ケア、リハビリテー

ション等の福祉サービスを、関係者が連携協力して途切れることなく、一体的に

提供する仕組み。 

知的障がい 

……知的機能の障がいが発達期（おおむね 18 歳まで）にあらわれ、継続的に日常

生活や社会生活に支障がある状態のこと。 

注意欠陥多動性障害（ＡＤＨＤ） 

……不注意、多動性、衝動性の３つの症状がみられる発達障がいのこと。周りに理

解されづらく、仕事や学業、日常のコミュニケーションに支障をきたすことがあ

る。 
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特別支援教育 

……障がいのある児童・生徒の自立と社会参加に向けた立体的な取組を支援するた

め、日常生活や学習上の困難を改善又は克服するよう、適切な指導や必要な支援

を行う教育。 

【な行】 

内部障がい 

……外見からは障がいがあるように見えない場合が多く、疾患などによって内臓の

機能が制限される状態で、心臓機能、呼吸器機能、腎臓機能、膀胱・直腸機能、

小腸機能、肝臓機能、免疫機能などに障がいのあること。 

難病 

……厚生労働省の難病対策で取り上げられている疾患。原因不明、治療方法未確立

であり、かつ、後遺症を残すおそれが少なくない疾病。単に経済的な問題のみな

らず介護などに著しく人手を要するため、家族の負担が重く、また、精神的にも

負担の大きい疾病と定義している。 

農福連携 

……障がいのある人等の農業分野での活躍を通じて、自信や生きがいを創出し、社

会参加を促す取組。 

【は行】 

発達障がい 

……先天的な様々な要因によって主に乳児期から幼児期にかけて発達の遅れや機能

獲得の困難さが生じる心身の障がいで、通常、自閉症、アスペルガー症候群など

の広汎性発達障がい、学習障害、注意欠陥多動性障害その他これらに類する脳機

能の障がいのこと。  
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バリアフリー 

……障がいのある人の社会生活を困難にしている障壁（バリア）を取り除くこと。

障がいのある人を取り巻く障壁には、建物などの物理的なものをはじめ、意識や

制度によるものがある。 

ピアサポート 

……障がいのある人自身が、自らの体験に基づいて、他の障がいのある人の相談相

手となったり、同じ仲間として社会参加や地域での交流、問題の解決等を支援し

たりする活動。また、この活動をする人を「ピアサポーター」という。相談に力

点を置く「ピアカウンセリング」、傾聴に力点を置く「ピアリスニング」も類似

の概念。 

ＰＤＣＡ 

……Ｐｌａｎ（計画）→Ｄｏ（実行）→Ｃｈｅｃｋ（評価）→Ａｃｔｉｏｎ（見直

し）という過程によって業務を継続的に改善していく政策サイクルのこと。 

ファミリー・サポート・センター 

……地域において育児や介護の援助を受けたい人と行いたい人が会員となり、育児

や介護について助け合う会員組織のこと。 

福祉避難所 

……災害時に障がいのある人や高齢者、妊産婦や乳幼児、病弱な人とその家族ら等

の特に支援の必要度が高い人（要配慮者）を対象に設置される避難所。 

ペアレントトレーニング 

……親は自分の子どもに対して最良の治療者になることができるという考えに基づ

き、親に子どもの養育技術を身につけてもらうトレーニング。 
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ペアレントプログラム 

……子どもや自分自身について「行動」で把握することで、保護者の認知的な枠組

みを修正していくことを目的にした簡易的なプログラム。 

ペアレントメンター 

……発達障害のある子どもを育てた経験を持つ親で、その経験を活かし、子どもが

発達障害の診断を受けて間もない親に対して相談や情報提供を行う。 

 

【や行】 

ユニバーサルデザイン 

……年齢、性別、国籍、能力等にかかわらず、できるだけ多くの人が利用しやすい

施設、製品、環境等の仕様・デザイン。 

【ら行】 

ライフサポートファイル 

……発達の気になる子どもや障がいのある子どもについて、成長に応じた適切な支

援が継続されるよう、家族や関係機関が共に関わることのできる情報伝達ツール

のこと。 

ライフステージ 

……人間の一生を、乳幼児期、学童期、青年期、壮年期、高齢期など人生の変化を

節目で区切った、それぞれの段階のこと。 
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理学療法士 

……身体に障がいのある人に対し、その基本的動作能力の回復を図るため、運動、

電気的な刺激、マッサージ、温熱等の物理的刺激を用いて治療を行う専門医療従

事者（国家資格）。 

リハビリテーション 

……心身に障がいのある人の全人間的復権を理念として、障がいのある人の能力を

最大限に発揮させ、その自立を促すために行われる専門的技術のこと。 

療育 

……発達障がいなど、様々な障がいを持つ子どもが社会的に自立することを目的と

して行われる医療と教育を一体化した支援。 
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障がい者に関するマーク 

 

国際シンボルマーク 
障がいのある人々が利用できる建物や施設であることを表す世界共通の

マークです。車いすを利用する方だけでなく、障がいの種類や程度にかか

わらず、障がいのあるすべての人のためのマークです。 

 

身体障害者マーク（四つ葉マーク） 
政令で定める程度の肢体不自由であることを理由に運転免許証に条件を付

されている方が車に表示するマークです。やむを得ない場合を除き、この

マークを付けた車に幅寄せや割り込みを行った場合、道路交通法違反とな

ります。 

 

聴覚障害者標識 
聴覚障がいであることを理由に免許に条件を付されている人が車に表示す

るマークです。危険防止のためやむを得ない場合を除き、このマークを付

けた車に幅寄せや割り込みを行った場合は、道路交通法違反となります。 

 

盲人のための国際シンボルマーク 
視覚に障がいのある人の安全やバリアフリーに考慮された建物、設備、機

器などに付けられている世界共通のマークです。 

 

耳マーク 
聞こえが不自由なことを表す、国内で使用されているマークです。コミュ

ニケーション方法に配慮を求める場合などに使用され、また、自治体、病

院、銀行などが聴覚に障がいのある人に援助をすることを示すマークとし

ても使用されています。 

 

ほじょ犬マーク 
身体障害者補助犬法で定められた補助犬（盲導犬、介助犬、聴導犬）同伴

の啓発のためのマークです。「身体障害者補助犬法」の施行後、公共施設

や交通機関はもちろん、デパートやレストランにも補助犬が同伴できま

す。 

 

オストメイトマーク 
人工肛門・人工膀胱を造設している人（オストメイト）のための設備があ

ることを表しています。オストメイト対応のトイレの入口・案内誘導プ

レートに表示されています。 

 

ハート・プラスマーク 
「体の内部に障がいのある人」を表すマークです。心臓や呼吸機能など内

部障がいは、外見からはわかりにくいため、様々な誤解を受けることがあ

ります。そのような人の存在を視覚的に示し、理解と協力を広げるために

作られたマークです。 

 

障害者雇用支援マーク 
公益財団法人ソーシャルサービス協会が障害のある人の在宅障害者就労支

援並びに障害者就労支援を認めた企業、団体に対して付与する認証マーク

です。 

 

「白杖ＳＯＳシグナル」普及啓発シンボルマーク 

白杖を頭上50cm程度に掲げてＳＯＳのシグナルを示している視覚に障害の

ある人を見かけたら、進んで声をかけて支援しようという「白杖ＳＯＳシ

グナル」運動の普及啓発シンボルマークです。 

  



 

143 

障がい者に関するマーク 

 

ヘルプマーク 
義足や人工関節を使用している人、内部障がいや難病の人、又は妊娠初期

の人など、援助や配慮を必要としていることが外見からはわからない人

が、周囲の方に配慮を必要としていることを知らせることで、援助が得や

すくなるように作成されたマークです。 

 

手話マーク 
耳が聞こえない人が手話でのコミュニケーションの配慮を求めるときに提

示したり、役所、公共及び民間施設・交通機関の窓口、店舗など、手話に

よる対応ができるところが掲示できます。また、イベント時のネームプ

レートや災害時に支援者が身に着けるビブスなどに掲示することもできま

す。 

耳が聞こえない人等がこのマークを掲示した場合は「手話で対応をお願い

します」の意味、窓口等が掲示している場合は「手話で対応します」等の

意味になります。 

 

筆談マーク 
耳が聞こえない人、音声言語障害者、知的障害者や外国人などが筆談での

コミュニケーションの配慮を求めるときに掲示したり、役所、公共及び民

間施設・交通機関の窓口、店舗など、筆談による対応ができるところが掲

示できます。また、イベント時のネームプレートや災害時に支援者が身に

着けるビブスなどに掲示することもできます。 

耳が聞こえない人等がこのマークを掲示した場合は「筆談で対応をお願い

します」の意味、窓口等が掲示している場合は「筆談で対応します」等の

意味になります。 

 



 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

そでがうら・ふれあいプラン 

袖ケ浦市障がい者福祉基本計画（第４期） 

袖ケ浦市障がい福祉計画（第７期） 

袖ケ浦市障がい児福祉計画（第３期） 

 

発行：袖ケ浦市 福祉部 障がい者支援課 

令和６年 ３月 

 

 



 

 

 

 

  



 

 

 

 

  



 

 

 


